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本調査の概要

本調査では電気保安人材の需給バランスの見通しを分析し
人材不足の原因と解決策を提示した

昨年度の結論 本プロジェクトの内容 本プロジェクトの結論

はじめに

昨年度調査では、電気主任技術者及び
電気工事士の人材需給の実態を定量的
に分析し、人材の不足状況を明らかにし
た。

電
気
主
任
技
術
者

 電気事業者の社内育成によ
り需要を満たす人材を供給で
きる

 全体では不足は発生しない
 ヒアリングによると再エネ向
け人材は不足する可能性有

 全体では不足は発生しない
 保安業界では供給不足、需
要増加により不足可能性有

 高齢層の退職により2020年
頃に数万人規模の不足が発
生する可能性がある

 入職者の減少のため、2045

年には1万人程度の不足が
発生する可能性がある

電
気
工
事
士

1
種

2
種

3
種

1
種

2
種

人材不足の原因の追求

本プロジェクトでは、人材不足の原因を
下記のアプローチで検討した。

 昨年度作成した需給モデルを更新
 電気主任技術者、電気工事士、認定
校へのアンケートを通じた実態調査

 関連する政府機関、業界団体、学校、
民間企業等への徹底的なヒアリング

人材不足の対策と立案

 委員会・ワークショップにおいて今後
の対策の方向性を議論

 海外人材の受け入れを検討するため
フィリピン、ベトナム、インドネシアの資
格制度、試験制度について現地調査
を実施

これらの解決策を提示

電気
主任
技術者

電気
工事士

人材不足の原因について、下記のとおり分
類し、その解決策を立案した。

転職者層等への
アプローチが手薄

既存アプローチ先からの入職率が低い
保安業界内で実務経験未充足者等の

採用・育成が不十分

実務経験の認定方法に
改善余地

既存アプローチ先からの入職率が低い
入職ターゲット層の狭さ

離職率の高さ

一般への認知度不足

一般への認知度不足認知

離職率は高くなく問題ない

入職

定着

認知

資格

入職

定着

資格

上記を基に、下記のアプローチにより対
策を立案した。
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本調査では、「1. 人材需給の定量分析」､「2.人材不足の原因と対策（電気主任技術者）」、「3.人材不足の原因と対策（電

気工事士）」、 「4. 女性活躍」、「5. 海外人材の受け入れ」、「6.提言」の6つの調査項目を、以下のアプローチで実施した。

調査のフロー

モデル分析・国内外ヒアリング・委員会などによる
多面的な調査を実施した

 ヒアリングによ
り女性保安人
材の実態を把
握した。

 他業界事例を
調査した。

 諸外国の電気
保安に関する
試験制度につ
いて調査した。

 各種統計をイ
ンプットに、独
自モデルによ
り人材需給を
定量分析した。

 モデル分析や
ヒアリング、文
献調査により、
電気主任技術
者の人材不足
の原因を分析
した。

人材需給の
定量分析

人材不足
の原因

対策 女性活躍推進
海外保安人材
の受け入れ
可能性

提言

1

（1） 定量分析 （2）電気主任技術者 （4）女性活躍 （5）海外人材

調
査
項
目

概
要

2-1 2-2 4 5

（6）提言

 調査結果をイ
ンプットに委員
会・ワーク
ショップで意見
収集を行い提
言を取りまとめ
た。

モデル分析

文献調査
ヒアリング ヒアリング

文献調査

海外調査

文献調査

モデル分析

文献調査
委員会・WS

人材不足
の原因

対策

3-1 3-2 6

（3）電気工事士

 モデル分析や
ヒアリング、文
献調査により、
電気工事士の
人材不足の原
因を分析した。

 これまでの調
査や委員会・
WSにおける議
論を踏まえ、電
気主任技術者
の人材確保の
ための対策を
検討した。

文献調査

ヒアリング

委員会・WS

 これまでの調
査や委員会・
WSにおける議
論を踏まえ、電
気工事士の人
材確保のため
の対策を検討
した。

はじめに

アンケート調査
アンケート調査

アンケート調査

ヒアリング

モデル分析

文献調査

アンケート調査

文献調査

ヒアリング

委員会・WS

アンケート調査
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厚生労働省

国土交通省

法務省 入国管理局

文部科学省

国際研修協力機構

日本建設業連合会

SBエナジー

電源開発

住友電設

中小電気工事会社

国内ヒアリング先一覧

日本・欧州・アジア6か国の68団体・企業等に対し
徹底的なヒアリングを実施した (1/2)

* 団体・企業・学校の順序は五十音順・アルファベット順

2016年度

団体・企業・学校名

全国電気管理技術者協会連合会

全日本電気工事業工業組合連合会

太陽光発電協会

電気技術者試験センター

電気工事技術講習センター

電気事業連合会

日本電設工業協会

日本風力発電協会

関西電力

東京電力パワーグリッド

中部電力

関電工

きんでん

トーエネック

関東電気保安協会

電気保安協会全国連絡会

海外産業人材育成協会

国際厚生事業団

NTTファシリティーズ

全電協

日本テクノ

鹿島

東京大学

A理系大学

B工業高校

女性電気主任技術者・
工事士各2名

業
界
団
体

電
力

電
工

電
工

保
安
協
会

海
外
人
材

保
安
法
人

建
設

学
校

女
性

2017年度

団体・企業・学校名

関西電気保安協会

関東電気保安協会

NTTファシリティーズ

日本テクノ

C工業大学

D専門学校

E工業高校

大阪産業創造館

教育系ベンチャー

人材紹介会社

官
公
庁

発
電
事
業
者

学
校

保
安
協
会

保
安
法
人

電
工

そ
の
他

業
界
団
体

はじめに
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POEA

IIEE

PRC

Sumisetsu Philippines

Kinden Phils Corporation

海外ヒアリング先一覧

日本・欧州・アジア6か国の68団体・企業等に対し
徹底的なヒアリングを実施した (2/2)

COUNSEL

Promotelec

ENEDIS

Ministry of Energy and Mineral 

Resources (ESDM), Directorate of 

Electricity

PLN Corporate University

PLN Distribusi Jaya

KONSUIL

Deloitte Consulting Indonesia

BG-ETEM

EmBW

Deloitte Consulting Germany

Ministry of Industry and Trade,

Industrial Safety Techniques and 

Environment Agency

Ministry of Labor-Invalids and Social 

Affairs,General Department of 

Vocational Training

Metropolitan Electricity Authority

Ministry of energy, Energy 

Business Department

Thai Kandenko

Deloitte Consulting Thailand

インドネシア

団体・企業・学校名

電
力

官
公
庁

電
工

電
力

D
e
lo

itte

業
界

団
体

タイ

団体・企業・学校名

ベトナム

団体・企業・学校名

フランス

団体・企業・学校名

ドイツ

団体・企業・学校名

官
公
庁

電
力

業
界
団
体

官
公
庁

電
力

検
査

機
関

D
e
lo

itte
D

e
lo

itte

DOLAB

MOLISA

Vietnam Kandenko

フィリピン

団体・企業・学校名

ベトナム

団体・企業・学校名

電
工

官
公
庁

ESDM

ETM

インドネシア

団体・企業・学校名

業
界
団
体

業
界
団
体

電
工

2016年度 2017年度

はじめに

官
公
庁
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アンケート調査

電気主任技術者・電気工事士の有資格者個人
及び電気主任技術者認定校・電気工事士養成施設へ アンケート調査を実施した

はじめに

学校

電気主任技術者認定校

個人

電気工事士養成施設

電気主任技術者

電気工事士

対象 アンケート発出先

1種：32校
2種：13校
3種：86校
合計：131校

*経済産業省で学校担当者のメールアドレスを
把握している学校に発出

29校
*経済産業省で学校担当者のメールアドレスを

把握している学校に発出

全国電気管理技術者協会連合会
電気保安協会全国連絡会

を通じて発出

全日本電気工事業工業組合連合会
を通じて発出

1種：14校
2種：6校

3種：41校
合計：61件

19件

2,442件

1,270件

アンケート回収数
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委員会の開催 ワークショップの開催

委員会・ワークショップを開催し
電気保安人材の人材不足への対策の方向性を検討した

計7回の委員会を開催
2016年度：3回
2017年度：4回

委員会
の開催

主要
メンバー

大学教授、業界団体、民間企業等の有識者

計4回のワークショップを開催
2016年度：2回
2017年度：2回

ワークショップ
の開催

参加者

2016年度
広告代理店、システムインテグレータ、シンクタンク、政
府系金融機関、メーカー等 延べ60名参加

2017年度
電気主任技術者、電気工事士、学生、社会人女性、
キャリアコンサルタント等 延べ43名参加

はじめに
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1. 人材需給の定量分析

1.1 資格概要

1.2 人材需給の定量分析
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電気保安の資格には第1～3種電気主任技術者と移動用発電設備等に対応可能な許可主任技術者が存在する。

電気工事の資格には第1,2種電気工事士と低圧の自家用電気工作物に対応可能な認定電気工事従事者が存在する。

資格概要

本調査では電気保安及び電気工事に係る
7種の資格を調査対象とする

*1： 出所 電気技術者試験センター資格実施状況（2015年度） *2：出所 電気技術者試験センターWebページ「資格実施状況の推移」（2006～2015年度の平均値）
*3： 就業可能年齢の有資格者数（「1.2人材需給の定量分析」の電気主任技術者の頁を参照） *4：旧一般電気事業者及び電源開発株式会社へのアンケート結果
*5： 免状交付者数及び認定数の累積（「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の頁を参照）

保
安
監
督

工
事

電気主任
技術者

1種

2種

3種

ボイラー・
タービン
主任
技術者

ダム水路
主任
技術者

電気
工事士

1種

2種

1種

2種

1種

2種

許可主任技術者

認定電気工事
従事者

対応可能な
設備

全て

17万V未満5万
V以上

5万V未満かつ
5,000kW未満

全て

ダムの高さ15m

未満

全て

圧力5,880kPa

未満

500kW未満

600V以下

500KW未満

500kW未満
かつ600V未満

対象設備

 事業用電気
工作物
 発電所
 送配電設
備

 受電設備

 水力発電所

 発電用ボイ
ラー

 蒸気・ガス
タービン

 自家用電気
工作物

 一般用電気
工作物

 自家用電気
工作物

配置義務の
規定

電気事業法

電気事業法

電気工事士法

試験
合格者数*1

105人

297人

3,502人

試験制度はなく
申請により取得

15,419人

59,441人

-

-

有資格者数

約9千人*3

約3万4千人*3

約23万人*3

約67万人*5

約210万人*5

約8千人

約12万人*5

試験
合格率*2

4%

4%

6%

28%

41%

-

-

取得方法
試験

認定校＋実務経験

電験2種＋実務経験

試験

認定校＋実務経験

電験3種＋実務経験

試験

認定校＋実務経験

申請

申請

試験＋実務経験

電験or高圧＋実務経験

試験

認定

電工1種試験合格

電験or電工2種＋実務

電工2種＋講習

電工1種

認定校

調査
対象

約千人*4

約50人*4

約千人*4

約数百人*4

調査
対象

申請制で
あるため
人材不足
なし

養成施設

旧電工＋講習

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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大部分の設備は5万V以下であるため、第3種電気主任技術者により対応可能である。一方、一般家庭以外の自家用電

気工作物の工事に従事するためには、第1種電気工事士の資格が必要となる。

資格毎の対応可能業務一覧

電気工作物の電圧階級及び出力/最大電力により
必要となる資格の種別が異なる

*1： 出力5千kW以上の発電所 *2：出力50kW未満の太陽光（PV）、20kW未満の風力（WT）・小水力、10kW未満の火力発電設備などは小出力発電設備として一般用電気工作物とされる

保
安
監
督

工
事

電気主任
技術者

1種

2種

3種

ボイラー・
タービン
主任技術者

ダム水路
主任任技者

1種

2種

1種

2種

電気
工事士

2種

1種

許可主任技術者

認定電気工事
従事者

15m未満 工事 維持 運用

すべて 工事 維持 運用

5,880kPa未満 工事 維持 運用

すべて 工事 維持 運用

工事

保安調査

工事

保安調査

電圧(V)

出力/最大電力（kW）

一般用
電気
工作物

事業用電気工作物

電気事業用電気工作物
自家用電気工作物

需要設備発電所等

17万～ 5～17万 ～5万17万 5～17万 ～5万

5千～*1 ～5百5百～5千

17万 5～17万

5千～*1 5百～5千 ～5百*2 ～5百5百～

～5万

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事
維持
運用

工事

600V以下

工事
認定電気工事従事者は最大電力500kW 以下かつ電圧600V以下の自家用電気工作物の工事のみ従事可能であり、
第1種電気工事士の限定版である。

工事

保安調査

最大電力500kW以上の事業用電気工作物の工事については、必要な資格の要件
が定められていない。

15m未満 工事 維持 運用

すべて 工事 維持 運用

5,880kPa未満 工事 維持 運用

すべて 工事 維持 運用

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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3年間

電気主任技術者においては認定での免状取得の条件として1～5年、外部委託承認の条件として免状取得後3～5年の実

務経験が必要となる。第1種電気工事士においては、免状取得の条件として3または5年の実務経験が必要となる。

免状取得・外部委託承認のために必要な実務経験年数

免状取得・外部委託承認の条件として
実務経験が必要となる

保
安
監
督

工
事

電
気
主
任
技
術
者

電
気
工
事
士

1種

2

種

3

種

2

種

1種
*

試験

試験

認定校＋実務経験

電検3種＋実務経験

認定校＋
実務経験

試験

高圧電工技術者＋
実務経験

電検＋実務経験

認定

養成施設

試験

電検2種＋実務経験

認定校＋
実務経験

試験

大学

短大・
高専

高校

大学・高専電気
工学課程修了

その他

大学

短大・
高専

免状取得

5年間

5年間

5年間

3年間

5年間

3年間

2年間

1年間

3年間

5年間

5年間

3年間

5年間

4年間

実務経験なしで免状取得が可能

実務経験なしで免状取得が可能

実務経験なしで免状取得が可能

実務経験なしで免状取得が可能

卒業

2種取得

卒業

卒業

3種取得

卒業

電検取得

卒業

*：この他に、1990年施行の電気工事士法において、旧電気工事士法に規定された電気工事士免状取得者で3年以上の実務経験を有する者、または10年以上の実務経
験を有する者について、施工から2年以内に講習を受講することで第1種電気工事士免状取得を許可する特例措置が規定されていた

卒業

認定

その他

免状取得

試験合格

レジェンド

外部委託承認

外部委託承認
（3種の外部委託業務範囲）

高圧取得

卒業

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

外部委託承認
（3種の外部委託業務範囲）

外部委託承認
（3種の外部委託業務範囲）

（3種の外部委託業務範囲）
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1. 人材需給の定量分析

電工主任サマリー

1.1 資格概要

1.2 人材需給の定量分析
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資源エネルギー庁の2030年のエネルギーミックスの想定する床面積推移と2030年のエネルギーミックスとIEAのWorld 

Energy Outlook 2017の発電容量の推移を踏まえて2045年までの電気工作物の件数の推移を予想した。

必要な主任技術者数の推計方法

電気工作物件数を独自モデルにより推計し
将来の必要な電気主任技術者数を予想した

電
気
工
作
物

自
家
用

発
電
設
備

受
電
設
備

特別高圧
（66kV/77kV）

特別高圧
(11kV/22kV/

33kV)

高圧
(6.6kV)

5,000kW～

2,000kW～
5,000kW

～2,000kW

2
種

3
種

2
種

3
種

×

○

×

○

受変電設備数物数実績 推移予測

設備数

官庁・地方自治体
所有の建物数

産業用の工場数※

業務用のビル数

特別高圧・高圧
受電が必要とな
る面積以上の
建物の割合
（用途ごと）

建物数の成長率

建物数の成長率

業務用床面積の
成長率予測

マンション一括受電
の成長率

マンション一括受電の件数

単位変換

主任技術者需要
対応件数

/1人
(選任・委託別)

需要予測

発電所数実績

発電所数

×

×

推移予測 単位変換

火力発電

水力発電

風力発電

バイオマス発電

地熱発電

電源構成の
各電源発電量推移

対応件数
/1人

(選任・委託別)太陽光発電
主任技術者需要

電気工作物の保安に必要な主任技術者数の推計方法
委
託
可
否

電圧・出力
種
別

設
備

需要予測

1

2

人材需給の定量分析1

モデル分析サマリー

電気主任技術者
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2種は太陽光の増加により約2,000人、3種は業務ビルの増加により全体では約6,000人、外部委託業務向け3種は約

2,000人、必要な有資格者が増加する可能性がある。

2種・3種主任技術者の必要な有資格者数の推計結果サマリ*

2045年にかけて 2種・3種ともに
必要な電気主任技術者数は増加する可能性がある

受
電
設
備

発
電
設
備

1,000

0

400

600

800

200

929909

千件

2045203020112010 2013

831

2014

856 862845838 859

2012 2015

853

2016

工場

業務ビル その他官公庁ビル

マンション一括受電

600

1,200

800

1,000

200

400

0

1,026

20122011

1,110
1,098

1,037 1,035

2015

1,035

20142013 2016

1,043

2010 20452030

1,039 1,060

バイオマス

LNG

風力

太陽光

石油

原子力石炭

水力

地熱

選任が必要な受電設備を持つ建物数

電源構成の推移

電気事
業者

とその
他で
分類

* 選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分
析」の主任技術者の項を参照

事
業
用

自
家
用

再
エ
ネ

火
力

200

400

0

174
116

204520302016

314

151

2013

170
253

20152014

133 129

2010

141

20122011

地熱バイオマス太陽光水力 風力

1種の需要として
電気事業者ヒアリングを基に分析

4

2

0

2.4

2014

2.4

20302013

1.4

2016

2.3 1.7

2015 20452012

2.52.5 2.5

2010 2011

2.5

TWh

火力千件

TWh

0

100

40

80

20

60

2013

81

2015

82 86

2014 2045

88

2030

79 8079

20122011

78

2010

82

2016

第3種主任技術者需要

10

0

4

8

6

2

5.7

2010

5.7

7.9
6.3

20152014

6.1

2045

8.3

20302013

5.7

2011

5.8

2012 2016

6.4

地熱

風力

バイオマス

太陽光

水力

火力

特別高圧

鉄道変電所

10

20

0

15

5

2012

16

20112010

1616

2013

16 16
18

20152014 2045

18

2030

17 17

2016

受電設備・高圧（業務用）

受電設備・高圧（産業用）

受電設備・高圧（住宅用） その他

太陽光・委託可

風力・委託可

受電設備・高圧（官）

2

種

3

種

3
種
（外
部
委
託
向
け
）

1

人
1

設
備
と
し
て
推
計

委
託
分
は
1

人
約
46

設
備
と
し
て
推
計

受電電圧
により分類

設備容量
により分類

千人

千人

千人

必
要
な
主
任
技
術
者
数

1

2

人材需給の定量分析1

モデル分析サマリー

電気主任技術者
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1種は電気事業者が必要な人材を育成しており不足しない見込み。2種は有資格者数は十分に多いが、急激に増加する

再エネ設備に対応する必要がある。外部委託向け3種は、業務ビルの増加と人材の供給減により不足する見込み。

電気主任技術者の需給バランス検討サマリ*

外部委託向けの3種と
遠隔地における大規模再エネ設備向けの2種が不足する可能性がある

0

250

200

50

218

79

2014

223220

8079

226 228

2011 20122010 2015

78

2013

225

81

2045

88

196

2030

82 82

217

83

228

2016 2020

83

229

2019

83

229

86

2018

216

83

229

2017

第3種主任技術者需要 3種有資格者数

5

35

0

2015 2018

32.3

2019

6.3

2030

7.97.4

2045

34.2

6.5

2016

34.434.5

2020

34.1

7.0 8.3

2017

30.2

6.7

34.034.3

6.4

34.534.3

5.7

2011

34.4

6.1

2010

34.2

5.8

2013

5.7

2012

5.7

34.2

2014

風力

2種有資格者数

水力

特別高圧

太陽光

地熱バイオマス火力

鉄道変電所

20

0

10

5

25

15

17

2020

17

20302018

17 1817

1617

2017

18

17

17

2016 2019

17

16

20152010

16

1616

2011 20452013

16

16

16

2012

16

16 16 16

16

2014

17
14

16

保安業界の3種有資格者数

受電設備・高圧（業務用） その他

風力・委託可

太陽光・委託可

受電設備・高圧（住宅用）

受電設備・高圧（産業用）

受電設備・高圧（官）

-4,000

-2,000

0

2,000

△330

業務ビル 工場減少太陽光 官公
庁ビル
減少

210420

風力

20

△3,900
△2,200

2045年
度不足分

主任技術
者減少

△1,980

1,937

-1,000

0

1,000

2,000

388

火力の減少風力太陽光 その他
再エネ

1,982

受電設備
の減少

△81
△884532

2016～
45年度需
要増加分

電気主任
技術者

2種

3種

3種

保安
業界
（外部
委託
向け）

需給バランス 原因

千人

千人

千人

人

モデル分析の結果、2種の有資格者は需要の約4倍存在するため、全体と
しては人材不足は生じない見込み

ただし業界ヒアリングによれば2種は増加する再エネ設備向けに地域に
よっては不足する可能性がある

人

モデル分析の結果、3種は十分な数の有資格者が存在するため、全体とし
ては人材不足は生じない可能性が高い

モデル分析の結果、保安業界で委託の需要に対し有資格者は徐々に不足
し、2020年頃から人材不足が顕在化する見込み

* 2種・3種の有資格者数推移を、1965年から2016年の過去の合格者数実績と人口動態をもとに推計。選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領デー
タより独自モデルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気主任技術者の項を参照

人材需給の定量分析1

モデル分析サマリー

電気主任技術者
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36,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

△60,000

電気工事の減少2045年の不足量

△24,000

第1種電気工
事士の減少

1種は工事需要が減少する保守的な予想をした場合でも、高齢の電気工事士が退職し、2020年頃から人材不足が生じる

可能性がある。2種は1種ほど需給は逼迫しないが入職者の減少が続く場合は人材不足となる可能性がある。

電気工事士の需給バランス検討サマリ*

1988年の1種移行制度により 1種となった55歳以上の世代が
退職すると 1種が不足する可能性がある

250

0

200

50

100

150

2019

165

157

2020

189

204

193

2045

204

186

20182017 2030

183
141

千人

204

2015

201

201

2016

199 196

204204

必要な第1種電気工事士数

電工業界の第1種電気工事士数

人

モデル分析の結果、 1種は高齢の電気工事士が退職し、2020年頃から数
万人規模の人材不足が生じる可能性がある

モデル分析の結果、第2種電気工事士は大量退職はないが、入職者が減
少するため2045年には2千人程度の人材不足が生じる

人

電気
工事士

1種

2種

需給バランス 原因

0

100

50

150
119

124

2045

86

2030

88
107

100

2020

115

121

117

千人

2019

122

2016

126

20172015

127

125

125

123

2018

121

必要な第2種電気工事士数

電工業界の第2種電気工事士数

36,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

△2,500

第2種電気工
事士の減少

電気工事の減少2045年の不足量

△38,500

* 1種・2種の電気工事業界での有資格者数推移をヒアリング結果と2000年からの免状発行数実績と人口動態をもとに推計。電気工事の需要を各種統計をもとに独自モ
デルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の項を参照

電気工事完工高を2045

年で2015年比で25％減
を仮定した際の減少量

電気工事完工高を2045

年で2015年比で25％減
を仮定した際の減少量

人材需給の定量分析1

モデル分析サマリー

電気工事士
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1. 人材需給の定量分析

電工主任サマリー

1.1 資格概要

1.2 人材需給の定量分析
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本調査では人口問題研究所よる2045年までの人口動態に比例し受験者数が減少すると推定した。我が国の総人口は

2016年比19%減少、主任技術者を受験する75歳未満15歳以上の人口は2016年比26%減少する見込み。

2016年から2045年までの人口推移予測

2045年度にかけて電気主任技術者を受験する
年齢層の人口は減少すると推定した

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

15,567 14,568 13,240 12,039 11,287 10,732 10,116

5,860 5,578 5,251 4,945 4,333

6,101 6,014 5,664 5,342 5,034 4,411

6,468 6,200
6,094

5,747 5,425 5,112 4,480

7,191
6,543
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6,105
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5,437

5,123

8,143
7,323

6,510
6,180

6,076
5,733

5,413

9,466
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7,270
6,464

6,138
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5,695
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7,206
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8,098
8,602

9,563
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7,117

6,333
6,017
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7,823

8,443

9,391

7,976
6,997

6,229

8,235
7,337

7,618
8,231

9,162

7,787
6,836

9,381
8,155

7,072
7,355

7,958

8,865
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8,040
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7,716
6,711

6,995

7,584
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16,900
18,790
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22,784
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22,230

22,567

3,7463,933
4,004
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70,000

80,000

90,000

100,000
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120,000

130,000

20252020 2045

千人

102,210

20402035

107,276
112,124

2030

116,618
124,100125,956

2016

120,659

35歳以上40歳未満

15歳未満

15歳以上20歳未満45歳以上50歳未満

20歳以上25歳未満

25歳以上30歳未満

30歳以上35歳未満

50歳以上55歳未満

55歳以上60歳未満

60歳以上65歳未満

65歳以上70歳未満

40歳以上45歳未満70歳以上75歳未満

75歳以上

75歳以上
1,690万人
（13.4%）

2,274万人
（19.5%）

2,257万人
（22.1%）

75歳未満
15歳以上

9,349万人
（74.2%）

8,180万人
（70.1%）

6,953万人
（68.0%）

15歳未満
1,557万人
（12.4%）

1,204万人
（10.3%）

1,012万人
（9.9%）

総人口 1.26億人 1.17億人 1.02億人

204520302016

34%増加

26%減少

35%減少

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」「人口統計資料集」 2016年の値については、公表値を基に推計

19%減少

15～75歳の5歳毎の人口減少率を、
5歳毎の受験者数の減少率と見込んだ

人材需給の定量分析1
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1965年に現行の主任技術者制度に移行した際、1965～1975年度の期間において移行措置として認定された第1種主任

技術者の免状の発行数が多く、次いで1995～2000年度に免状の発行数が多い。

第1種主任技術者の免状取得者の推移

第1種電気主任技術者の免状取得者数は
1965~1975年度次いで1995～2000年度に多い
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出所： 電気技術者試験センター受領データ、経済産業省受領データ、電気技術者協会「電気主任技術者制度100年の歩み」、総務省「人口推計」
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22 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

有資格者が満75歳で引退し、将来の合格者が労働人口の減少と同等のペースで減少すると推定すると、引退する有資格

者を補うことができず、有資格者の数は年率0.8％減少する。

第1種主任技術者の就労可能年齢の有資格者数（1990年～2045年度）*

第1種電気主任技術者の有資格者数は
2045年度にかけて年率0.8%で減少すると推計した
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出所：電気技術者試験センター受領データ、経済産業省受領データ、電気技術者協会「電気主任技術者制度100年の歩み」、総務省「人口推計」 、人口問題研究所「日本の将来推計人口」
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*: 1965年以降の有資格者が75歳まで就労可能で76歳で引退すると仮定（ヒアリングより推計）し有資格者数を推計した。人口問題研究所「日本の将来推計人口」の15から75歳の世代人口の減少に伴い、2016

年度以降の免状取得者数は2016年の認定者数と合格者数の合計が減少すると仮定し推計した
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23 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

試験センターによる試験を開始した1995年度から2008年度の期間において試験による免状の発行数が認定によるもの

より多い。

第2種主任技術者の免状取得者の推移

第2種電気主任技術者の試験合格者数は
1995 ～ 2008年度にかけて増加している
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（合格者年齢構成は各年度の試験合格者の年齢構成と
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電気技術者協会「電気主任技術者制度100年の歩み」
（1965～1995年度の合格者年齢構成は1997～2003年の合格者の平均年齢構成が、総務省「人口推計」の示す5

歳ごとの人口構成の変化に従い変化したと仮定）
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（ 1965～1995年度の合格者年齢構成は各年度の試験合格者の年齢構成と同様と仮定）
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24 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

有資格者が満75歳で引退し、将来の合格者が労働人口の減少と同等のペースで減少すると推定すると、第2種の有資格

者は、引退する有資格者と新たに免状を取得した有資格者がほぼつり合い、年率-0.4%のほぼ横ばいで推移すると推計。

第2種主任技術者の就労可能年齢の有資格者数（1990年～2045年度）*

第2種電気主任技術者の有資格者数は
2016年以降はほぼ横ばいで推移すると推計した
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出所：電気技術者試験センター受領データ、経済産業省受領データ、電気技術者協会「電気主任技術者制度100年の歩み」、総務省「人口推計」 、人口問題研究所「日本の将来推計人口」

*: 1965年以降の有資格者が75歳まで就労可能で76歳で引退すると仮定（ヒアリングより推計）し有資格者数を推計した。人口問題研究所「日本の将来推計人口」の15から75歳の世代人口の減少に伴い、2016

年度以降の免状取得者数は2016年の認定者数と合格者数の合計が減少すると仮定し推計した

人材需給の定量分析1
②定量分析
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25 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

試験センターによる試験を開始した1995年度から2008年度の期間において試験による免状の発行数が認定によるもの

より多い。

第3種主任技術者の免状取得者の推移

第3種電気主任技術者の試験合格者数は
1995年度以降増加している
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有資格者が満75歳で引退し、将来の合格者が労働人口の減少と同等のペースで減少すると推定すると、第3種の有資格

者は、引退する有資格者と新たに免状を取得した有資格者がほぼつり合い、ほぼ横ばいで推移すると推計した。

第3種主任技術者の就労可能年齢の有資格者数（1990年～2045年度）*

第3種電気主任技術者の有資格者数は
2045年度にかけてほぼ横ばいで推移すると推計した
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出所：電気技術者試験センター受領データ、経済産業省受領データ、電気技術者協会「電気主任技術者制度100年の歩み」、総務省「人口推計」 、人口問題研究所「日本の将来推計人口」

*: 1965年以降の有資格者が75歳まで就労可能で76歳で引退すると仮定（ヒアリングより推計）し有資格者数を推計した。人口問題研究所「日本の将来推計人口」の15から75歳の世代人口の減少に伴い、2016

年度以降の免状取得者数は2016年の認定者数と合格者数の合計が減少すると仮定し推計した

人材需給の定量分析1
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27 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

電気主任技術者需要の推計方法（一部再掲）

電気工作物件数を独自モデルにより推計し
将来の電気主任技術者の需要を予想した
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作
物

事
業
用

1種
（1種の需要があるのは主に

電気事業者）

自
家
用

発
電
設
備

受
電
設
備

特別高圧
（66kV/77kV）

特別高圧
(11kV/22kV/

33kV)

高圧
(6.6kV)

5,000kW～

2,000kW～
5,000kW

～2,000kW

2
種

3
種

2
種

3
種

×

○

×

○

受変電設備数物数実績 推移予測

設備数

官庁・地方自治体
所有の建物数

産業用の工場数※

業務用のビル数

特別高圧・高圧
受電が必要とな
る面積以上の
建物の割合
（用途ごと）

建物数の成長率

建物数の成長率

業務用床面積の
成長率予測

マンション一括受電
の成長率

マンション一括受電の件数

単位変換

主任技術者需要
対応件数

/1人
(選任・委託別)

需要予測

発電所数実績

発電所数

×

×

ヒアリングによると、電気事業者は事業所・設備ごとに主任技術者を選任するのではなく、管内をエリアに区分したうえで、 そのエ
リア内に所在する事業所・設備に対し1人の主任技術者を選任している。そのため、社内人材で十分な供給が可能である。
（Appendix参照）

推移予測 単位変換

火力発電

水力発電

風力発電

バイオマス発電

地熱発電

電源構成の
各電源発電量推移

対応件数
/1人

(選任・委託別)太陽光発電
主任技術者需要

電気工作物の保安に必要な主任技術者数の推計方法

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

1

2

委
託
可
否

電圧・出力
種
別

設
備

需要予測

人材需給の定量分析1
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FITの導入により2011年頃を起点に太陽光発電設備が増加したため、2011年以降の自家用電気工作物の件数の成長率

が2011年以前に比べ約3倍程度に増加している。一方、2016年は年率約1％増と成長が鈍化した。

自家用電気工作物設置件数の推移（2008～2016年度）

自家用電気工作物の設置件数は
2011年以降は年率約1.5%で増加 2016年は年率約1%で増加している

45,80145,41948,20746,4070

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000
900,437

件

845,368

CAGR
1.51%

CAGR
0.98%

CAGR
0.48%

2016

9,268

2015

799,577

824,191
851,390

9,370

779,359

2013

8,825

891,695

2014

10,134

42,988

2011

43,383

835,229

806,489

879,001

2012

9,081

836,142

863,777

9,463

2010

826,248

8,969 9,122

43,237

772,076

2008

42,232 42,323

823,430

9,315

772,553

2009

823,401

771,195

出所：経済産業省 「自家用電気工作物設置件数全国計」

低圧特別高圧 高圧

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格



29 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

独自モデルの推計結果によると自家用電気工作物設置件数は、高圧・特別高圧の産業用等が減少しているものの、業務

ビルの増加が63%、太陽光発電設備の増加が42%寄与し、年率0.98％の増加となっている。

自家用電気工作物設置件数増加分の内訳（2015~2016年度）

自家用電気工作物は
業務ビルと太陽光発電設備が要因となり増加している

出所： 自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデルを用いて推計した。データを使用した統計はAppendix参照

人材需給の定量分析1
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太陽光発
電設備
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△0.01%△0.01%

高圧・業務
用（3種）

バイオマス
発電設備

高圧・産業
用（3種）

火力発
電設備

2015～2016

年度増加分
特別高圧・産
業用（3種）

0.42%

0.98%

△0.02%

寄与度
63％

寄与度
42％
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1％
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-1％

②定量分析

供給 需要 バランス
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2030年までは、業務ビルと太陽光発電が引き続き増加し自家用電気工作物は年率0.4％で増加する。2045年までは業務

ビルはほぼ横ばいで、産業用施設の減少と再エネ発電導入がバランスし自家用電気工作物数の成長は鈍化する見込み。

2016~2045年度の自家用電気工作物設置件数の推計*

自家用電気工作物は 2030年まで年率約0.4%増加し
2045年にかけては微増すると推計した
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900

2030

千件
CAGR
0.2%

900892
921909

879
929

900
864

2020

933913

2025

905 925917
951

2008

978

CAGR
0.4%

835824823

2010

851

2016 2045

CAGR
0.4%

CAGR
1.5%

823

受電設備・特別高圧（3種）産業用

その他

発電設備

変電設備・鉄道変電所

受電設備・高圧・業務用

受電設備・高圧・住宅用受電設備・高圧・官公庁

受電設備・高圧・産業用

受電設備・特別高圧業務用

実績値

受電設備・特別高圧（2種）産業用

受電
（特別高圧）

― 8.7 8.1

受電
（高圧）

― 665 686

発電 ― 37.4 44.6

その他*
（受電）

― 240 240

計 900 951 978

204520302016

経産省提供データ 独自モデルによりDTC推計

Forecast

出所： 自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデルを用いて推計した。データを使用した統計はAppendix参照

官公庁ビル

工場

業務ビル

その他

*: 本推計では主に500m2以上の建物を高圧受電設備を有する建物としているため、その他は500m2以下で高圧受電を有する建物を含む。また移動用の電気工作物も
その他に含まれる

1

2

1

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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2045年にかけて、受変電設備の件数は、業務ビルが2016年比で25%の増加、官公庁向けと産業用の受変電設備数の

減少が見込まれるため、全体としては微増すると推計した。

自家用電気工作物（受変電設備数）推計（2003~2045年度）

自家用電気工作物のうち
受変電設備の件数は 2045年にかけて微増すると推計した
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0.6%

2045

843836

CAGR
0.4%
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822 828819
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0.1%

858

934

867

806

20052003

813810

2016

803

工場等（高圧）

官公庁ビル（高圧）

家庭用（マンション一括受電）

業務ビル（高圧）業務ビル（特高）

鉄道変電所工場等（特高）2種

その他

工場等
（特高）

4.5 2.7 1.7

業務ビル
（特高）

3.6 4.2 4.5

鉄道変電所 1.8 1.8 1.8

官公庁ビル
（高圧）

104.7 99.1 93.8

工場等
（高圧）

106.1 95.4 85.0

業務ビル
（高圧）

401.7 465.7 501.8

家庭用

（マンション
一括受電）

4.8 4.8 4.8

その他 240.0 240.0 240.0

204520302016

過去10年の
トレンド延長過去10年の

トレンド延長

床面積推移に
伴い増加
（次ページ）

床面積推移に
伴い増加
（次ページ）

約25%増

約20%減

約10%減

出所： 自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデルを用いて推計した。データを使用した統計はAppendix参照

人材需給の定量分析1

約62%減

約25%増

1

②定量分析

供給 需要 バランス
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業務用床面積の予測を用い、業務ビル数を推計した。業務用床面積は長期エネルギー需給見通しによると2030年に19.7

億m2まで増加する見込み。床面積の成長率は漸減しており、2030～2045年は年0.2％で増加すると推定した。

業務用延床面積の推移

業務用延床面積は 2030年まで増加し
その後ほぼ横ばいで推移すると推定した
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千万m2
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0.4%
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188187186
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184183
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181179
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0.8%

172

1995

160 166
145 153

156

150

2000

174170

176169

163141
178

20051990

137133129

Forecast

長期エネルギー
需給見通し日本エネルギー研究所「EDMC2017」

出所：資源エネルギー庁「平成27年 長期エネルギー需給見通し」、環境省「低炭素社会叙述ビジョンの構築 」、日本エネルギー研究所「EDMC2017」（業務用床面積は2015年実績まで取
得可能）、国土交通省「法人建物調査」（200m2未満の建物数の情報は入手不可、業務ビル件数は2013年実績まで取得可能）

業務用床
面積の推移

業務ビル
件数
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389 396387 394
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1995 2000
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2.5%
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2030

595
499

2010 2015

505
494
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453434

DTC推計*

5,000～10,000m2未満

20,000～50,000m2未満

50,000～100,000m2未満

100,000m2以上

2,000～5,000m2未満

1,000～2,000m2未満

500～1,000m2未満

10,000～20,000m2未満

Forecast

事務所は800m2以上、その他の
建物は500m2以上を高圧受電・
非常用発電設備がある施設とし
て委託可能な3種の需要とした

契約電力が2,000kW以上の建物
を特別高圧受電設備を有する施
設として、外部委託ができない3種
需要とした（40,000m2以上程度）

* 2 ：床面の年間成長率に対して
500m2以上のビルの件数の成長率
は約3倍大きい。今後もこのトレンド
が継続すると推定し業務ビル件数を
推計した

3

種

3

種
委
託
可法人建物調査より推計 DTC推計*

*: 長期エネルギーミックスでは床面が2030年度まで年率約0.4%で成長すると予測しており、これは床面の2000～15年の成長率の約1/2に相当する。2030～45年でも同様の傾向で成長
率が低下すると推定し年間成長率を0.2%と推計した（2045年までの業務用床面について参照すべき統計がなく、独自に推計した）

人材需給の定量分析1

1

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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地熱 3 12 24

風力 6 19 42

バイオマス 41 47 48

太陽光 38 77 93

水力 86 99 107

原子力 26 192 257

火力 836 615 527

本調査では、2030年までは資源エネルギー庁の2030年のエネルギーミックス、2030年から2045年まではIEAのWorld 

Energy Outlook 2017に沿って電源構成・発電設備の設置件数が推移すると推定した。

2030年・2045年の電源構成

自家用電気工作物のうち発電設備は 2045年にかけて
太陽光を中心に再エネ発電設備件数が増加すると推定した

0

500

1,000

1,500

1,035
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1,026

2012 2030

1,039

2011 2013 2014

1,043
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1,073

2040 2045

1,0981,0601,0351,037
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1,110

2015

204520302016
原子力

LNG 地熱太陽光

石油 風力

バイオマス

水力

石炭

出所：資源エネルギー庁「2030年のエネルギーミックス」、IEA「World Energy Outlook 2017」（電源構成は2015年実績まで取得可能）
発電設備に関して使用したデータの統計はAppendix参照（2017年以降は推計値）

電源構成の
推移

発電設備
（自家用

電気工作物）
の推移

Forecast
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3,360

201320122010

3,342
9,205

2011 2040
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203020152014

24,104
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火力(1,000kW以上）

風力(20kW以上)

バイオマス

地熱(1,000kW以上）水力(1,000kW以上）

太陽光（50kW以上）

原子力

Forecast

地熱 30 105 223

風力 447 1,500 2,023

バイオマス 437 498 511

太陽光 24,128 33,045 39,798

水力 446 525 567

火力 2,333 1,713 1,449

204520302016

(TWh)

(件)

*： 2040年における電源構成はWorld Energy Outlook 2017のNew policy scenarioに沿った構成になると推定し、2030年からの電源構成の推移を推計した。また2045年は2030年から
2040年までの各電源の発電量の平均年間成長率が2040年以降も継続すると推定して2045年まで成長率を延長、電源構成を推計した

人材需給の定量分析1

WEO2017の
トレンド延長*

2030年の
エネルギーミックス

2

WEO2017の
トレンド延長*

2030年の
エネルギーミックス

②定量分析
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太陽光発電の設備容量は、FIT導入後急速に拡大した。今後も2020年までは高い成長率を維持し、その後2030年に向け

てはエネルギーミックスが達成される前提で漸増し、2045年に向けて年率1％程度で増加すると推定した。

住宅用（10kW以下）を除く太陽光発電の導入設備容量予測（2017～2045年）*

太陽光発電設備は 2020年まで急速に導入が進み
2045年に向け緩やかに増加すると推定した

出所：資源エネルギー庁「FIT情報公開サイト」（2016年実績まで取得可能）、資源エネルギー庁「2030年のエネルギーミックス」、IEA「World Energy Outlook 2017」
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 2030年から2040年までは
WEO 2017のNew policy

scenarioに沿って成長すると
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2030~40年の成長率を延長
（内訳は認定量をもとに推計*）

2030年の
エネルギー
ミックス
（内訳は

認定量をもと
に推計*）

※2016年時点のFITの認定
量はエネルギーミックスの設
備容量を上回っており、導入
がより早く進む可能性も有る

主任技術者の
選任が必要な

50kW以上の設
備容量の推移か
ら、発電所数を
推計した

Forecast

Forecast

RPS 余剰買取 FIT

*： 将来における太陽光発電の設備容量の規模別内訳は、資源エネルギー庁「FIT情報公開サイト」の2016年度の認定量の容量別構成比に従うと仮定した
今年度報告書より2030年の設備容量については発電コスト検証WGにおける太陽光発電設備の利用率をもとに設備利用率13％と置き試算した

人材需給の定量分析1

RPS 余剰買取 FIT
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②定量分析
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設備容量の増加に伴い、保安対象の太陽光発電設備は増加する。2016年で2030年のベストミックス目標の設備容量を

上回るFIT認定がされており、近年の増加率を踏まえ2020年までにベストミックス目標の90%が導入されると推定した。

住宅用（10kW以下）を除く太陽光発電の導入設備件数予測（2017～2045年）*

2045年にかけて2種選任が必要な
大規模太陽光発電設備の件数が増加すると推定した
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50kW以上500kW未満

10～
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450,417 995,052 1198,425

50kW～ 下表参照

204520302016

50～
500kW

13,919 17,307 20,845
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1,000kW

4,958 6,307 7,696
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2,000kW

4,929 7,517 9,054

2,000kW

～
322 1,913 2,304

計 24,128 33,045 39,798

204520302016

出所：資源エネルギー庁「FIT情報公開サイト」 （2016年実績まで取得可能） 、資源エネルギー庁「2030年のエネルギーミックス」、IEA「World Energy Outlook 2017」
設備容量が5,000kW以上が2種需要だが、統計で2,000kW以上の分類が存在しないため2種需要として推定した

約7倍

約2倍

約1.5倍

約1.5倍

約3倍

2

種

3

種

*： 資源エネルギー庁「2030年のエネルギーミックス」、IEA「World Energy Outlook 2017」をもとに前項で推計した2030年、2040年の出力階級ごとの設備容量を、出力階級ごとの平均容
量で除し導入される件数を推計した

FIT情報公開サイト
長期エネルギー需給見通しをもと

にDTC推計*

WEO2017をも
とにDTC推計*

Forecast

Forecast

人材需給の定量分析1

（件）

（件）

FIT情報公開サイト
長期エネルギー需給見通しをもと

にDTC推計*

WEO2017をも
とにDTC推計*

2

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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風力発電設備が2030年のエネルギーミックス、2040年のWEO2017の電源構成の見通しを達成できる成長率で導入され

ると推定すると、2016年の約5倍の件数の風力発電設備が導入される見込みである。

風力発電の導入設備容量・件数予測（2005～2045年）*

2045年にかけて2種選任が必要な
大規模風力発電設備の件数が増加すると推定した
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436402 417
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2010 2020
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579487447393338
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308 348275

50MW以上2MW以上5MW未満

20kW以上2MW未満 5MW以上50MW未満

風力発電
の設備容量
推移

風力発電
の件数推移
（電力会社
以外）

20kW～
2MW

264 886 1,195

2～5MW 32 107 145

5 ～
50MW

145 487 656

50MW～ 6 20 27

計 447 1,500 2,023

204520302016

2

種

3

種

WEO 2017の
トレンド延長（2040～）

2030年のエネルギーミックス
の成長率

Forecast

Forecast

出所：NEDO「日本における風力発電設備・導入実績」 （2016年実績まで取得可能） 、資源エネルギー庁「2030年のエネルギーミックス」、IEA「World Energy Outlook 2017」をもとにDTC

推計

約5倍

NEDO「日本における風力発電設備・導入実績」
長期エネルギー需給見通しをも

とにDTC推計*

WEO2017をも
とにDTC推計*

NEDO「日本における風力発電設備・導入実績」
長期エネルギー需給見通しをも

とにDTC推計*

WEO2017をも
とにDTC推計*

*： 2030年まではエネルギーミックスの電源構成における風力発電の設備容量の成長率と同様の成長率で2016年の設備容量・風力発電の件数が成長すると仮定し推計した
2030年から2040年まではWEO 2017のNew policy scenarioにおける風力発電の設備容量の成長率と同様の成長率で設備容量・風力発電の件数が成長すると仮定し推計した
2040年から2045年まではWEO 2017のNew policy scenarioにおける2030~40年の成長率を延長し設備容量・風力発電の件数を推計した

内訳は設備容量の規模別の内訳はNEDO「日本にお
ける風力発電設備・導入実績」の2016年度の容量別構
成比に従い2030、2045年に風力発電が導入されると
仮定し推計した

人材需給の定量分析1

WEO2017では、2040年に導入される風力発電の設備
容量がWEO2016での予測値から大幅に下方修正され
た

2

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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第3種主任技術者の需要は、外部委託が可能のものと不可能なものに分け、ヒアリングにより把握した事業者毎の一人当

たり平均担当件数をもとに必要な主任技術者数を推計した。

自家用電気工作物件数から電気主任技術者需要の推計法 委託可能な電気工作物の選任状況と委託時の担当件数*1

自家用電気工作物の件数から
選任状況を踏まえ必要な主任技術者数を推計した

40
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100
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2 2

選任

6

兼任

%

外部委託
（個人）

15

9

外部委託
（管理技術
者協会）

22

外部委
託（保安
協会）

44

許可 外部委
託（保安
法人）

委託可能な
際は90%が委託
されている

出所： *1 各都道府県産業保安監督部へのアンケート調査をもとにDTC作成
*2 保安協会、管理技術者協会ヒアリングした従業員数・受託件数、民間事業者へのヒアリングした従業員数・受託件数、経産省より受領した委託件数よりDTC作成

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

保安協会
管理技術
者協会

保安法人 個人
保安業界
平均
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件/人

自家用電気
工作物件数

委
託
・

兼
任
可
能

委
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不
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1/47.4 人/件委託

1人/件選任

1/3 人/件兼任

選任

90%

2%

6%

100%

選任状況
一件当たりの

必要な主任技術者数

担
当
件
数
*2

本推計には含めない許可
2%

人材需給の定量分析1
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第2種主任技術者は今後も需要を十分に上回る有資格者数が確保される。ただし、再エネ発電設備数が年率1%増加して

おり、業界団体へのヒアリングによると、2種は地域によっては不足する可能性がある。

第2種電気主任技術者の需給バランス推計（2010~2045年）

需要を上回る第2種電気主任技術者が存在するが
遠隔地の再エネ発電設備向けの人材は局所的に不足する可能性がある
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34.4 34.3 34.2

2017

6.3

2015

6.1

34.2
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地熱

風力鉄道変電所

特別高圧 バイオマス 第2種免状保持者

水力太陽光

火力

2
種

千人

出所： 2種の有資格者数推移を、1965年から2016年の過去の合格者数実績と人口動態をもとに推計。選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデルを
用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の主任技術者の項を参照

特高受電
(66,77kV)

891 851 810

鉄道変電所 1,783 1,783 1,783

火力発電設備 2,333 1,713 1,449

太陽光発電
設備

322 1,913 2,304

バイオマス発電
設備

437 498 511

風力発電設備 151 507 683

地熱発電設備 30 105 223

水力発電設備 446 525 567

計 6,393人 7,896人 8,331人

204520302016

約7倍

約5倍

約7倍

人材需給の定量分析1

2種主任

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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第3種主任技術者は全体では需要に対し十分な数の有資格者が存在する。ただし、外部委託を担う保安業界に限ると需

要に対し有資格者は徐々に不足し、2020年頃から人材不足が顕在化する見込み。

第3種電気主任技術者の需給バランス推計（2010~2045年）

需要を上回る第3種電気主任技術者が存在するが
保安業界における外部委託向けの人材は2020年頃から不足する可能性がある

200

50

0

75

225

25

250

83

229

2045

229

79 868382

2015 2017 20302020

83

228 229
216

83

2016

228220218

2010

78

2011

225223

2014

8180

217

88

226

2013

82

2012

79

2018

196

2019

第3種主任技術者供給第3種主任技術者需要

3
種

保
安
業
界
（外
部
委
託
向
け
）*

10

15

25

20

5

0

17

17

17

2018

14

17

16 17

2016

1616

2013

16

16

2014

16

16 17

2015

17

16

2012

16

20112010

16

2019

17

20452030

18
16

17

2017

18
16

2020

16

16

千人

千人 受電設備・高圧（官）

受電設備・高圧（産業用）

その他

第3種主任技術者

風力・委託可

太陽光・委託可

受電設備・高圧（業務用）

受電設備・高圧（住宅用）

受電設備
（業務以外）

4,078 3,766 3,473

受電設備
（業務用）

7,595 8,805 9,489

発電設備 455 605 732

その他 4,443 4,443 4,443

計 16,492 17,120 18,136

204520302016

第3種主任技術者は有資格者数

の需要に対して、全体では十分な
数の有資格者が存在する。

出所： 3種の有資格者数推移を、1965年から2015年の過去の合格者数実績と人口動態をもとに推計。選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデル
を用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の主任技術者の項を参照

人材需給の定量分析1

3種主任

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

*2015年時点で外部委託向け3種の需給がバランスしているという前提を置き推計
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2045年の保安業界における人材不足の要因は、外部委託を担う保安業界における3種主任技術者の有資格者数が減少

する一方で、業務ビルが増加するためと推定される。

第3種主任技術者不足の要因分析

外部委託向けの第3種電気主任技術者は
転職者の減少と業務ビルの増加により数千人規模の不足が生じる可能性がある

主任技術者の需要供給
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出所： 3種の有資格者数推移を、1965年から2016年の過去の合格者数実績と人口動態をもとに推計。選任が必要な自家用電気工作物数を各種統計と経産省受領データより独自モデル
を用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の主任技術者の項を参照

人材需給の定量分析1
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再エネが2030年のエネルギーミック
スとWEO2017に従って導入された
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すると仮定した際の減少量

寄与度
51％

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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1. 人材需給の定量分析

電工主任サマリー

1.1 資格概要

1.2 人材需給の定量分析
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第1・2種電気工事士の免状発行数(2006~2016年度)

電気工事士の累積免状発行数は
1種が年率1.4% 2種が年率2.8%増加している
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CAGR
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第1種電気工事士免状発行数

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

出所：経済産業省提供データよりDTC作成
2011年度の累計発行数がなく、2010年度と2012年度の累計発行数を平均して2011年度の累計発行数とした
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数
（累
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CAGR
+2.8%

2010 20152006

千人
第2種電気工事士免状発行数

2016年の1種の免状発行数は
直近5年(2011~2015年)の累計免状発行数の増分の

平均値と仮定し、8,950件と推計した

2016年の2種の免状発行数は
直近5年(2011~2015年)の累計免状発行数の増分の

平均値と仮定し、54,071件と推計した

人材需給の定量分析1

1種電気工事士 2種電気工事士 1/2種電工
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電工業界の入職者数は電気技術者試験受験者実態調査の1・2種における合格者の年齢構成、就業率、入職率を用い推

計した。

第1種電気工事士の入職者数推計（2016年度） 第2種電気工事士の入職者数推計（2016年度）

免状取得者のうち 1種は約57% 2種は約18%が
電工業界に入職すると推定した
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*1： 経済産業省提供データ、電気技術者試験センター「電気技術者試験受験者実態調査」より作成
*2： 都内工業高校へのヒアリングより引用

×30%
学生のうち、76％が工業高校在学*1

うち約40%が電工業界に就職と想定*2

×20%
電工業界就業者
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人材需給の定量分析1

1/2種電工

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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電工会社1社当たりの第1種、第2種電気工事士数と年齢構成

大手電工会社に比べて中小規模の電工会社では
1・2種ともに50歳以上の構成比が高い

電
気
工
事
業
界
の
電
気
工
事
士

大規模
年間完工高約10億

円以上

規模による
分類

中規模
年間完工高0.7~10

億円程度

小規模
年間完工高約0.7億

円以下

企業数*1

577社

16,423社

66,423社

*1 大規模は日本電設工業協会の会員数、中小規模は全日本電気工事業工業組合連合会からの受領データよりDTC推計
*2 大規模企業の一社当たりの電気工事士数、年齢構成は日本電設工業協会受領資料より引用。中小規模の一社当たりの電気工事士数は全日本電気工事業工業組合連合会受領資料
より引用、年齢構成は本事業で実施した電気工事士へのアンケート調査結果及び中小電気工事会社へのヒアリングに基づき仮定した
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20.0%
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25.0%
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15.0%
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0.0%

0.0%

40代20代

0.0%

7.7%

3.0%

50代 60代以上

3.0%

10代 30代

1社あたりの
電気工事士

数*2

38.9人

1.5人

32.3人

2.4人

1.0人

4.8人

年齢構成*2

19.1% 29.3%

20.0%

20.0%

32.5%

32.5%

30.3%

15.0%

15.0%

24.5%

24.5%

10.6%

7.4%

40代

1.0%

50代30代20代 60代以上10代

7.0%

7.0%

1.0%

3.2%

1

種

2

種

1

種

2

種

1

種

2

種

1種 2種

人材需給の定量分析1

1/2種電工

②定量分析

供給 需要 バランス
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電気工事業の企業数と一社当たりの電気工事士の平均人数、規模別の年齢構成比から電気工事業界の有資格者数を

推計した。

電気工事業界の有資格者数（2015年度）

電気工事業界では1種 2種ともに
50歳以上が半数を占め高齢化が進んでいる

4

8

2

0

10

6

60 才

千人

70653018 55504525 4020 35

第1種電気工事士免状発行数

4

2

3

0

1

5

才

千人

20 40 45 60 65352518 30 7050 55

第2種電気工事士免状発行数

1988年に旧電気工事士から現在の資格体系に変更された際に1種への移行
制度があった。このため55才以上（当時26歳）で有資格者が多い

1種と異なり2種の取得には実務経験が不要のため、
1種に比べ若年用に有資格者が多い

人材需給の定量分析1

電
工
業
界
の
有
資
格
者
（
1
種
）

電
工
業
界
の
有
資
格
者
（
2
種
）

1/2種電工

構成比
36％

構成比
60％

構成比
29％

構成比
51％

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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電工業界の第1種電気工事士は2020年前後にかけ、高齢者層の大量退職が予測される。2015年度の入職者数（推計）

が人口動態に比例して減少すると推定すると、2030年にかけて有資格者数が年率約1.6%で減少すると推計した。

第1種電気工事士の供給推計（2015~2045年）

電工業界の第1種電気工事士は
2030年にかけて年率約1.6%減少すると推計した
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数
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1
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各
年
度
の
電
工
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界
入
職
者
・

退
職
者
（
1
種
）

60代以上

50代

40代

30代10代

20代

0

10

-5

5

-10

-1-1 -2-1 -1

2040

-1
-3

2015

-3 -3

-1

-3-4-3

-1

2035

-1
-3-3

-2-3
-1

2020

-1 -1-1

2030 2045

-1
-2

2025

-3
-2

-4

-1 -2

千人

-4

出所：2015年の既入職者が65才まで就業し、その後引退すると仮定した。また各年度の新規の入職者は、2015年の入職者が人口問題研究所の「日本の将来推計人口」における生産年齢
人口の減少に従い減少すると推定し推計した

10代 40代

50代 合計

60代以上(退職)

60代以上30代

20代

人材需給の定量分析1

1種電工

②定量分析

供給 需要 バランス
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電工業界の第2種電気工事士は、第1種電気工事士より年齢構成のバランスがよく、かつ合格者も多いため 1種よりも従

事者数が緩やかに減少すると考えられる。

第2種電気工事士の供給推計（2015~2045年）

電工業界の第2種電気工事士は
2030年にかけて年率約1.4%減少すると推計した
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度
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入
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離
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者
退
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（
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種
）

40代 60代以上

50代30代10代

20代

15
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10
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0
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-15

-1-1-1-1 0-1 -1 -1-1
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0-1

2040

-1-1 0-1-1
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-1

2045

-1 -1-1 -1
-2 -1

2035

-1
-2

2015

-2-2 -2-2 -1
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-2

出所：2015年の既入職者が65才まで就業し、その後引退すると推定した。また各年度の新規の入職者は、2015年の入職者が人口問題研究所の「日本の将来推計人口」における生産年齢
人口の減少に従い減少すると推定し推計した

合計

1種獲得者

離職者

退職者

60代以上

50代

40代

30代

20代

10代千人

人材需給の定量分析1

2種電工

②定量分析

供給 需要 バランス
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建設投資額は2020年までは年間50兆円を超えて推移するが、2020年以降は人口減に伴う民間建設投資の減少により、

2030年までは年率1.1%、2045年まで年率0.8%で減少すると推定した。

建設投資額の実績と見通し（1980年度～2045年度）

建設投資額は 2020年まで足元の好調を維持し
その後は2045年にかけて微減すると推定した
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公共建設投資

民間建設投資

出所：国土交通省「建設投資見通し」 建設経済研究所「建設投資の中長期予測と対応を求められる建設産業の動向と課題」をもとにDTC作成
2017年度以降は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2016 年7月26日）における「ベースラインケース」が実現するとして推計した

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

Forecast

国土交通省 建設投資見通し 建設経済研究所
トレンド
延長*

*： 2030年から2045年の年間成長率は建設経済研究所による2025年から2030年の民間建設投資・公共建設投資の年間成長率が2045年まで同様と推定し延長した

人材需給の定量分析1
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国土交通省の建設施工統計と建設経済研究所の2045年までの建設投資額の予測から電気工事の完工高を推計した。

2020年までは横ばいで推移し、その後2030年に向け住宅関連が減少し、年率1.1%で減少すると推定した。

電気工事の完成工事高予測（2000~2045年）

電気工事完工高は住宅関連が減少し
非住宅関連は微減すると推定した
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出所：国土交通省 「建設投資見通し」 建設経済研究所「建設投資の中長期予測と対応を求められる建設産業の動向と課題」、国土交通省「建設工事施工統計」
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電気工事の完成工事高
が建設投資額に従って推
移する（17%が電気工事
*）として、2045年までの
電気工事の完成工事高
を推計した

国土交通省 建設工事施工統計
建設経済研究所の予測をもとに推計、2040年以降

はトレンド延伸

内訳は住宅に関する建
設投資が2015年の実
績から生産年齢人口に
従って推移すると仮定

して推計した

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
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1種の需要は、非住宅の電気工事完工高の減少に伴い、2030年までは年率1.1%で2045年までは年率0.7%で微減する

と推計した。2種の需要は、住宅の電気工事完工高の減少に伴い、2020年以降、年率1.2％で減少すると推計した。*1

必要な第1・2種電気工事士数

電工業界に必要な1種の需要は微減し
2種の需要は住宅需要の縮小に伴い減少すると推計した
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電気工事完工高
2015年度

8兆7,941億円

非住宅：6兆1,809億円
住宅：2兆6,132億円

電工業界に所属する
有資格者2015年度

32万5,912人

第1種：20万1,258人
第2種：12万4,654人

1種の一人当たり
電気工事完工高（非住宅）

約2,559万円/人

2種一人当たり
電気工事完工高（住宅）

約2,096万円/人

非住宅に関する電気工事を1

種の需要とし推計
1種電気工事士数の10%程度
の認定電気工事従事者が関与
すると仮定

電気工事士10人に対し1人の
電気工事施工管理技士が関与
すると仮定

住宅に関する電気工事を2種
の需要とし推計

人材需給の定量分析1

その他要員*2

2015年度

認定電気工事従事者
（1種電工に対し10%関与）

：2万126人
電気工事施工管理技士

（電工に対し10％関与）

：2万126人

÷

＋

*1： 2015年時点で電気工事士の需給がバランスしているという前提の下、住宅・非住宅の電気工事完工高から2015年度の1種・2種の一人当たりの電気工事完工高を除
し、必要な電気工事士数を推計した。 *2：認定電気工事従事者、電気工事施工管理技士の関与率は業界ヒアリングに基づき仮定した。

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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工事需要が大幅に減少しないと想定した場合は、移行制度により資格取得をした層が概ね退職する2020年台前半に1種

が不足する可能性がある。

第1種電気工事士の需給バランス分析*

電気工事需要が堅調に維持された場合
移行制度により資格取得した層が退職する2020年前半に 1種が不足する見込み

第
1
種
電
気
工
事
士
の
需
給
バ
ラ
ン
ス

②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

出所：1種の電気工事業界での有資格者数推移をヒアリング結果と2000年からの免状発行数実績と人口動態をもとに推計。電気工事の需要を各種統計をもとに独自モデ
ルを用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の項を参照
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必要な第1種電気工事士数

高齢の第1種電気工事士が大量退職するため
約20,000人程度の人材不足が生じる
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第1種電気工
事士の減少

約△60,000

電気工事の減少
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2045年
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人

電気工事完工高を
2045年で2015年比
で25％減を仮定した
際の減少量

人材需給の定量分析1

*:第1種電気工事士の一人当たり電気工事完工高の算出には、電気工事施工管理技士数を加味したが、
電気工事施工管理技士は、電気工事そのものには従事しないため、需給バランスからは除外して分析
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工事需要を年率0.6~1.2%減と見込む場合でも、第2種電気工事士は十分な入職者を確保できず2020年頃から数千人程

度の人材不足が顕在化し、2045年では約2,500人の人材不足となる可能性がある。

第2種電気工事士の需給バランス分析*

住宅着工件数が長期的に減少すると推定した場合でも
2種は2020年頃から人材不足が生じる可能性がある

第
2
種
電
気
工
事
士
の
需
給
バ
ラ
ン
ス

* 2種の電気工事業界での有資格者数推移をヒアリング結果と2000年からの免状発行数実績と人口動態をもとに推計。電気工事の需要を各種統計をもとに独自モデル
を用いて推計した。各推計の方法と使用した統計・データについては本報告書「1.2人材需給の定量分析」の電気工事士の項を参照
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125

125

必要な第2種電気工事士数

電工業界の第2種電気工事士数 第2種電気工事士は大量退職はないが、入職者が減少するた
め2045年には2千人程度の人材不足が生じる可能性がある 人

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

約△38,500

第2種電気工
事士の減少

2045年
の不足量

電気工事の減少

約36,000

約△2,500

電気工事完工高を
2045年で2015年比
で25％減を仮定した
際の減少量

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格
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認定電気工事従事者の業務可能範囲は限定的だが、工事需要全体では、認定電気工事従事者の活用により1種の人材

不足を補填することができる。一方で、補填した分だけ、2種の人材が不足するため、2種の離職防止も検討が必要である。

認定電気工事従事者による1種人材不足の補填

1種の人材不足は認定電気工事従事者により
補填可能だがその分 2種が不足するため 2種の離職防止も課題となる

第
1
種
人
材
不
足

第
2
種
人
材
不
足

24

0

170

130

10

150
141

電工業界の
第1種電気
工事士数
(2045年)

2045年の
不足量

85

0

5

90

80

2045年の
不足量

2.5

電工業界の
第2種電気
工事士数
(2045年)

86

0

2045年の
不足量

141

電工業界の
第1種電気
工事士数
(2045年)

86

電工業界の
第2種電気
工事士数
(2045年)

2.5

2045年の
不足量

不足軽減

認定
従事者

不足拡大

認定電気工事従
事者の業務可能
範囲には制限が
あるが、全体では
認定電気工事従
事者の活用によ
り1種電気工事士
の人材不足を補
填できる

主に2種電気工
事士が講習を受
けることによって、
認定電気工事従
事者となる場合
が多く、逆に2種
電気工事士が不
足する

2種電気工事士の
離職防止が必要

認定電気工事従事者
による人材不足の補填

第
1
種

認
定

第
2
種

工場など
600V以下で受電する
ビル・マンションなど

一般住宅など

自家用電気工作物 （500kW未満）

~600V・電線路除く600V~

一般用
電気工作物

認定電気工事従事者認定基準*

 第1種試験の合格者（免状取得に実務経験が必要となるが、認定取得
により一定範囲で従事可能）

 第2種免状交付後、3年以上の実務経験を有する者
 第2種免状交付後、認定電気工事従事者認定講習を修了した者 等

*下記条件を満す場合に申請可能

資格種別業務可能範囲

人材需給の定量分析1
②定量分析

供給 需要 バランス
①資格

千人

千人
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2. 電気主任技術者の人材不足の原因と対策
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電気主任技術者の人材不足の原因と対策

有資格者の入職促進と保安業界内での実務経験未充足者等の
採用・育成を促進するインセンティブが求められる

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

チャプターサマリー

若年層や認定校の減少
転職者層等への
限られた教育機会

低い入職率
実務経験未充足者等を採用・
育成するケースが少ない

定着入職資格取得認知

対策の
方向性

認知度不足

 認知のきっかけの大半が、親
族等に電気主任技術者がい
たことによる

 若年層及び認定校の減少に
歯止めを掛けることは困難

認知度不足 若年層・認定校の減少

 認定校は社会人未経験者を対象
にしており、電気保安業務に関心
を有する社会人（特に地方への転
職者層）が新たに学習しようとして
も、その受け皿が限られている

転職者層等への
限られた教育機会

 保安業界では、実務経験未充足
者等を採用・育成する法人が少な
い

実務経験未充足者等の
採用・育成が不十分

 有資格者は多いものの、人材募集
に当たり、効果的にリーチできてい
ない

有資格者へのリーチ不足

一般への認知度向上
認定校相当の

オンライン学習の導入

離職率は高くないため
問題ない

試験合格者を
生涯に渡って捕捉する

保安業界内で実務経験未充足者
等を採用・育成する仕組みの導入

既存アプローチ先からの
入職率向上

低い入職率

 主な入職ターゲット層である認定
校等からの入職率が低い

概要

課題の有無
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2. 電気主任技術者の人材不足の原因と対策

2.1 認知

2.2 資格取得

2.3 入職

2.4 定着
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電気主任技術者や電気保安業務を認知したきっかけのうち、 3割以上が親族等の身近に電気主任技術者がいたことによ

る。一般的な認知度は低く、学生が職業を選択する上で、電気主任技術者が対象に入ることが極めて少ない。

認知のきっかけ

認知のきっかけは親族等の身近に
電気主任技術者がいたことが多く一般的な認知度は低い

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

128

216

206

94

110

550

0 100 200 300 400 500 600

その他 7%

テレビ、雑誌等の
広告媒体

6%

14%

207 22%

学校の職場体験

就職活動時

14%

親族等の身近に
電気主任技術者がいた

前職、就職後に
業務上知った

その他回答

• 学校（職場体験以外）：42%

• 知人等の紹介、すすめ：15%

• インターネット、DM：6%（民間保安会社からのDM等）
• 自己研鑽：5%（技能を高めたかった等）
• その他：33%（なんとなく知った、特になし等）

認知のきっかけは、
36%が親族等の身近な人の影響、

14%が前職の業務を通じて知っている

電気主任技術者について、
一般の認知度が低い

36%

（うち保安協会所属）

N:1,511 （件）
出所：本事業で実施した電気主任技術者に対するアンケート
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これまで各社独自に広報活動を行うも、業界全体の認知向上に向けた取り組みは行われていない。認知から業務の理解

や試験勉強、就職・転職活動にシームレスに繋ぐ必要がある。

認知度向上に向けた取り組み

認知・理解・行動をシームレスに繋ぐ
業界横断的な認知度向上に向けた取り組みを検討する必要がある

行動理解認知

広報
チャネル
の連携

SNS

Youtube

TV・映画

保安業界の
ポータルサイト

e-learningなどの
オンライン学習

試験センター

求人サイト

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

仕事を認知し、理解を深め、次のアクションに移すまでを
業界横断的にシームレスに繋ぐ必要がある

 SNSを活用できていない

 話題性（バズる）を集め
ていない

 TVCMは活用している

 業界横断的なポータル
サイトは存在しない

 e-learningなどのオンライン
学習が整備されていない

 資格試験の案内自体は
適切に行われている

 他の広報チャネルとの連
携がない

：取り組みが有効に働いている

：取り組みはあるが有効に働いていない

：取り組みはない
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進路決定前の学生から他業種に在籍する有資格者・無資格者までを広報対象とし、対象に応じた認知向上の目的を踏ま

えて、広報戦略を策定することが重要である。

認知の課題と目的及び広報戦略

認知度向上が効果的に機能する広報対象は
進路決定前の学生や他業種に在籍する潜在的な転職層である

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

他業種在職時認定校在籍時進学前 入職時

認
定
校

 認定校への進学者が減少し
ている

 他業種に就職後、保安業界
に転職する者は少ない

 資格の単位未充足者へのア
プローチが不十分

 認定校へ入学しても新卒の
就職先として保安業界を選ぶ
者は少ない

 入職する意志があっても、
実務経験要件が未充足で入
職できないケースが多い

そ
の
他

 入職する意志があっても、

資格未取得や実務経験要件
が未充足で入職できない
ケースが多い

 他業種から保安業界に転職
するきっかけが少ない

 広報戦略では解決しない 広報戦略は有効

目
的

チ
ャ
ネ
ル

認定校の魅力の認知 職業の魅力の認知 転職先としての魅力の認知

N/A

 手に職をつけられる

 就職に直結する学習ができる

ポータルサイト

TV・映画

SNS・Youtube
求人サイト

 働く姿・職務内容に共感する

 安定した仕事である

 安定して保安需要がある

 国家資格を要する仕事

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

認
知
の
課
題

広
報
戦
略
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まずは保安業界を認知してもらうことが重要であり、ポテンシャル層に広く広報を行い、話題性を集める（バズる）ことが重

要である。その中で関心を持った人をシームレスに次のフェーズ「理解」へと誘導していくことが必要である。

広報ターゲットとコンテンツ

まずは認知してもらうことが重要であり
そのためには話題性を集める（バズる）コンテンツが必要である

あるべき姿現状

 広報コンテンツが電気保安の必要性の周知であり、設
備管理者など既に関心を持っている層が中心

 一般の方への周知も兼ねているが、理解されていない

 有資格者、認定校在籍者はもとより、地方への転職
希望者等に広く広報し、その中で関心を持った人を
フェーズ「理解」に誘導するが必要

電気保安の必要性の周知

 広報目的が電気保安の必要性の周知であるため、設備
点検の案内などが主流である

 設備管理者などの関心層には理解できるが、一般の方
には理解しづらい内容になっている

 結果的に会社名は聞いたことがあるものの、業務内容
については、何をしているか認識されていない

「話題性を集める（バズる）」

 多くの人に認知してもらうためには、「話題性を集め
る（バズる）」ことが重要

 そのためには、「驚き」、「感動」、「共感」を誘うコン
テンツが有効ではないか

驚き 感動 共感

広報
ターゲット

コンテンツ

既に関心のある層が中心 ポテンシャル層に広く展開

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策



61 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

より多くの人に関心を持ってもらうためには、話題性を集める（バズる）ことが必要である。そのためには、「驚き」・「感動」・

「共感」を誘う広報コンテンツが効果的ではないか。

話題性を集める（バズる）広報コンテンツの事例

話題性を集める（バズる）ためには
「驚き」・「感動」・「共感」を誘うコンテンツが必要ではないか

驚きのある
ストーリー

感動を呼ぶ
映像美・ストーリー

共感できる
登場人物の生き様

日本電産CM 「もしも日本電産がなかったら」

 総合モーターメーカーである日本電産のCM

 モーターがこの世からなくなるという架空の世界で人々が困惑する姿を描く

 海上保安庁の潜水士に焦点
を当てる（海上保安庁協力）

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

類型 事例 保安業界への示唆

もしも「電気保安」がなかったら

有名監督を起用した映像美

壮大なプロジェクト事例を活用

ストーリーに「電気」の関連付け

概要

ポイント
 これまで当たり前だったものが、急になくなることでその必要性に改めて気が
付く。また、多くの設備の根幹を支えており、その影響の大きさに驚く

大成建設CM 「地図に残る仕事」

 新海誠監督（「君の名は。」）がCM作成
 日本のODAで建設されたベトナム・ノイバイ空港を描く

概要

ポイント
 主人公目線の美しい映像描写により見ている者に感動を与える
 海外の壮大なプロジェクト事例をうまくCMに活用（大成建設、関電工が参画）

TBSドラマ「逃げるは恥だが役に立つ」 フジテレビ映画・ドラマ「海猿」

概要

ポイント

概要

ポイント
 使命感や生き様に共感し、海
上保安官志望者が増加

 家事代行を行う主人公の恋
愛物語（家事代行会社監修）

 「恋ダンス」が社会現象となり、
家事代行にも注目が集まる
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ドラマ「逃げるは恥だが役に立つ（2016年10月～12月放送）」において、株式会社ベアーズが家事代行サービスの監修を

務める。ドラマの影響により、ベアーズへの求人応募者数は東京都では、2.6倍に増加した。

「逃げるは恥だが役に立つ」の影響 株式会社ベアーズ（家事代行サービス業）

ドラマ「逃げるは恥だが役に立つ」の影響により
18～24歳の家事代行サービス求人への応募が増加した

出所：株式会社ベアーズ プレスリリース

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

+50%

全
国

東
京
都

2016.10

+160%

2015.10

求人応募者数（18~24歳） Webサイトページビュー数

+200%

ピーク時平常時



63 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

海上保安庁の潜水士を取り上げた「海猿」の映画・ドラマ化により、海上保安庁職員を養成する海上保安学校の試験申込

者数が増加した。シリーズを重ねるごとにその認知度は高まり、2000年からピーク時の2012年では3倍となっている。

「海猿」の影響 海上保安学校試験申込者数の推移

映画・ドラマ「海猿」の影響により
海上保安学校への試験申込者数が増加した
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1,300
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2,251

10,356

8,550

1,806
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6,152

1,153
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1,488

2005 2006

7,506

5,942
7,300

20042003

1,235

8,148

4,341

2001 2002

5,208

1,192

4,016

6,619

2000

8,107

1,4441,388

6,2406,760

7,684

1,564

5,5765,393

4,047

1,346

13,191

2,091 2,251

2014

11,100

2013

13,260

2015

11,009

女性男性

出所：公務員白書 海上保安学校（9月試験）と海上保安学校（特別）（5月試験）の試験申込者数の合算値

ドラマ（NHK）
2002年7月、2003年8月

の2回放送

映画第1弾
2004年6月

ドラマ（フジテレビ）
2005年7-9月

映画第2弾
2006年5月

映画第3弾
2010年9月

映画第4弾
2012年7月

（人）

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策
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作成したコンテンツをどの広報チャネルを通じて発信するかも重要な検討要素である。特に最近では、SNSが重要な広報

チャネルとなっているが、SNSの中にも様々なツールがあるため、用途に応じて使い分ける必要がある。

広報チャネルの選択

作成したコンテンツをどの広報チャネルを通じて
発信するかも重要な検討要素である

広報チャネル

コンテンツ

コンテンツ 保安業界の事例

T
ra

d
itio

n
a
l

D
ig

ita
l

Webサイト

紙媒体
（新聞、雑誌、
ストリート広告）

Youtube

TV・映画

SNS

 各社HPのみ
 電気保安に関する
ポータルサイトなし

 求人案内

 一部でYoutube用の
広報VTRや業務紹
介VTRを掲載

 各社でCM放映
 メディア露出少ない

 一部で広報用にSNS

アカウントを利用

特徴

 常に最新の情報を提
供できる

 提供できる情報量が
限定的

 バズる（話題性を集
める）ツールとして活
用可能

 不特定多数が閲覧

 SNSの中でも用途に
応じた使い分け必要

方向性

電気保安に関する
ポータルサイト

‐

動画コンテンツの充実
Youtube広告の利用

TV企画とのタイアップ

Instagramに写真を投稿し、
ビジュアル面から訴求

Facebook

twitter

Instagram 写真メイン

テキストメイン

リアルタイム
な情報

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策
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2. 電気主任技術者の人材不足の原因と対策

2.1 認知

2.2 資格取得

2.3 入職

2.4 定着
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2000年から2030年で18歳人口は約2/3に減少し、工業高校卒業者数は半減、うち電気科卒業生は60%減少する。採用

ターゲットの高校普通科卒・大卒への拡大、有資格かつ実務経験要件未充足の中途採用・育成等に取り組む必要がある。

18歳人口に占める工業高校卒業者数の推移

工業高校卒業生が減少していくため
新卒採用に頼ることは難しく 中途採用を積極的に進めていく必要がある
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1,008

CAGR
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CAGR
-1.25%
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1,196 1,2181,229

201320122011 2014

1,210

1,234

2009 2010

1,245
1,223

2007

1,285

2006

1,357

2004

1,324

2005

1,383

2003

1,444

20082002

1,216

2000 2001

1,510 1,5001,518

高校卒業者数（工業高校除く）工業高校卒業者数（電気科除く） 中卒就職者数電気科卒業生数

工業高
校卒業
者数

113千人
（7.5%）

82千人
（6.8%）

62千人
（6.1%）

う
ち
電
気
科
*

22千人
（19.2%）

14千人
（17.0%）

9.2千人
（14.8%）

高校卒
業者数
（工業高
校除く）

1,216

千人
（80.5%）

982千人
（80.6%）

813千人
（80.7%）

中卒就
職者数

181千人
（12%）

154千人
（12.6%）

133千人
（13.2%）

18歳
人口

1,510

千人
1,218

千人
1,008

千人

203020152000

*：文部科学省「学校基本統計」における各年度の「電気科学生数」を3で除し卒業者数とした
出所：文部科学省「学校基本統計」 総務省「人口推計」 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

約半減

約2/3

約2/3

約2/3

約60%減

2030年における2000年から2015年にかけて18歳
人口における工業高校卒業生の割合は7.5%から
6.8%に減少。同様の傾向が続き2030年には割合が
6.1%となると仮定し推計。

国立社会保障・人口
問題研究所推計値

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策
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認定校の減少は、強電系の教員や学生の減少、設備の更新・維持費が要因となっている。また、認定校生の採用に当

たっては、他業界の大手企業に競り負けているという実態もある。

認定校数の推移 認定校生の就職先の傾向

認定校数は減少傾向にあり
認定校を卒業したとしても保安業界へ就職する者は限定的である

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

就職
希望先

認定校生の就職先の傾向

 大企業志向が強い
 具体的な就職先としては、大手製造業やインフラ業界を
希望する学生が太宗を占める

 既に資格を取得している学生や認定制度を活用するた
めの単位を修得している学生については、保安業界だ
けでなく、電力会社や鉄道会社などからも需要が高い

 保安業界は、雇用条件などで他業界の大手企業に競り
負けているという実態もあり、資格の取得が保安業界へ
の入職に直結しているわけではない

資格取得
と就職先
の関係

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

認定校を卒業しても保安業界へ就職する者は限定的

出所：認定校数の推移については、経済産業省提供データに基づく。認定校生の就職先の傾向については、本事業で実施した電気主任技術者認定校に対するアンケート
結果に基づく。A工業大学の電気保安業界への就職者数については、ヒアリング結果に基づく。

363 352 352 352 351
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510510 506

2013

511

CAGR
-0.9%

2014

524

第3種第1種 第2種

（校）

電気主任技術者認定校は減少傾向にある

電気電子工学科の就職者数：136名(2016年)

うち保安業界就職者：4名(3%)

電気保安協会3名
民間電気保安法人1名

A工業大学（第1種認定校）の事例

電気保安協会

民間電気保安法人

保安業界
就職者は3%
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第1種認定校のうち夜間（2部）コースを設置しているのは全体の3%（3校）であり、認定取得を目指す転職者層等に向け

た学習機会は少ない。

電気主任技術者を認定取得可能な夜間（2部）コース
を設置している認定校数

認定校及び学部・学科・コース名

第1種認定校のうち夜間コースを設置しているのは
全体の3%であり 転職者層等に向けた学習機会は少ない

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

電気主任技術者を認定取得できる夜間（2部）コースを設置している認定校は、
全体の3%（3校）であり、転職者層等に向けた学習機会は少ない

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

設置なし：101校（97%）

N:104

出所：電気主任技術者の認定校数については、経済産業省提供データに基づく
各認定校のウェブサイト及びヒアリングに基づき作成

設置あり：3校（3%）

認定校 学部・学科・コース名

工学部 電子工学系学科
夜間主コース

工学部 電気電子工学科
夜間主コース

工学部第二部 電気電子工学科

北海道の国立大学

東京都の私立大学

四国の国立大学
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アンケートによると、有資格者全体に比べ電気保安業界従事者は資格の認定取得比率が高い。一方、認定校の減少や社

会人向け学習機会が限られていることから、学生・社会人に向けた認定取得可能な学習機会の提供が必要ではないか。

資格取得の方法

認定校の減少や社会人向け学習機会が限られることから
学生・社会人に向けた認定取得可能な学習機会の提供が必要ではないか

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

試験 31名(25%)
試験 170名(43%) 試験 1,280名(58%)

第1種 第2種 第3種

出所：有資格者全体については、2000年以降の試験合格者数、認定者数の平均をもとに作成。保安業界従事者については、本事業で実施した電気主任技術者に対する
アンケート結果に基づく

有
資
格
者
全
体

保
安
業
界
従
事
者

試験
平均80名(42%)

認定
平均111名(58%)

試験
平均415名(45%)

認定
平均511名(55%)

試験
平均4,412名(76%)

認定
平均1,395名(24%)

電験2種＋実務経験
38名(31%)

認定校＋実務経験
55名(44%)

認定制度
75%

認定制度
57%

認定制度
42%

認定校＋実務経験
66名(16%)

電験3種＋実務経験
163名(41%)

認定校＋実務経験
918名(42%)

保安業界従事者の方が資格者全体
よりも認定者比率が高い
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アンケートによると、学習機会の一つとして認定校卒業相当のオンラインコースがあれば65%が資格取得が容易になると

回答。また、認定取得に必要な単位未修得の際、オンラインでの補填制度があれば77%が資格取得が容易になると回答。

オンラインコースの創設

認定校卒業相当のオンラインコースの創設については
資格取得が容易になるとの意見が多く寄せられた

思う
1,281名(65%)

思わない
691名(35%)

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

出所：本事業で実施した電気主任技術者に対するアンケート

肯定的

電気主任技術者認定校卒業に相当するオンラインコースがあれば、
資格取得が容易になるか

否定的

 受験者の裾野が広がると思う
 資格取得まで至らなくても、全体の底上げになる
 コースを細分化し、必要な所だけ利用できると良い
 実施するなら細かな添削指導を行うべき

 基礎が重要であり、試験取得が望ましい
 人材不足とはいえ、資格取得を簡単にすると本末転倒
 理解力や技術力に差が出てくる
 実技については、オンラインでは対応できない

類型 主な意見

思う
1,492名(77%)

思わない
440名(23%)

科目履修生制度に関連し、卒業後年数に依らず、不足単位を補う
ことができるオンラインコースがあれば、資格取得が容易になるか

肯定的

否定的

 意欲のある人へチャンスが与えられて良い
 費用をなるべく低く抑えるべき
 コースがあることを広く周知することが重要

 卒業後の有効年数は少なくとも必要ではないか
 オンラインコースで果たして知識を習得できるだろうか
 資格は取れても、職人は育たないだろう

類型 主な意見
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学校教育法の下で実習科目を通信教育で実施する事例は存在しないが、現行制度上でも電気主任技術者認定校の通信

教育化は実現可能である。この場合、実習科目をどのように実施するかが検討課題として残る。

オンラインコース（通信教育）創設の検討

実習科目の扱いについては検討を要するが
制度上は電気主任技術者認定校の通信教育化は実現可能である

根拠法令

高等学校通信教育 大学通信教育

実施事例

授業の方法

スクーリング
の必要性

学校教育法

高等学校指導要領

高等学校通信教育規定
学校教育法

大学通信教育設置基準

添削指導

通信教育において、実習科目をどのように実施するかは検討課題として残るが、
現行制度上でも電気主任技術者認定校の通信教育化は実現可能である

ただし、認定校制度において「通信教育」については除外規定があるため、制度設計は必要となる

下記必須事項

面接指導*

（スクーリング）
印刷教材等
による授業

下記のいずれか又は併用

放送授業
メディア利用

授業
面接授業＋

必ず物理的な対面形式での指導が必要 必ずしも必要ではない

 工業高校等で実施される実習内容を通信授業により実施す
る通信制高校は存在しない

 実習科目はないが、高卒認定を目指すための通信教育講座
として工業高校機械科の授業（座学）を提供する事例がある

 大学工学部等で実施される実習内容を通信授業により実施
する通信制大学は存在しない

 実習科目はないが、サイバー大学では、完全オンライン授業
を実施しており、通学不要で学士号を取得可能

*メディア等の活用により
面接指導の実施時間
の一部を免除可能

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

A B

出所：文部科学省へのヒアリング等に基づき作成
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現時点で、実習を含めた専門科目を通信教育で実施する高等学校や大学については、文部科学省でも把握していないが、

現行の制度上でも授業の方法など通信教育に必要な要件を満たせば、妨げられるものではない。

学校通信教育関連法令

実習を含めた通信教育を行う高校・大学は存在しないが
通信教育に必要な要件を満たせば妨げられるものではない

学校教育法

高等学校指導要領

高等学校通信教育規定

高等学校通信教育

 通信制の課程に関し必要な事項は、文部科学大臣が定めるとする

 高等学校の通信制の課程において教育を行うために必要な最低の
基準を定める

 通信教育の方法として、「添削指導」、「面接指導（スクーリング）」及
び「試験」により行う

総則 第7款 通信制の課程における教育課程の特例

 各教科・科目の添削指導の回数及び面接指導（スクーリング）の単
位時間数の標準を定める

 放送その他の多様なメディアを利用して行う学習を取り入れた場合、
面接指導（スクーリング）の時間数の免除上限を定める

現時点で、実習を含んだ通信教育を実施している事例については、文部科学省でも特段把握していないが、
高等学校、大学ともに実習を含む通信教育の実施を妨げる法制度は特段、設けられていない

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

学
校
教
育
法
に
基
づ
き
規
定

大学通信教育

学校教育法

大学通信教育設置基準

 大学は、通信による教育を行うことができる

 通信教育を行う大学を設置し、又は大学において通信教育を開設
するのに必要な最低の基準を定める

 通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野について、
通信教育を行うことができる

 通信教育の方法として、「印刷教材等による授業」、「放送授業」、
「面接授業」、「メディアを利用して行う授業」のいずれかにより又は
これらの併用により行う

 「印刷教材等による授業」及び「放送授業」の実施には、添削等によ
る指導を併せ行う

学
校
教
育
法
に
基
づ
き
規
定

A B

出所：文部科学省へのヒアリング等に基づき作成
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高等学校の認定校として必要な専門科目について、実習形態の科目も含め、添削指導及び面接指導（スクーリング）を実

施できる体制を整備すれば、認定校の通信教育化も実現可能である。

高等学校通信教育の制度概要

高等学校通信教育では
必ずスクーリングが必要であり完全にオンライン化することはできない

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

3回
※科目によって増減

高等学校指導要領で定める
添削指導回数・面接指導単位時間の標準（1単位あたり）

国語・数学等の
基礎科目

各教科・科目 添削指導（回数）
面接指導（スクーリング）

（単位時間、1単位50分）

1単位時間
※科目によって増減

専門教科・科目
各教科・科目の
必要に応じて

2~3回

各教科・科目の
必要に応じて
2~8単位時間

 ラジオ放送、テレビ放送その他の多様なメディアを利用して行う学習を取
り入れた場合、その各教科・科目の面接指導の時間数のうち、各メディ
アごとにそれぞれ10分の6以内の時間数を免除することができる

 ただし、免除する時間数は、合わせて10分の8を超えることができない

面接指導時間の短縮

認定校として必要な科目別単位

実施形態 基準単位数（高等学校）

電気工学又は電気工学等の
基礎に関するもの

座学

6単位

科目区分

発電、変電、送電、配電及び
電気材料並びに電気法規に

関するもの
3単位

電気及び電子機器、自動制御、
電気エネルギー利用並びに情
報伝送及び処理に関するもの

5単位

電気工学若しくは電子工学実
験又は電気工学実習に関す

るもの
10単位

電気及び電子機器設計又は
電気及び電子機器製図に関

するもの
2単位

実習

高等学校の認定校として必要な専門科目について、実習形態の科目も含め、
添削指導及び面接指導（スクーリング）を実施できる体制を整備すれば、認定校の通信教育化も実現可能ではないか

面接指導は物理的な対面形式で行う必要
がある。双方向通信メディアの活用により、
面接指導時間の短縮は可能であるが、一

切を免除することはできない。

A

出所：文部科学省へのヒアリング等に基づき作成
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工業高校（機械科）の座学を通信教育で提供する事例は存在するが、工業高校実習を含めた通信教育は存在しない。

准看護師から看護師を目指すにあたり、通信制の看護師学校養成所が存在するが、実務経験を有することが前提であ

る。
オンラインコース（通信教育）の事例

通信教育の座学機械科や看護師学校養成所はあるが
実習までオンライン化した事例は存在しない

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

東京教育学院 高校工業コース（機械科）

普通科目

科目種別

国語総合、現代社会、世界史、数学 I、
物理基礎、化学基礎、英語

対象科目

工業科目
機械製図、

機械工作(1,2)、機械設計(1,2)

※ただし、座学のみが対象

 高卒認定を目指すための通信教育講座であり、本学を修了しても高卒認
定は取得できない

 高校工業コースでは、工業関連の仕事に従事している人、目指している
人を対象に高卒認定に必要な知識だけでなく、工業科目（機械科）に関
する知識の修得することを目指す

 ただし、工業科目（機械科）については、座学のみが対象となっており、
実習は含まれていない

特徴・留意事項

工業科目（機械科）の座学を修得するための通信教育講座は存在
するが、工業高校の実習を含めた通信教育は存在しない

看護師学校養成所 通信制

看護師

資格種別

高等学校卒業が入学要件で
ある養成所等を卒業し、国
家試験に合格

資格取得方法

准看護師
中学校卒業が入学要件であ
る養成所等を卒業し、都道
府県で実施する試験に合格

看護師2年過程（通信制）の創設 2004年～

 これまで准看護師から看護師になるためには、改めて全日制・定時制の
看護師学校養成所に入学する必要があったが、2004年に通信制課程を
創設し、キャリアアップを図りやすくした

 入学要件：免許を得た後10年以上業務に従事している准看護師

課程

通信学習
（印刷教材による授業、放送授業）

2年過程

講義（49単位） 臨地実習（16単位）

紙上事例実習（24事例程度）
病院見学実習（16日）
面接授業（24日）

療養上の世話又は診療の
補助を行う

業務の位置づけ

医師、歯科医師又は看護師
の指示を受けて、療養上の
世話又は診療の補助を行う

10年以上の実務経験を有する准看護師については、通信制看護
学校養成所を卒業することで、看護師国家試験受験資格を得る

出所：東京教育学院HP、日本看護協会HPをもとに作成

参考
A
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大学通信教育では、必ずしもスクーリングが必要ではないため、サイバー大学では通学不要で学士号の取得が可能であ

る。ただし、大学通信教育においても、実習科目のオンライン化を実現した事例はないため、実習科目の扱いは要検討。

大学通信教育の制度概要 オンラインコース（通信教育）の事例

大学通信教育では必ずしもスクーリングは必要なく
完全にオンライン化することが可能である

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

印刷教材その他これに準ずる教材を
送付若しくは指定し、主としてこれに
より学修させる授業

大学通信教育設置基準で定める授業の方法

印刷教材等
による授業
（要添削指導）

授業の方法 概要

放送授業
（要添削指導）

主として放送その他これに準ずるも
のの視聴により学修させる授業

大学通信教育では、高等学校通信教育と異なり、必ずしもスクーリ
ングを求められず、完全にオンラインで実施することも可能

出所：文部科学省へのヒアリング、サイバー大学HP等に基づき作成

左記方法の
いずれか又は
併用により実施

面接授業
講義、演習、実験、実習若しくは実技
のいずれかにより又はこれらの併用
により行うもの

メディアを利用
して行う授業

多様なメディアを高度に利用して、教
室等以外の場所で履修させることが
できる

サイバー大学（ソフトバンクグループ） 2007年～

ITを技術とビジネスの両面から学び、ビジネスのわかるエ
ンジニア、ITのわかるビジネスパーソンの育成を図る

IT総合学部

授業の方法 概要

Cloud Campusと呼ばれるオンラインシステム上で、PC、
スマホ、タブレット端末等から24時間受講可能

Cloud Campus
（完全オンライン授業） 成績

判定
期末
試験

小テスト
レポート
ディベート

授業
視聴

受講
開始

授業の流れ

上記をすべてオンラインで実施

 全ての授業をオンラインで実施するため、通学は一切不要
 卒業することで、IT総合学の学士号（4年生大学卒業資格）を取得可能
 授業料は年額固定制ではなく、履修単位数に応じて支払い
授業料＝21,000円（1単位単価）×履修単位数
卒業までに必要な単位数：合計：124単位（総額260万円程度）

特徴

完全オンライン授業により、IT総合学の学士号を取得可能

B B
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2. 電気主任技術者の人材不足の原因と対策

2.1 認知

2.2 資格取得

2.3 入職

2.4 定着
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認定校数は減少傾向にあり、電気主任技術者を目指す学生は減少している。また、認定校生の多くが他業界の大手企業

を志望し、保安業界へ就職する者は限定的であるため、保安業界への入職率向上に向けた取り組みが必要である。

認定校数の推移（再掲） 認定校生の就職先の傾向（再掲）

認定校数は減少傾向にあり
認定校卒業者の入職率も低いため入職率向上に向けた取り組みが必要である

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

就職
希望先

認定校生の就職先の傾向

 大企業志向が強い
 具体的な就職先としては、大手製造業やインフラ業界を
希望する学生が太宗を占める

 既に資格を取得している学生や認定制度を活用するた
めの単位を修得している学生については、保安業界だ
けでなく、電力会社や鉄道会社などからも需要が高い

 保安業界は、雇用条件などで他業界の大手企業に競り
負けているという実態もあり、資格の取得が保安業界へ
の入職に直結しているわけではない

資格取得
と就職先
の関係

認定校を卒業しても保安業界へ就職する者は限定的

出所：認定校数の推移については、経済産業省提供データに基づく。認定校生の就職先の傾向については、本事業で実施した電気主任技術者認定校に対するアンケート
結果に基づく。A工業大学の電気保安業界への就職者数については、ヒアリング結果に基づく。

363 352 352 352 351

51 51 50 50 51

110 108 108 108 104

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

20152012 2016

510510 506

2013

511

CAGR
-0.9%

2014

524

第3種第1種 第2種

（校）

電気主任技術者認定校は減少傾向にある

電気電子工学科の就職者数：136名(2016年)

うち保安業界就職者：4名(3%)

電気保安協会3名
民間電気保安法人1名

A工業大学（第1種認定校）の事例

電気保安協会

民間電気保安法人

保安業界
就職者は3%

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知
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業界全体で有資格かつ実務経験要件充足者の中途採用に過度に依存しており、人材が枯渇している。実質的に保安協

会のみが新卒や若手中途の採用・育成を行っており、業界全体で実務経験未充足者等の採用・育成機能の強化が必要。

事業者毎の採用状況

積極的に新卒や若手中途の採用・育成を行っているのは
保安協会のみであり業界全体で実務経験未充足者等の採用・育成機能強化が必要

 有資格者かつ実務経験充足者は中
途市場から枯渇

中途市場での人材枯渇

 新卒採用を行っているのは実質保
安協会だけであり、採用数は140人
程度で拡大は困難

 その他の事業者は無資格者の採用
をほとんど行っていない

実務経験要件未充足者等
の採用・育成機能が脆弱

*：シェアは産業監督部の提供データより、採用状況は民間事業者へのヒアリング結果等を基にDTC推計

保安法人

保安協会

管理
技術者
協会

業界全体 有資格かつ実務経験要件充足の中途採用に依存-

採用状況
委託におけ
るシェア

9.6%

49.4%

24.7%

条件

認定校卒業

主に工業高校卒業

有資格かつ
実務経験要件充足

有資格かつ
実務経験要件充足

有資格かつ
実務経験要件充足

採用なし

新
卒

人数（推計）*

若干人

170人

140人

80人

0人

350人

中
途

新
卒

中
途

新
卒

中
途

原則
中途採用

新卒と中途
双方を採用

中途採用
のみ

中途

採用

83%

新卒18%

割合

(140人)

(600人)

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

方針
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受託
件数
（2016

年度）

在籍
保安従
事者数

1人当た
り担当
件数

保安
法人

76,191 1,742 44

保安
協会

392,179 5,466 72

管理
技術者
協会

195,758 5,689 34

個人 129,731 3,770 34

2004年の外部委託制度の自由化以降、有資格で実務経験要件を満たした人材の中途採用や個人委託に依存する保安

法人がシェアを拡大していることが、中途市場において人材が枯渇している原因である。

自由化後事業者毎の受託件数の推移

資格・実務経験要件を満たした人材の中途採用が主体の
保安法人のシェアが伸びていることが人材不足の要因である

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

件
793,859

20112010

751,973

2013

CAGR
1.09%

2016

768,456

20152012

785,299

2014

776,832760,170

20082005

697,020
743,865

720,062704,617

712,297 727,910

20092006 2007

735,844

2004

個人保安法人 管理技術者協会保安協会

自由化

出所：経済産業省産業保安監督部アンケート、電気保安協会全国連絡会提供資料、全国電気管理技術者協会連合会アンケートよりDTC作成
*：2005～2016年のCAGRを計算

CAGR

0.18%

CAGR

-1.52%

CAGR

4.3%

CAGR

25%*

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2
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有資格者数自体は多いが、資格取得時に保安業界に従事する者は全体の2%に過ぎず、大部分が雇用の安定した他産

業に固定化されている。従って、関連業種の定年後の再就職先や転職先として、保安業界に斡旋していくべきである。

第3種電気主任技術者免状取得者就業状況

有資格者の大部分が他産業に所属しているため
転職先や定年後の再就職先として保安業界に斡旋していくべきである

電気保安 85*1 55*1 140*1

ビルメン 507 767*2

電力 350 530*2

電気
工事

212 321*2

建設
（電工
以外）

93 141*2

製造 895 1,355*2

公務員 445 673*2

その他 919 1,391*2

合計 3,502 約1,800 約5,300

*1：電気保安協会全国連絡会提供資料よりDTC推計 *2：試験合格による免状取得者の就業状況を認定による免状取得者にも適用し合計値を計算
出所：電気技術者試験センターWebページ「試験実施状況の推移」、電気技術者試験センター提供資料よりDTC作成

他
産
業

9
8

%
（
大
部
分
が
安
定
職
種
）

関
連
産
業

3
0

%

対応策

関連職種の
定年後の再就職先
や転職先として
保安業界に斡旋

保
安

2
% 有資格だか実務経

験要件を満たさな
い人材の入職促進

業種別
比率

26%

13%

26%

6%

10%

14%

3%

2%

公務員建設（電気工事以外）

製造ビルメン 電気工事

電力保安

その他

試験
（内訳DTC推計）

認定
（DTC推計）

2015年推計免状取得者数

合計
（DTC推計）

約1,700

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2
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保安法人への有資格者の中途採用応募数は少なくはないが、採用に至る割合は10％程度と低い。要因として、外部委託

業務を行える即戦力を求める傾向が強いことが考えられる。

民間事業者における中途採用応募有資格者の採用率*2 実務経験蓄積の方法

有資格者の中途応募は少なくないが
多くの場合で実務経験が障壁となり採用に至らないケースが多い

90%

10%

*2：保安法人へのヒアリング結果を基にDTC作成。なお、この保安法人は中途採用において電気主任技術者資格の保持は要件としていたが、実務経験年数は要件とせず
募集を行っていた。ただし実務経験を要件として募集を行っている企業では採用率は上昇する。

実務経験
を蓄積する
機会が
少ない

実務経験の内容 課題

電気主任技術者
として選任

電気主任技術者
選任者の補佐

外部委託業務
補佐

電気工事従事

企業等における選任数は
限られている

保安業界において、
実務経験未充足者等の
採用は限られている

実務経験証明のため、
勤務先企業・工事発注元企業
からの証明書が必要であるため、

実務経験の証明が困難

不採用

採用

有資格者の応募数は少なくないが、
実務経験要件充足者数が少ないため、採用に至る割合は低い*1

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

中途採用応募
有資格者

*1：不採用の主たる理由は、実務経験の不足であるが、年齢などの要素も総合的
に考慮されていると考えられる
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遠隔地では、要件を満たす有資格者が容易に見つからないことがあり、処遇を上げる等の工夫をして、外部選任している

事例がある。

電気主任技術者の遠隔地での人材不足

大規模な再エネ発電設備の導入が進む遠隔地では
平均的な給与水準では有資格者を雇用できないことがある

400

0

200

400

600

800
800

年収（万円）

平均600万円程度

A社 B社

条件に合わせて
400~800万円の
間で変動

雇用
自社OBの
再任用が中心

保安法人・人材紹介会社
を活用し、外部から調達

• 地域を限定すると該
当者が少ない

• 既にリタイアしており、
常勤を敬遠

課題

• 条件によって報酬額
に変動がある

遠隔地で電気主任技術者を確保する上でのボトルネック・課題

 一部の発電事業者は、社員を電気主任技術者として育成して
いるが、多くの事業者は外注に頼り、自社内での育成を行って
いない

 長期的に発電事業を実施するのであれば、電気事業者のよう
に自社内で育成することが望ましい

 保安法人や人材紹介会社を活用し、外部から電気主任技術者
を調達する場合、遠隔地での実務経験要件を満たした有資格
者が枯渇していることにより、給与水準を高くすることでしか、
人材を確保することができない場合がある

 転居を伴う遠隔地の場合には、800万円程度まで給与水準を
引き上げるケースもあり、事業者側としては雇用コストが安定し
ないことが課題となっている

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

社内育成しない事業者が多い

雇用条件によって給与水準が一定しない

出所：ヒアリング結果等に基づき作成

転居を伴う遠隔地の場合には、
800万円程度を提示しなけれ
ばならないケースもある
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現状、電気保安協会以外の法人では、実務経験未充足者等の積極的な採用・育成は図られていない。認定校等からの入

職率向上を図るとともに、保安業界の中で実務経験未充足者等を採用・育成するためのインセンティブを検討すべき。

採用・育成のインセンティブ

認定校等からの入職率向上を図るとともに
実務経験未充足者等を保安業界の中で採用・育成するためのインセンティブが必要

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

あるべき姿現在

実務経験未充足者
等の活用

コスト
インパクト

補助員として保安従事者をサポート

 外部委託業務に従事できないため、補助員として
他の保安従事者のサポート業務を行う

 無資格者は働きながら資格取得を目指し、実務経
験の足りない者は、補助業務で経験を蓄積する

補助員では売上は増えずコスト増になる

 新卒採用から保安業務に従事するまでには、6年
半程度の期間を要する

 その間、補助員としての機能を果たすが、直接的
には売上向上には繋がらず、相応の人件費がか
かる

保安協会以外では実務経験未充足者等の
採用・育成が図られるケースは少ない

実務経験未充足者等をいかに活用するか

保安レベルを下げずに
コスト負担をいかに軽減するか

保安業界内での採用・育成が促進される

採用・人材育成のインセンティブを
検討する必要がある

出所：ヒアリング結果等に基づき作成
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看護業界では、有資格者からの届出情報に基づき、離職後も一定の繋がりを確保し、本人の意向やライフステージを踏ま

え積極的に復職支援を行っている。保安業界でも、有資格者を捕捉し転職を支援するシステムの構築が必要ではないか。

有資格者を捕捉する仕組み（看護業界の事例）

有資格者を生涯に渡って捕捉するシステムを構築し
ポータルサイトとリンクさせ転職希望者を支援するメカニズムが必要ではないか

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

医療機関等に勤務する看護師等

離職中の看護師等
 子育て中、休職中
 免許取得後、直ちに就業しない
 定年退職後 等

届出データベース 「とどけるん」
 2015年10月より、看護師等人材確保法に
基づき、看護師は離職時に届出

 公益社団法人日本看護協会中央ナースセ
ンターがシステムを管理

離職時の届出 届出

復職

登録者に復職支援サービスを提供

 復職意向の確認
 医療機関の求人情報の提供
（ハローワークとの連携）

 復職体験談メールマガジン
 復職研修の案内 等

届出の内容

 氏名、生年月日、住所
 電話番号、メールアドレス等
の連絡先

 資格登録番号、登録年月日
 就業に関する状況

復職支援

出所：厚生労働省HPに基づき作成

看護業界
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2. 電気主任技術者の人材不足の原因と対策

2.1 認知

2.2 資格取得

2.3 入職

2.4 定着
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アンケートによると、保安業界の給与水準は全産業平均420万円を大きく上回っている。3年後離職率は大卒で32%、高

卒で41%であるが、保安業界では、ヒアリング等によると10%程度と離職率は低い。

電気主任技術者の給与水準

電気主任技術者の給与水準は高く
入職すれば定着率は高い

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

給与
水準
（年収）

400万円～300万円～ 500万円～300万円未満 700万円～600万円～ 1,000万円～900万円～800万円～

個人事業主従業員役員

構成比（％）

個人事業主
平均：598万円

従業員
平均：664万円

役員
平均：624万円

全産業
平均：420万円

出所：本事業で実施した電気主任技術者に対するアンケートに基づき作成
全産業の平均年収は国税庁「民間給与実態統計調査」に基づく、3年後離職率は厚生労働省「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」に基づく
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保安従事者のボリュームゾーンは60代であり、50代以上で全従事者の80%を占める。10年後には現職者の多くが退職す

る可能性があり、継続的に新卒や中途の採用を行う必要がある。

保安従事者の年齢構成

早期退職後に保安業界に転職するケースが多く
保安従事者のボリュームゾーンは60代となっている

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

750

人

753020 25 6045 6555 70504035 80

10年後に引退

50代以上で全体の80％

個人管理技術者協会保安協会民間事業者

出所：民間事業者アンケート、電気保安協会全国連絡会提供資料、全国電気管理技術者協会連合会アンケートよりDTC推計

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

入職
定着

原因 対策
資格取得認知
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IoTやドローンなどの最新技術の導入により業務の効率化・安全化を図ることができる。これにより労働環境を改善し、若

者・女性からも魅力的に感じられる職場を実現すべきである。

最新技術の導入による労働環境の改善

IoTやドローンを始めとした最新技術の導入により
保安業務の効率化・安全化を図り労働環境を改善し魅力的な職場を実現すべき

概要最新技術

IoT

ロボット

電気主任技術者の人材不足の原因と対策2

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

ドローン

遠隔監視

 データの蓄積・分析により、予知保全
を実施

 人に代わって、危険を伴う設備への
立ち入り作業・点検を実施

 人に代わって、危険な高所作業・点
検を実施

 設備を遠隔監視し、点検頻度を軽減

期待される効果

業務の効率化
（労働時間の短縮）

業務の安全化
（危険を伴う業務負担

の軽減）

労働環境の改善

 若者・女性からも魅
力的に感じられる職
場の実現
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3. 電気工事士の人材不足の原因と対策
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～

電気工事士の人材不足の原因と対策

業界の認知度を向上させ入職促進を図るとともに
特に離職率の高さが課題であるため定着率を向上させることが求められる

電気工事士の人材不足の原因と対策3

チャプターサマリー

2種は問題ない
1種では実務経験認定方法

に改善の余地あり

OJT機能が弱い
低い入職率

入職ターゲット層が狭い

定着入職資格取得認知

対策の
方向性

認知度不足

 認知のきっかけの大半が、親
族等に電気工事士がいたこと
による

 事業承継のために電気工事
士資格を取得するケースは
多い

 入職後に資格を取得する
ケースが多く、資格取得自体
に問題はない

認知度不足 2種は問題ない

 5年の実務経験は長いという
意見や年数ではなく質や量で
判断すべきとの意見もある

1種は実務経験認定方法に
改善余地あり

 これまで工業高校生等をメインに
アプローチしてきており、普通科の
学生や転職者層等へのアプローチ
が少ない

狭い入職ターゲット層

一般への認知度向上
実務経験認定方法
の改善を検討

高い離職率

高い離職率

 職場環境も悪く、改善の余地
が大きい

 モチベーションの向上が必要

離職率の改善
（女性活躍推進含む）

概要

課題の有無

 高齢化が進む中、年配の職人から
若手へ技術の継承が図られづらい

OJT機能が弱い

 主な入職ターゲット層である養成
施設、工業高校等からの入職率が
低い

低い入職率

アプローチ先の拡大

既存アプローチ先
からの入職率向上

OJT機能の強化
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3. 電気工事士の人材不足の原因と対策

3.1 認知

3.2 資格取得

3.3 入職

3.4 定着
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認知のきっかけは、53%が親族等の身近な人の影響によると回答、転職理由についても事業承継を挙げる者が13%に及

ぶ。電気工事士業界は身近な関係性からの入職が多く、一般的な認知度は低い。

認知のきっかけ 転職の理由

認知のきっかけは親族等の身近に
電気工事士がいたことが多く 一般的な認知度は低い

電気工事士の人材不足の原因と対策3

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

55

38

149

232

553

0 100 200 300 400 500 600

5%

2%

その他

テレビ、雑誌等の
広告媒体

前職、就職後に
業務上知った

4%

26

学校等の職場体験

就職活動時

親族等、身近に
電気工事士がいた

14%

22%

53%

46

9

25

46

63

64

71

157

20 100400 60 12080 140 160

13%

勤務地 15%

その他 10%

収入

将来的な独立

電気工事資格を
活かしたかったから

5

10%

2%時間に自由を持てるから

事業承継（実家・家業） 13%

電気工事業界に
興味があったから

33%

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成

N:1,053 N:481（件） （件）
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中小企業が多く、認知度向上に向けた取り組みは積極的に行われていない。ワン・ストップのポータルサイトを通じて、業

界横断的に認知向上・理解促進を図り、求人情報や資格取得に直結させるなどシームレスに繋ぐ必要がある。

認知度向上に向けた取り組み

認知・理解・行動をシームレスに繋ぐ
業界横断的な認知度向上に向けた取り組みを検討する必要がある

行動理解認知

広報
チャネル
の連携

SNS

Youtube

TV・映画

電工業界の
ポータルサイト

e-learningなどの
オンライン学習

試験センター

求人サイト

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

仕事を認知し、理解を深め、次のアクションに移すまでを
業界横断的にシームレスに繋ぐ必要がある

 SNSを活用できていない

 話題性（バズる）を集め
ていない

 大手事業者のみが
TVCMを活用している

 業界横断的なポータル
サイトは存在しない

 e-learningなどのオンライ
学習が整備されていない

 資格試験の案内自体は
適切に行われている

 中小企業が多いため、求
人サイトを活用しきれて
いない

電気工事士の人材不足の原因と対策3

出所：ヒアリング結果等に基づき作成

：取り組みが有効に働いている

：取り組みはあるが有効に働いていない

：取り組みはない
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中小製造業の業界イメージ向上・若者の入職促進を目的として、現場で働く若者の姿をSNS等を用いて広くアピールして

いる。話題性を集めることで、メディアにも取り上げられ、その取り組みは加速度的に拡散されていく。

ゲンバ男子（大阪市の事例）

大阪市では中小製造業に焦点を当て
認知・理解・行動をシームレスに繋ぐ取り組みを実践している

出所：大阪産業創造館

資格取得 入職 定着
認知

原因 対策

電気工事士の人材不足の原因と対策3

行動理解認知

背景 中小製造業の採用難が深刻になっている一方で、若い世代に情報が届いていない実態がある。まずは、若い世代に製造業の仕事につ
いて知ってもらう機会を提供し、若い世代に製造業で働くという選択肢を考えてもらう

概要
町工場でオトコマエに働く若者をプロカメラマンが撮影。その姿をSNSや特設サイトで発信し、若い世代に向けたイメージアップを図る
民間企業（求人サービス会社等）と積極的にタイアップし、その取り組みを広く拡散。また、大阪市に留まらず他地域にも横展開

Facebook

Instagram

ゲンバ男子HP

写真集

中小製造業で働く
若者の姿をSNS等で発信
（ヴィジュアル面から訴求）

拡
散

業界イメージアップ
認知度の向上

ゲンバ男子HP

SNS等

関心を持った人を
特設サイトへ誘導

特設サイトでは、ゲンバ男子掲載者
のプロフィールを紹介
‐仕事内容
‐やりがい
‐入職のきっかけ

実際に働いている人の
「思い」や「動機」を理解する

ゲンバ男子HP

会社HP

求人サイト

さらに関心を持った人を
会社HPや求人サイトへ誘導

特設サイトから求人サイトへリンク
普段埋もれてしまいがちな、中小製造業
の求人情報をピックアップ

「理解」で終わらせず、
次の行動（就職）へ繋げる

話題性を集め、多数のメディアで
も取り上げられることで、
その取り組みは加速度的に拡散
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3. 電気工事士の人材不足の原因と対策

3.1 認知

3.2 資格取得

3.3 入職

3.4 定着
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アンケートによると、回答者の58%が入職後に資格を取得している。また、2種については88%が試験合格により取得して

おり、資格取得自体に課題はないと考えられる。

電気工事業界へ入職する前の資格取得状況 2種資格の取得方法

半数以上が電気工事業界へ入職後に資格取得している
2種については大半が試験合格による資格取得であり資格取得自体に課題はない

大半が試験合格により2種資格を取得している

電気工事士の人材不足の原因と対策3

第1種取得
86名(7%)

第2種取得
407名(35%)

取得していない
690名(58%)

無資格で電気工事業界に就職する者が半数以上である

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

試験
860名(88%)

都道府県知事認定
32名(3%)

養成施設卒業
90名(9%)

N:1,183 N:982

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成
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電気工事士養成施設は、減少傾向にあり、その多くで定員割れしている。しかし、資格取得や電気工事業界への入職に

は一定の効果があるため、その機能については引き続き維持していく必要がある。

電気工事士養成施設数の推移 電気工事士養成施設の定員状況

電気工事士養成施設の多くが定員割れしているものの
入職には有効に機能しており引き続き維持していく必要がある

多くの電気工事士養成施設で定員割れをしている

電気工事士の人材不足の原因と対策3

電気工事士養成施設は減少傾向にある

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

試験
860名(88%)

定員割れ

定員割れ：17校（89%）

2校
（11%）

N:19

出所：電気工事士養成施設数の推移については、経済産業省提供データに基づく
電気工事士養成施設の定員状況については、本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成
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アンケートによると、第1種資格の免状発行に必要な実務経験の認定方法や認定基準について、6割が改善すべき点がな

いと回答した。一方で、具体的な改善すべき点としては、実務経験年数の短縮等が挙げられている。

実務経験の認定方法や認定基準に改善すべき点があるか 実務経験の認定方法や認定基準についての改善点

第1種取得に必要な実務経験の認定方法・基準について
6割が改善すべき点はないと回答している

46

144

316

0 100 200 300 400

その他

免状の交付を受けるために
必要な実務経験年数の短縮

免状の交付を受けるために
必要な実務経験における
電圧の区分の考慮

電気工事士の人材不足の原因と対策3

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

（件）

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成

改善点として実務経験年数の短縮が多く挙げられる6割が実務経験の認定方法や認定基準の改善点はないと回答

改善点がある
433名(40%)

改善点はない
659名(60%)
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標準5年の実務経験年数は、研修や経験の種類に応じ3年に短縮されるのが一般的。1種電気工事士は学歴により3年に

短縮されるが対象者が少なく、保安レベルを維持向上する仕組みを盛り込んだ上で、要件を緩和することは検討に値する。

免状取得・試験出願のため必要となる実務経験年数及び短縮要件

実務経験年数の短縮要件を緩和するのは一案である
または実務経験を年数ではなく経験の量や質によって測ることも考えられる

4

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

3 2

72 53 641

5

5

5

1級管工事施工管理技士*2,3

1級建築施工管理技士*2,3 5

1級建設機械施工技士*2,3

1級電気工事施工管理技士*2,3

5

1級土木施工管理技士 *2,3

7

5

米国電気工事士*1

第1種電気工事士

*1：米国メリーランド州における電気工事士 *2：2級を保有している場合の実務経験要件
*3：1級、2級により扱うことのできる工事金額規模等が異なる
出所：電気技術者試験センター「海外諸国における電気技術者の技術・技能向上の取り組み（平成24 年度調査の概要）」

年

最短年数 標準年数
短縮要件

 研修受講等の要件を満たした場合、7年の
実務経験を最短4年に短縮可能

 以下の要件に該当する実務経験を一定期
間積んでいる場合、 5年の実務経験を3年
に短縮可能
 主任技術者としての勤務
 指導監督的な立場での勤務
 監理技術者による指導下での勤務

 大学・高専などで電気工学を修了した場合、
5年の実務経験を3年に短縮可能

学
歴

研
修

実
務
経
験
の
種
類

課題とポイント

 学歴要件充
足者は少な
い模様

 研修や実務
経験の種類
を短縮要件
としており学
歴は問われ
ない

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

電気工事士の人材不足の原因と対策3
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工事会社技能者

建設業では、技能労働者（土木従事者等）の本人情報、保有資格、現場での就業履歴等を業界統一ルールで蓄積し、技

能者が適正な評価と処遇を受けられるようにすることを検討しており、電気工事士も対象となる見込みである。

建設キャリアアップシステムの概要及びメリット

就業履歴をシステムで管理蓄積することにより
資格取得に必要な実務経験の把握に役立てられるのではないか

出所：建設キャリアアップシステム運営協議会 第1回総会(2017.6.30)

*建設産業活性化会議は、人材の確保・育成及び建設産業の活性化を目的とし、平成26年に国土交通省にて発足した

認知 入職 定着
資格取得

原因 対策

電気工事士の人材不足の原因と対策3

本人情報、社会保険、資格等を登録

登録された
技能者情報を確認

就業履歴をシステムで管理、蓄積することにより、
第1種電気工事士の資格取得に必要な実務経験の把握に寄与するのではないか

建設キャリアアップシステム

メ
リ
ッ
ト

 就業履歴の記録により
キャリアを提示することが
できる

 適正な評価と処遇を受け
ることができる

 技能者個人の能力を把
握することができる

 技能者の能力や資格を
把握し、効率的な人員配
置ができる

工事会社技能者

 保有資格等の情報や、建設現場での就業履歴等
を業界統一ルールで蓄積し、技能者が適正な評価
と処遇を受けられるようにする

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

シ
ス
テ
ム
の
概
要

初期登録
研修

資格試験
雇用時就労現場

研修受講、
資格情報を登録

就業履歴を蓄積本人情報を登録

目
的

運
営

 一般財団法人建設業振興基金が運営主体となり、
システム開発及び資金確保などを行っている

 平成27年5月に開催された建設産業活性化会議*

において、システムの構築が盛り込まれた
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3. 電気工事士の人材不足の原因と対策

3.1 認知

3.2 資格取得

3.3 入職

3.4 定着
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ヒアリングによると、電気工事士養成施設や工業高校電気科卒業者の電気工事業界への入職率は15％程度と低い。電

気工事業界への入職率向上に向けた取り組みが必要である。

電気工事業界における入職ルート

養成施設・工業高校電気科卒業者の入職率は低く
入職率の向上に向けた取り組みが必要である

*1：経済産業大臣により所定の単位を取得した卒業生への第2種電気工事士免状発行を許可する施設として指定された教育機関
*2：経済産業省提供データ、電気技術者センター「電気施術者試験受験者実態調査」から、2015年における第2種電気工事士資格取得者のうち電気工事業界就業者は約
6,000人と推計される。大手による想定入職者数1,000人を減ずると、中堅・中小企業における免状取得者は約5,000人と推計される

8%

入職者内訳

46%

24%

18%

3%

1%

入職前

入職後

職業
訓練

育成機関

養成施設*1

工業高校
電気科

職業能力開発校
（電気工事士

育成コース設置）

企業内
職業

訓練施設

企業内
研修施設

企業内
OJT

大
手

中
小

機関数
年間

修了者数
電工2種
取得率

電工2種
取得者数

電工業界
入職率

電工業界
入職数（推計）

120程度

332

1
（A社）

180程度
（ヒアリング
より）

1,800人
程度

（ヒアリング
より）

14,000人

100人程度
（DTC推計）

10,800人
（ヒアリング
より）

100%

90%
（ヒアリングよ

り）

100%

80%
（ヒアリング
より）

1,800人
（DTC推計）

12,600人
（DTC推計）

100人程度

8,600人
（DTC推計）

15%
（ヒアリング
より）

15%
（ヒアリング
より）

100%

30%
（ヒアリング
より）

270人
（DTC推計）

1,900人
（DTC推計）

100人
（DTC推計）

9
（A社以外の

9電工）

900人程度
（DTC推計）

ほぼ100%
（一部未取得者
もいると推察）

900人
（DTC推計）

100% 900人
（DTC推計）

2,600人
（DTC推計）

5,000人
（DTC推計）

企業内研修施設を設けていないと
想定される

5,000人*2

（DTC推計）
100%

関連学校を卒業しても
大部分が他業界に入職している
従って、電気工事業界への
入職率向上に向けた
取り組みが必要

現状とポイント

電気工事士の人材不足の原因と対策3

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

半数弱が無資格で
電気工事業界に入職している

従って、入職後の
OJT機能の強化が必要

（P103参照）
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高卒就職者数は減少しており、求人数に対する充足率*は全産業で49%である。高卒者の就職は売り手市場であるもの

の、安定職種に人気が集中しており、電気工事業を含む建設業の充足率は27%と他産業より低く、入職者数は少ない。

高卒就職者数及び充足率の推移 高卒就職者の各産業の充足率

高卒者の就職は売り手市場であるが
電気工事業界への選好度は低く入職者は少ない

%

*：就職数を求人数で除した値
出所：厚生労働省「新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況」
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医療・
福祉

宿泊・
飲食

34

27

建設

52

インフラ

90

41

68

98

50

小売製造金融 運輸

全体49%

22%低

金融 インフラ 製造 サービス 現業

全体千人

60

40

30

50

20

10

0

80

70
500

400

100

0

450

250

300

550

200

150

50

350

200519951990 2000 20152010

充足率 就職者数 %

CAGR

-4.18%

安定職種に人気が集中し、
他産業の求人が未充足となっている

高卒就職者数は減少しており、充足率は100%に達していない 安定職種に人気が集中し、他産業の求人は充足されていない

電気工事士の人材不足の原因と対策3

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

（電気工事業含む）
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アンケートによると、無資格で電気工事業界に入職する者が58％であるため、入職後のOJT機能の強化が求められる。

具体的には、実務中心の体系的な研修等の実施が期待される。

電気工事業界へ入職する前の資格取得状況（再掲） 有効な研修方法・内容

無資格で電気工事業界に入職する者が半数以上であり
入職後のOJT機能の強化や体系的な研修を実施することが求められる

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

75

109

123

165

1000 15050 75 12525 175

机上及び実技を
複合した訓練

実務中心の研修

講習会等への参加

OJT・現場体験

117

55

63

145

152

0 10025 17575 125 15050

機器取扱い研修

その他

事故・故障対応研修

新技術研修

実機・施設等の研修

OJT機能の強化に合わせて体系的な研修を実施することが有効
（アンケート結果に基づく、有効な研修方法・内容）

研
修
方
法

研
修
内
容

（件）

（件）

第1種取得
86名(7%)

第2種取得
407名(35%)

取得していない
690名(58%)

無資格で電気工事業界に入職する者が半数以上である

N:1,183

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成
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養成施設、工業高校、職業能力開発校からの入職をさらに促進させる一方、普通科高校生や転職層への働きかけも必要

ではないか。この場合、電気に関する基礎知識が少ない者に対して、教育環境も併せて整備する必要がある。

電気工事士の学歴 入職ターゲット層の拡大

これまで工業高校生が主な入職者層であったが
人口減少を見据えアプローチ先を普通科高校生や転職者層にも拡大する必要がある

資格取得 定着
入職

原因 対策
認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

70

318

103

27

0 50 100 150 200 250 300 350

高校

5%中学

57%

1%

13%

短大

19%

高専 3%

3%

大学院

専門学校

大学

3

15

19

（人）N:555

電気工事士の半数が高卒者である

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケート結果に基づき作成

課題と対策入職ターゲット

工業高校生
（電気科）
がメイン

普通科の高校生

転職者層

女性

外国人

工業高校生

 2000年から2030年にかけ、工業
高校生は半減

 電気工事士養成施設も減少傾向

課題：学生・養成施設の減少

電気に関する
基礎知識のない層
の取り込み

＋  これまでのメイン入職層の工業高
校生の減少を見据え、普通科高校
生や転職者層等へアプローチ先を
拡大する

対策①：アプローチ先の拡大

 電気に関する基礎知識のない者も
入職ターゲット層に含まれるため、
教育環境を整備する必要がある

 例えば、オンラインコースの創設や
働きながらでも資格取得を目指せ
るよう電気工事会社が夜間の養成
施設へ通うことをサポートすること
が必要

対策②：教育環境の整備

現
在

あ
る
べ
き
姿
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3. 電気工事士の人材不足の原因と対策

3.1 認知

3.2 資格取得

3.3 入職

3.4 定着
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ヒアリングによると、電気工事業界の3年後離職率は20～40%である。施工管理への転身や同業他社への転職など業界

内に留まるケースもあるが、他産業に比べやや高い。離職率の高さは休日の少なさや現場環境に起因すると考えられる。

高卒・大卒就職者（2013年3月卒）の就職3年後離職率

電気工事業界の離職率は 20～40%と他産業に比べ高く
人材不足緩和のためには定着率の向上を図る必要がある

%

離
職
率

*：ヒアリング結果よりDTC作成
出所：国土交通省「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況」
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ヒアリング
によると

20～40%

電気工事士の人材不足の原因と対策3

入職
定着

原因 対策
資格取得認知
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電気工事業界の第1種電気工事士有資格者においては50代以上が全体の約60%を占め、第2種電気工事士有資格者に

おいては50代以上が全体の約50%を占める。10年後には有資格者のボリュームゾーンが退職する可能性がある。

電気工事業界における電気工事士有資格者の年齢分布

10年後には電気工事士有資格者の
ボリュームゾーンが退職する可能性がある

電気工事士の人材不足の原因と対策3

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

4
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0
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60 才

千人

70653018 55504525 4020 35

第1種電気工事士免状発行数

4

2

3

0

1

5

才

千人

20 40 45 60 65352518 30 7050 55

第2種電気工事士免状発行数

1988年に旧電気工事士から現在の資格体系に変更された際に1種への移行
制度があった。このため55才以上（当時26歳）で有資格者が多い

1種と異なり2種の取得には実務経験が不要のため、
1種に比べ若年用に有資格者が多い

電
工
業
界
の
有
資
格
者
（
1
種
）

電
工
業
界
の
有
資
格
者
（
2
種
）

構成比
36％

構成比
60％

構成比
29％

構成比
51％
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アンケートによると、電気工事士の従業員の平均年収は410万円であり、全産業平均の420万円よりやや劣っている。

給与水準の低さは入職率や定着率の低さの一因と考えられる。

電気工事士の給与水準

電気工事士の給与水準は全産業平均と比べ
やや劣っており入職率や定着率の低さの一因と考えられる
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役員 従業員

構成比（％）

役員
平均：592万円

電気工事士の人材不足の原因と対策3

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

給与
水準
（年収）

全産業
平均：420万円

従業員
平均：410万円

同水準に引き上げる
ことが必要

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケートに基づき作成
全産業の平均年収は国税庁「民間給与実態統計調査」に基づく
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給与水準と離職率には一定の相関はあるものの、給与水準の改善のみによる定着率向上を図ることは現実的ではない。

電気工事業界の定着率向上を図るためには、職場環境の整備など複合的に取り組む必要がある。

産業別の給与水準と3年後離職率の関係

給与水準と離職率には一定の相関はあるものの
給与水準を引き上げることは容易ではなく 職場環境等の改善が現実的である

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計（男性）」、厚生労働省「新規学卒者の事業所規模別・産業別離職状況（高卒）」
電気保安、電気工事業界の月額給与については、賞与を2か月分と仮定し、本事業で実施したアンケート結果に基づき推計
電気保安、電気工事業界の3年後離職率についてはヒアリング結果等に基づく
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医療,福祉

金融業，保険業

（月額、千円）

（%）

電気工事士の人材不足の原因と対策3

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

3年後離職率

給
与
水
準

電工業界の離職率は
20~40%程度
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36%が職場環境に満足していないと回答し、満足していると回答した者の2倍である。職場環境の具体的な課題には、下

請け構造による立場の弱さや過酷な現場環境、不規則な労働時間などが挙げられる。

電気工事士の職場環境に対する満足度 職場環境に関する悪い点

電気工事士の職場環境への満足度は低く
建設現場での立場の弱さ過酷な現場環境不規則な労働時間などが課題である

満足している
167名(18%)

どちらともいえない
432名(46%)

満足していない
336名(36%) • 他業者の遅延により、工期圧縮要請のしわ寄せを受ける

• 高所・閉所・高温・低温・悪天候等の環境で作業する
• 停電作業等、早朝、深夜、土日の作業が多い
• 職人気質が強く、後継者が育ちにくい環境がある
• 若手の教育が疎かになっている
• 国家資格者なのに現場では電工としてしか扱われない
• 若手不足と職人の高年齢化
• 報連相、担当者とのコミュニケーション不足が発生する
• 一過性の現場が多い、書類作成が多い 等

29

9

12

13

20

81

91

117

0 20 40 60 80 100 120

人材不足

人間関係

その他

国家資格者として
扱われない

職人気質・
OJTできていない

建設現場における
立場が弱い

過酷な現場環境

不規則な労働時間

電気工事士の人材不足の原因と対策3

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケートに基づき作成
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職場環境の改善については、事業者や現場に任せるのではなく、業界を挙げてルールの構築やマニュアルの整備を推し

進めていくことが必要である。

職場環境を改善するための打ち手

職場環境における課題を一つ一つ改善していくことが
電気工事業界における定着率向上につながる

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

• 電気工事士の付加価値向上により、仕事に誇りを持てるよう
にするとともに、業界内での立場を改善する

• 電気工事の分離発注により、建設業者のスケジュールに左右
されない体制を構築する

• トイレ、シャワー室、着替所を設置する
• ユニフォーム、装備品を充実させる

• 週休二日制を義務づける
• 工期に余裕を持ち、残業を行わない
• 早朝、夜間の作業を減らす

• 指導者に対し、教育するための教育を行う
• 業務のマニュアル化、作業の標準化

建設現場に
おける立場

• 建設現場での地位が低く、建築工事業者にい
びられる

• 他業者の遅延により、工期圧縮要請のしわ寄
せを受ける

過酷な
現場環境

不規則な
労働時間

職人気質・
OJT出来て
いない

• 休日出勤が多い
• 工期が厳しい現場では長時間労働、休日なし
が当たり前になっている

• 工場、インフラ等は深夜、休日作業が多い

• 頑固な職人との人間関係
• 若い人や経験不足な人を怒鳴りつけることが
多い

• 技術継承・後継育成がうまくいっていない
• 技術を取得するまでに時間がかかる

• 汚い現場、臭い現場がある
• 高所・閉所・高温・低温環境で作業する
• 悪天候等でも作業する等災害リスクがある

改善策具体的な内容類型

出所：本事業で実施した電気工事士に対するアンケートに基づき作成

1

2

3
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下請け業者として受動的に業務を行うのではなく、施主や設計者へプロアクティブに提案することで、指名を受ける電気工

事士となり、工事単価の上昇や自己肯定感の向上を図ることができる。

付加価値提供による変革

建設業界での立場を改善するためには
施主や設計者への提案力を磨くなど電気工事士自身の変革も必要ではないか

あるべき姿現在

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

建設業界での
立ち位置

求められる力

下請け構造

 建設業界の中で電気工事会社は下請けに位
置し、立場が弱い

施主や設計者へ提案ができる関係性

 施主や設計者との関係を築くことで立場も改善

設計通りに安く施工する

 改善提案はあまり求められていない

提案力

 設計の意図を汲み取り、より良い空間の提案
（適切な空調・照明の選択、コストカットなど）

単価

自己肯定感

単価を上げにくい

 他の事業者と差別化が図りづらく、単価を上げにくい

低い自己肯定感

 施主と対面することが少なく、自己肯定感を得にくい

工事単価の向上

 指名される電気工事会社になることで、工事単
価の向上を狙う

自己肯定感・プロ意識の醸成

 下請け構造の中でも、自身の提案が認められること
で、自己肯定感の向上やプロ意識が醸成される

1
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大口案件では、専門コンサルが加わり快適な空間作りを図るのが一般的であるが、小口案件では、電気工事会社がこれ

らの機能の内包していくなど、電気工事士の差別化・高付加価値化の取り組みも求められているのではないか。

電気工事士に求められる提案力

例えば施主や設計者の意図を汲み
よりプロアクティブな提案を行うことができれば指名され自己肯定感が高まる

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

電工業界の課題 解決策 具体的な取り組み事例

指名される電気工事士 単価上昇 自己肯定感向上

下請け構造

差別化が図りにくい

 下請け事業者として、設計
通りに安く施工することが
求められる

 電気工事士個人によって、
技術力の差はあるが、配線
工事などでは、明確に差別
化を図ることは困難

提案力を磨く

 電気工事士の差別化、高付加価値化を
図るためには、従来の受動的な営業スタ
イルではなく、プロアクティブに施主や設
計者に提案を行うことが必要

 丁寧な配線工事は、現在では前提条件
となっており、今後は、施主や設計者の
意図を汲み、施主にとってメリットのある
提案ができるかが差別化のポイントとな
る

空調

照明

省エネ

VE提案（コスト削減）

施主や設計者の意図を汲み、より良い空間作りを
提案する

 適した空調設備の選定

 快適な照明空間のデザイン

 省エネ化の提案

 仕様の変更によるコスト削減

大口案件では、専門
コンサルが加わるの
が一般的であるが、
小口案件では電気
工事会社がこれらの
機能の内包していく
べきである

 他社との差別化が図られる  高付加価値化により単価上昇  提案が認められることで自己肯定感向上

1
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分離発注の推進により、建築会社の管理コストが削減され、工事単価が改善される。また、工期管理を電気工事会社が柔

軟に行うことが可能となる。これにより、現場環境が改善され、定着率が向上する。

分離発注の推進

分離発注促進による単価や工期の改善は
定着率向上に資すると考えられる

施主 施主

建築会社 電気工事会社

建築会社

電気工事会社

発
注
構
造

コ
ス
ト
構
成

一括発注方式 分離発注方式

建築 建築

電気設備電気設備

管理費

管理費分が予算を圧迫することがあり、コストの透明性も低い

工
期
管
理

建築会社が行う
↓

建築会社の都合に左右

電気工事会社が行う
↓

施主と相談しながら柔軟に対応できる

分離発注により最適なコスト・工期による施工が可能となる

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

出所：分離発注の推進については、 日本電設工業会「電気設備工事における分離発注の優位性に関する技術的評価報告書」を参照

2
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国土交通省直轄の土木工事では、男女ともに快適に使用できる仮設トイレの標準仕様を定め、設置を義務付けている。ま

た、各企業・団体では、ユニフォームや装備品等の改善に向けた取り組みを行っている。

快適トイレ ユニフォーム・装備品

トイレやユニフォーム・装備品等
職場環境の改善に向けた取り組みが行われている

①洋式便座
②水洗機能
③臭い逆流防止機能（フラッパー機能）
④容易に開かない施錠機能
⑤照明設備
⑥衣類掛け等のフック付、
又は、荷物置き場

快適トイレに求める標準仕様（必須項目）

出所：国土交通省、全日本電気工事業工業組合連合会、大阪産業創造館、日本建設業連合会のウェブサイト参照

入職
定着

原因 対策
資格取得認知

電気工事士の人材不足の原因と対策3

3

⑦現場に男女がいる場合に
男女別の明確な表示

⑧入口の目隠しの設置
⑨サニタリーボックス
（女性専用トイレに限る）

⑩鏡付きの洗面台
⑪便座除菌シート等の衛生用品

ユ
ニ
フ
ォ
ー
ム

装
備
品
等

ゲンバ男子 × アイトス株式会社

一般社団法人 日本建設業連合会

 ワーキングウェアメーカー大手のアイトス株式会社が、ゲ
ンバ男子とともに「かっこいいユニフォーム」をテーマに商
品開発会議を実施

 女性の体型、サイズに合った装備品の開発
（ヘルメット、顎紐、手袋、安全靴、安全長靴、カッパ）

 女性でも運搬に支障のない工具、仮設材を展開
（工具、レベル、トランシットの三脚の小サイズ化、安全帯、
サポーターベルト、可搬式作業台の軽量化）

 「電気工事作業着ファッションショー」を開催
 「汚く、怖いイメージ」というアンケート結果をふまえ、悪印
象の払しょくを狙い企画

全日本電気工事業工業組合連合会

3
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4. 女性活躍推進
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電気工事士の女性比率は推定2％と低い。女性の活躍推進のためには、①関係学科への入学者の増加、②業界への入

職者の増加、③定着率の向上、④キャリアパスの提示が重要である。

女性活躍推進における課題

女性活躍推進における四大課題は
「入学」 「入職」 「定着」 「キャリアパス」である

現状と
課題

示唆

定着入職入学 キャリアパス

%

80

60

40

100

20

0

電工会社

100

2%

98%

男性 女性

電気工事業界の女性比率*2

0

20

40

60

80

100
100

高校 大学

8%

100

91%

3%

97%

男性 女性

*1：高校は電気関係学科、大学は電気通信工学の学生数 *2：日本電設工業協会提供資料よりDTC作成 女性技術職員の割合 *3：ヒアリング結果よりDTC作成
出所：文部科学省「学校基本統計」 全日本電気工事業工業組合連合会提供資料

%

広報によるイメージ変革

働き方を選択可能に
現場勤務からの引退後
負荷の低い職種への移行

女性比率は低い
電気科学生よりも
女性比率は低い

電気工事業界の3年後離職率*3
現場勤務からの引退後の

キャリアパス高校・大学電気科女性比率*1

%

離
職
率

男
女
比
率

男
女
比
率

男性の離職率も高い

他学科と比較すると電気科の
女性比率は低い

40

0

30

20

10

50

電気工事業

ヒアリング
によると

20～40%

現場勤務

管理職

バック
オフィス

その他

キャリアパス

体力の低下を考慮した連続的
なキャリアパスを整備する必要

電気科の女性数
高める必要性

女性比率は高校3%、大学8% 電工会社女性比率は2% 20～40%と高め
ヒアリングによると45歳頃には

現場勤務は厳しくなる

現場の環境改善が必要

女性活躍推進4
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入職率の低さや離職率の高さは男女共通の課題であり、基本的な解決策は同一である。ただし、女性特有の課題も存在

し、適切な対応により女性の活躍を推進すべきである。

入学からキャリアパスにおける男女共通及び女性特有の課題と解決策

保安・電工業界が抱える課題の多くは男女共通であるが
女性特有の課題にもアプローチする必要がある

女性活躍推進4

離職率が高い

入職率が低い  働きやすい職場の実現

 女性が活躍できる職場の実現

 入職ターゲット層を拡大する

 OJT機能を強化し人材を育成する

課題

解決策

入職

男女共通 女性特有

定着

基本的には男女問わない 第3章を参照 次頁以降参照

キャリアパスが描きにくいキャリアパス
 上位資格の習得支援等、連続したキャリア
パスを提示する

N/A

分類

N/A技術学科への選好度が低い  理系に限らず採用し、採用後にスキルを習
得する人材育成モデルを構築する

 生涯学習を見据えたオンラインコース創設

入学

キャリアパスの提示

女性向け広報戦略

理系に限らない採用

入職ターゲット層の拡大

建設業界での立場の改善

夜間・休日作業の減少

業務のマニュアル化、作業の標準化

働き方を選択できる仕組の構築

出産等に関する休職制度の拡充

トイレ、用具等の現場環境の整備
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我が国の大学工学部の女性比率は14%と低い。また、工学部の電気学科*の女性比率は8%と工学部全体の中で2番目

に低い。電気学科の女性比率の向上に加え、そもそも採用の間口を広げるのが現実的である。

大学学部別女性比率 大学工学部学科別女性比率

大学の電気学科における女性比率は低く
電気学科以外にも採用の間口を広げるのが現実的である

80 10070 905010 20 6030 40

90

71

65

家政

芸術

保健 60

人文科学

27

社会科学

理学

工学 14

34

44農学

教育 59

全体44%

30%低

%
*：電気学科は電気通信工学科を指す
出所：文部科学省「学校基本統計」

30 402010 25 355 15

27

金属工学

39

原子力工学

工芸学

電気通信工学

繊維工学

応用化学 25

応用理学

10

船舶工学

経営工学 14

18

その他 21

機械工学 4

航空工学

8

12

土木建築工学

9

10

8

全体14%

6%低

%

入職 定着 キャリアパス入学

女性活躍推進4
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東京急行電鉄株式会社の取り組み 総合職及び鉄道専門職（新卒）における女性比率

(事例) 東急電鉄では休職制度等の拡充により
総合職に加え現業職でも女性比率が上昇した

従
業
員
構
成

4,402名うち、男性3,714名女性688名

平均勤続年数：18年6ヵ月男性：20年1ヵ月女性：9年9ヵ月

管理職に占める女性の割合：5.1% （2017年3月末日時点）

出所：東京急行電鉄ウェブサイトを参照

取
組
事
例

入職

 実際に活躍する女性社員の紹介

 女性社員による成功事例紹介

 職場の明るい雰囲気を紹介

定着

 妊娠中、出産、育児、介護等に関する休職制度

 スライド勤務制度、短時間勤務

 深夜労働免除、保健指導に基づく業務配慮

 本社・軽易業務への配置転換

 カムバック（復職）制度

（人）

（人）

東急電鉄では女性活躍推進のため休職制度等の拡充、受入れの風土醸成を行っている。取り組みの結果、新卒採用者

に占める女性割合は総合職は4割、現業職でも1～2割程度まで上昇した。
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鉄
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女性活躍推進4

入職 定着 キャリアパス入学
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休職制度をはじめとする各種人事制度や、トイレ・更衣室の設置等の職場環境の改善により、女性職員の一定程度の定

着率向上が図れるのではないか。

人事制度 職場環境の改善

女性特有のニーズに対応する人事制度や
職場環境の改善により女性職員の一定程度の定着率向上が図れるのではないか

入職 定着 キャリアパス入学

女性活躍推進4

休職制度

労働時間

教育制度

勤務形態

 妊娠、出産、育児、介護等に関する制度

 深夜労働、所定外労働免除
 労働時間に合わせた勤務形態選択（次頁参照）

 女性管理職養成研修
 女性上位者によるメンター制度
 育児交流会

各種休職制度

時短勤務制度

研修・交流

テレワーク勤務

 女性専用のトイレであることを明示して設置
 男性が無断で使用できないよう施錠管理
 設置位置や動線に配慮した設置

女性専用トイレ

 女性専用の更衣室・休憩室を設置
 冷暖房を完備

 動きやすく、丈夫な服装での作業

 女性の体形・サイズに合わせた商品（ヘルメット等）の開発
 女性の作業負担軽減に繋がる器具の開発

更衣室・休憩室

服装・ユニフォーム

器具・備品

復職制度
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内閣府の調査によると、30%の女性が仕事と家庭の両立を希望したが、現実に両立しているのは20%である。仕事と家

庭の両立のため、ライフスタイルに合わせて働き方を選択できる仕組があれば、定着率向上に資すると考えられる。

女性の働き方・暮らし方の希望と現実*1 多様な働き方を選択できる仕組*3

女性が仕事と家庭生活を両立できるよう
多様な働き方を選択できる仕組を構築する必要がある

 働き方を月毎に変更できるため、社員はライフステージ合わせて労働
時間働き方を選択可能

 原則残業のない「ライフ型」、残業が少量ある「ワークライフバランス
型」、時間の制限のない「ワーク型」の3種類から選択可能

ライフ型
ワークライフ
バランス型

ワーク型

長短

個人のライフスタイルに合わせて働き方を選択可能

労働時間

ライフステージに合わせて働き方を選択可能

ライフステージに合わせた働き方の例

入社 ３年目 結婚 出産 復帰 子離れ

バランス ワーク バランス 産休 ライフ ワーク

女性活躍推進4

入職 定着 キャリアパス入学

1%

16%

5%

11%

8%

30%

20%

34%

45%

16%

4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2%

2%

2%

1%

2%

希望 現実

出所：*1 内閣府男女共同参画白書 平成28年度版 *2 「地域・個人」：地域活動・学習・趣味・付き合い等
*3 サイボウズ株式会社ウェブサイトを参照

優先順位 示唆

「仕事」 -

「家庭生活」

「地域・個人*2」

「仕事」と
「家庭生活」

「仕事」と
「地域・個人」

-

「家庭生活」と「地
域・個人」

-

「仕事」と
「家庭生活」と「地

域・個人」
-

わからない -

仕事を優先し
たいが、実際
は家庭生活を
優先している

仕事と家庭を
両立したいが、
実際はできて
いない
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電気工事士の仕事は体力も要求されることから、年齢・結婚・出産・育児などライフステージに合わせて働き方を選択でき

るように電気工事士の連続したキャリアパスを提示していくことが必要ではないか。

連続したキャリアパスの提示

ライフステージに合わせて働き方を選択できるよう
電気工事士の連続したキャリアパスを提示していく必要がある

第2種電気工事士

第1種電気工事士
へキャリアアップ

関連資格の取得
（電気工事施工管理技士・電気主任技術者）

上位資格をより早く取得可能にする

年齢・結婚・出産・育児など
ライフステージに合わせて

関連職種に転向できるようにする

連続したキャリアパス
実現のための一案

キャリアパスの提示

 ポータルサイトを活用し、電気工
事士のキャリアパスを提示

 ロールモデルとなる人物の体験
談などの事例を紹介

働きながら学べる環境

 上位資格や関連資格を取得する
ために、働きながらでも学習でき
るようオンラインコースを創設

関連資格を取得しやすい仕組み

 電気工事士での経験を一部、実
務経験にカウントするなど、資格
間の接続を行う

女性活躍推進4

入職 定着 キャリアパス入学
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5. 海外保安人材の受け入れ可能性
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ベトナム

調査対象の東南アジア4ヵ国は、全て電気保安に係る国家資格制度を有している。このうち、フィリピン及びタイの国家資格

制度は、我が国の国家資格制度と一定の類似性がある。現時点で、人材余剰感があるのはフィリピンとベトナムである。

電気保安に係る制度サマリ

我が国への海外人材派遣を検討するにあたり
東南アジア4ヵ国の資格制度を調査した

品質担保
メカニズム

海外への人材派
遣及び海外からの

受入状況

資格制度

施工は無資格者でも実施できるが
工事完了には有資格者のサインが必要

国家資格型＋第三者管理型

国家資格は存在するが
施工は国家資格不保持者でも実施可能

国家資格＋Certification

竣工図面は国家資格取得者である
PEEのサインが必要

フィリピン政府は出稼労働者の海外派遣に
積極的であり、数年前は中東に大量の電気

工事士を派遣している
海外からの人材受け入れは行っていない

立入検査は行っているがEVNの社内基準に
より安全を担保している

これに加え国家資格が導入され始めた
個人の能力と竣工物の品質管理の両面

国家資格は
存在しない

国家資格はあるが
取得義務はない

EVNの社内資格

ESDMが発行する国家資格が存在する
資格は2014年から発行を開始した

問題がある需要家へのISEAによる立
入検査により品質担保

（年10件程度のサンプル検査）

国家資格とESDMが認定した機関の発
行する有効期限付きの操業認証（実質
的な完工検査・定期検査）の両面で品

質を担保している

海外への人材派遣については、PLNは過去
にサウジアラビアと協定を結び、人材を派遣

していた経緯もあり積極的である
海外からの人材受け入れは行っていない

インドネシア タイ

電気保安 電気工事 電気保安 電気工事 電気保安 電気工事

フィリピン

電気保安 電気工事

制度のポイント

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

国家資格

民間資格→国家資格型

国内の人材の余剰感もあり、MOLISAは派
遣に積極的である

海外からの人材受け入れは行っていない

国家資格型＋第三者管理型 国家資格型＋第三者管理型

国家資格（取得義務有） 国家資格（取得義務有）

個人の能力と竣工物の品質管理の両面

国家資格とMEAが系統に接続される全
ての建物に対し行う完工検査と

23F以上の建物には義務付けられてい
る定期検査により品質担保

国内で電気工事に関する人材が不足気味で
あり、カンボジア、ミャンマー、ラオスなどから
受け入れているが、他業種では台湾などに

人材を派遣している

Council of Engineerが発行する国家資格が
存在する。

電気工事士は2016年10月から施行された

国家資格（取得義務有）

国家資格型＋第三者管理型

人材の需給
海外への派遣を行う等
人材不足感はない

EVNにおいて、新技術導入に伴い過去
に人材余剰感が出ている

35GWの電源開発計画のため
需要が増加し人材が不足している

人材余剰感あり 人材余剰感あり 不足傾向 不足傾向

高齢化が始まっており、
人材不足が生じ始めている

不足傾向

海外保安人材の受け入れ可能性5
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工事完了後に
PEEがサイン

フィリピンは1954年より電気工事士を国家資格として制度化している。施工そのものは無資格者が作業可能だが、竣工図

面に国家資格者であるPEE（プロフェッショナルエンジニア）がサインする必要がある。

電気保安の制度、海外人材の活用状況（フィリピン）

フィリピンは電気工事士の国家資格を制定しているが
施工者全員が取得する義務はない

電気保安 電気工事

*：電気技術者及び電気工事技能者に関わる資格を定めている

フィリピン

竣工図面は
PEEのサイン

が必要であり
義務ではない
ものの固有
の認証制度
がある

法規：National Building Code.1096

Republic Act No.4566、Republic Act No.7920*

DOLE Department Order No. 13

PRC （Professional Regulation

Commission）
TESDA（Technical Education Skills 

Development Authority）

PEE、REE、RME（PRCの国家資格）
Certification（TESDAの認証）

（資格取得は義務付けられていない）

IPP MERALCO
工事完了後に
PEEがサイン

Electrical works 

companies

海外人材の受け入れ

海外への人材派遣

―

出所：日本貿易振興機構（ジェトロ）フィリピンにおける建設工事の制度、ヒアリングをもとにDTC作成

バリュー
チェーン

法規・規制

組織

個人

資
格
制
度

完工検査

高圧 低圧
電気工事

需要家設備
送配電発電

高圧 低圧

フィリピン政府はEngineerの海外派遣に積極的であり、数年前は中東に大量の電気工事士を派遣している

海外保安人材の受け入れ可能性5

PEE、REE、RME（PRCの国家資格）
Certification（TESDAの認証）

（資格取得は義務付けられていない）

PEE、REE、RME

（PRCによる国家資格）
PEE、REE、RME

（PRCによる国家資格）

PRC （Professional Regulation

Commission）
TESDA（Technical Education Skills 

Development Authority）

PRC 

（Professional Regulation

Commission）

PRC 

（Professional Regulation

Commission）
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フィリピンでは、TESDAによるCertificationが普及しており、施主がCertificationの提示を求めることがある。国家資格で

あるRMEは、試験が英語で実施されていることなどから敬遠され、資格を保有していない施工者が多い。

資格・ランクごとの役割

施工者の多くはTESDAによるCertificationを有しているが
国家資格であるRMEは有していない者が多い

完了検査施工設計

有
資
格
者

PEE

（Professional

Engineer）

計画書・仕様書作成
官庁への申請

RME

（Registered

Master

Electrician）

REE

（Registered

Electrical

Engineer）

Apprentus

（見習い）

無
資
格
者

施工を担当し
TESDAによる
Certification

取得者が多い

設計・規制への確認

RME指導の下、
施工を実施

N/A
Apprentus指導
チームとりまとめ

N/A

N/A

N/A

現場監督
設計・仕様変更対応

N/A

プロジェクト管理
工事完了書への署名
官庁への届出

監督機関

TESDA

（労働雇用技術教育
技能教育庁）

Certification発行

PRC

（専門職資格委員会）

試験実施
ライセンス発行

主に設計・プロジェクト
管理を担当する

竣工図面・工事完了
書へのサインを行う

国家資格の電気工事
士として現場の職長ク

ラスを務める

主に現場監督を担当
するが、設計・仕様変

更も担当する

海外保安人材の受け入れ可能性5

概要ランク

出所：ヒアリングをもとにDTC作成
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強電系の教育機関の卒業生の供給力は高く、 MOLISAは電気工事士の我が国への派遣にも積極的である

ベトナムでは2012年頃から電気工事士の国家資格制度が開始されたが、法規による取得義務はなく取得者は数百人程

度に留まっている。一方、強電系の教育機関の卒業生の供給力は高く、我が国への派遣にも積極的である。

電気保安の制度、海外人材の活用状況（ベトナム）

ベトナムは2012年頃から電気工事士の国家資格制度を開始したが
取得義務はなく資格保有者も少ない

ベトナム

2012年頃から
電工の資格制
度を開始したが
取得義務はな
い

ISEAが定期検
査を行っている
ものの実施件
数は年間10件
程度

EVN GENCO

+ IPPs

EVN  

(NPTC,PCs)

法規: Elec. law 28/2004/QH11, 基準: Elec. technical std. QCVN-

QTD-5:2009/BCT, Elec. safety std. （QCVN 1:2008/BCT )

N/A

N/A

Electrical works 

companies
No regulation

基準: Elec. technical std. QCVN-QTD-5:2009/BCT

ISEA*1(MOIT)

ISEA は年間10件程度の立
入検査を実施

EVNの社内資格
MOLISAによる電気工事士

の資格
（資格取得は義務付けられていない）

N/A

MOLISA*2 N/A

電気保安 電気工事

*1 ISEA: Industrial Safety Techniques and Environment Agency

*2 MOLISA: Ministry of Labor- Invalid and Social Affairs

海外人材の受け入れ

海外への人材派遣

―

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

バリュー
チェーン

法規・規制

組織

個人

資
格
制
度

完工検査

高圧 低圧
電気工事

需要家設備
送配電発電

高圧 低圧

海外保安人材の受け入れ可能性5
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MOLISAは、JICAの専門家の支援により国家資格制度を整備しているが、資格は細分化されている。EVNの

Certificationは普及しており、職長クラスで50%程度が保有しているが、末端ワーカーはほとんど保有していない。

資格・ランクごとの役割

ベトナムの電気工事士の資格は細分化されており
我が国の資格制度と共通性は薄い

Level 4

Level 1

Level 2

EVNのCertification 

民
間
資
格
者

高圧の端末処理を

実施するための
Certification

監督機関

EVN

（電力総公社）
Certification発行

MOLISA

（労働・傷病兵・
社会省）

試験実施
ライセンス発行

試験＋
Level 2取得後3年等の

実務経験

実務経験は求めない

試験＋
Level 1取得後2年の実

務経験

海外保安人材の受け入れ可能性5

概要ランク

国
家
資
格
者

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

Electrical 

engineering

Electrical

system

O&M,

Fix wires &

transformers

Electrical

sales

Electrical

test

Electrical

measurement

14 sub-

category

Level 1-5

12 sub-

category

Level 1-5

13 sub-

category

Level 1-5

13 sub-

category

Level 1-5

8 sub-

category

Level 1-5

11 sub-

category

Level 1-5

ヒアリングによると普及しており、EVNの講習を受講しCertificationを受ける
職長クラスで50%程度が保有しており、末端ワーカーはほとんど保有していない

Level 5

Level 3

指導者、教員等が対象
資格試験は実施されて

いない
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インドネシアは2014年から電気技術者と電気工事士の資格を発行している。旧資格体系には40万人の有資格者がおり、

新資格制度に移行が進んでいる。また35GWの発電所開発計画のため、足元では人材不足が生じている。

電気保安の制度、海外人材の活用状況（インドネシア）

インドネシアは個人に対する資格制度と
認証機関による完工検査により安全を担保している

電気保安 電気工事

*1 SLO: Certificate of Eligible Operation (Maximum validity = 15years) *2 DGE: Directorate General  Electricity approves certification agencies (Currently there are  27 certification agencies) 

*3 SBU: Certificate of Enterprise *BNSP: Indonesian Professional Certification Authority

インドネシア

個人の資格制
度と認証機関
の完工検査に
より安全を担保
している

法規 : Elec. Law30 2009, Elec. supply reg.14/2012, Elec. support 

reg. 62/2012

基準: SNI, SLPN(Generation and T/D,PLN Std. )

ESDMによる資格制度（STTK）

PT

KONSUIL

+ others
（450VA-197kVA）

法規 : Ministerial 

order of Elec. 

Facility 45/2005

基準: SNI

法規: Elec. Law 30 2009

基準: SNI, 

ESDMDGE*2

LSBU(ESDM)がそれぞれの会社
にSBU* を発行している

LSBU(ESDM)がそれぞれの
会社にSBU*3 を発行している

PT SKN

+ others 

issue SLO* 

Electrical works 

companies

DGE

N/AESDMによる資格制度（STTK）

PT SKN

+ others 

issue SLO*1

N/APLN

+ IPPs

PLN

(P3B 等)

海外人材の受け入れ

海外への人材派遣
PLNは過去にサウジアラビアと協定を結び、人材を派遣していた経緯もあり人材派遣には積極的
ただし35GWの発電所開発計画のため発電分野において需要が増加し、人材が不足している

―

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

バリュー
チェーン

法規・規制

組織

個人

資
格
制
度

完工検査

高圧 低圧
電気工事

需要家設備
送配電発電

高圧 低圧

海外保安人材の受け入れ可能性5
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ConsumptionDistributionTransmissionGeneration

インドネシアでは20の資格に対し、試験は9のレベルが制定されており、2017年時点ではレベル3までの試験が実施され

ている。2018年以降は、資格試験レベルの改定が予定されている。

資格のカテゴリー及び資格レベル

インドネシアではバリューチェーンかつ業務ごとに
20の資格を発行している

海外保安人材の受け入れ可能性5

2018年～～2017年

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

Consultation

Operation

Maintenance

Development &

Installation

Inspection

✓ ✓✓✓

Activity

Level 2

Level 3

Level 1

Level 9

Level 8

Level 2

Level 3

Level 4

Level 6

Level 7

Level 5

Level 1

Senior Expert

Expert

Operator

Main Operator

Junior 

technician/Analyst

Senior 

technician/Analyst

Junior Expert

technician/Analyst

Junior Operator

政府にて
策定中

ビルの施工に
対応可能

高層ビルの施
工に対応可能

一般家庭の施
工に対応可能

Level

4-9

資格レベル資格カテゴリー

✓ ✓✓✓

✓ ✓✓✓

✓ ✓✓✓

✓ ✓✓✓
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タイは電気技術者と電気工事士の双方に資格制度が存在する。電気工事に関しては、2016年10月より従事者に資格の

取得が義務付けられている。また電気工事士は高齢化しつつあり、周辺国から既に人材を受け入れている。

電気保安の制度、海外人材の活用状況（タイ）

タイでは感電事故がSNSで拡散される等の事象が発生したため
2016年に個人の資格取得と完工検査の双方を義務付ける制度に移行した

電気保安 電気工事

*1：Engineering Institute of Thailand *2：23階以上の建物に定期検査が義務付けられている

タイ

資格制度と
MEA・PEAに

よる完工検査
により電気安
全を担保して
いる

法規: Act on skill development 

promotion No.2 BE 2557

基準 :EIT*1, EGAT company standard

Council of engineer Council of engineer

Council of engineerが発行する
資格（Electrical Engineer)

Certificationが発行する
資格（Electrician）

MEA・PEA

の社内資格

N/A

N/A

法規:Act on Skill Development 

Promotion No.2 B.E. 2557 

基準:EIT*1,EGAT company 

standard

Building 

inspection 

low*2

Private 

company

MEA

PEA

EGAT

+ IPPs
EGAT

Building

inspector

MEA

PEA
Electrical works 

companies

MEA・PEAが完工検査
実施している

海外人材の受け入れ
人材不足もあり、

カンボジア、ミャンマー、ラオス
などから受け入れている

海外への人材派遣 国内で電気工事に関する人材が不足気味であるが他業種では台湾などに人材を派遣している

― ―

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

バリュー
チェーン

法規・規制

組織

個人

資
格
制
度

N/AN/A

完工検査

高圧 低圧
電気工事

需要家設備
送配電発電

高圧 低圧

海外保安人材の受け入れ可能性5
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タイの国家資格は、Engineering institute of Thailandが資格の基準を定め、 Council of engineerが試験実施及びライセ

ンスの発行を行っている。

資格・ランクごとの役割

タイではCouncil of engineerによりライセンスが発行され
Electrical engineer及びElectricianが施工を行う

Senior 

associate

engineer

監督機関

Engineering

institute of

Thailand

（タイ王立工学会）
資格基準制定

Council of engineer

（エンジニア協会）
試験実施

ライセンス発行

海外保安人材の受け入れ可能性5

概要ランク

出所：ヒアリングをもとにDTC作成

Professional

engineer

Associate

engineer

Level 3

Level 1
電気配線、電線及び単相パネル
の取付、組立、及び接続ができる

準エンジニアとして小規模PJの
管理等を行うことができる

技術コンサルタント等
一部の業務を除きほぼ全てのPJ

責任者となることができる

モーター、変圧器、ブレーカー、
警報システム、建物制御システム
の設置、分析、トラブルシューティ
ング及びメンテナンスができる

全ての電圧に対し
業務を行うことができる

Electrical engineer Electrician

Level 2

単相及び3相の電力システムの

接続、主配電盤に発生した問題
の原因を調査することができる

Engineering

institute of

Thailand

（タイ王立工学会）
資格基準制定

Council of engineer

（エンジニア協会）
試験実施

ライセンス発行

監督機関概要ランク
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ベトナム

英語力・給与水準・人材派遣余力・資格制度の親和性を踏まえると、フィリピン及びベトナムから我が国への人材派遣の可

能性がある。インドネシアは、中長期的には可能性があるが、足元では人材不足であり人材派遣は困難である。

人材派遣の可能性に係るサマリ

東南アジアにおいてはフィリピン及びベトナムから
我が国への人材派遣の可能性がある

我が国への
人材派遣の
可能性

給与水準

英語を使用できる

269,748ペソ/年
（598,841円/年）

資格制度の親和性に加え、英語を使用
できる点からも有望ではないか

エンジニアクラスは
英語を使用できる

英語を使用できない

90,948,000ドン/年
（454,740円/年）

68,988,000ルピア/年
（579,499円/年）

中長期的には可能性があるが、
足元では人材不足であり、
人材派遣は困難ではないか

インドネシア タイフィリピン

言語

出所：ヒアリングをもとにDTC作成。給与水準は、ジェトロ 2016年1月「アジア主要都市・地域の投資関連コスト比較」における賃金 2.エンジニア（中堅技術者）を参照

資格制度の相違及び英語力の点で課
題はあるが、人材の派遣余力は大きい

国家資格型＋第三者管理型

国家資格（取得義務有）

英語を使用できない
政府はASEAN各国への人材派遣に向
け技能試験の一部に英語試験を組み込

む可能性がある

むしろ人材を受け入れている状況であ
り、人材派遣は困難ではないか

282,000バーツ/年
（970,080円/年）

人材の需給
海外への派遣を行う等
人材不足感はない

EVNにおいて、新技術導入に伴い
人材余剰感が出ている

35GWの発電所開発計画のため
需要が増加し人材が不足している

人材余剰感あり 人材余剰感あり 不足傾向

高齢化が始まっており、
人材不足が生じ始めている

不足傾向

資格制度の
親和性

電気主任技術者及び電気工事士に相当
する資格が制定されている

資格は細分化されており、
我が国の資格制度とは異なる

資格はバリューチェーンかつ業務ごとに
制定されており、我が国の資格制度とは

一部異なる

電気主任技術者及び電気工事士に相当
する資格が制定されている

海外保安人材の受け入れ可能性5
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電工業界からは、海外人材の受け入れに向けた制度設計の要望はあるが、受け入れのコミットメントまではなされていな

い。海外人材の受け入れの先例に学び、人材のケアに多大な労力・コストを要することに留意する必要がある。

EPA導入に向けた課題及び対応すべき事項

海外からの電気工事士の受け入れには多大な労力・コストを要するため
制度設計にあたっては業界の強いコミットメントが前提となる

海外保安人材の受け入れ可能性5

 言語上のハンディキャップ、試験合格に
向けたサポートが必要だが、日本人と
同水準の給与の保障を求められ、日本
人を雇用した方が費用対効果が良い

 送り出し調整機関への支払い、訪日前
後の長期にわたる日本語教育等に費
やされる費用は非常に大きく、一人当
たりの育成コストは高い

 候補者は来日してから日本語での資格
試験に合格する必要がある

 試験に合格できない場合、帰国を余儀
なくされる

E
P

A

を
利
用
し
た

介
護
・
看
護
人
材

受
け
入
れ
の
課
題

1人当たり育成コストの高さ 実質的な雇用コストの高さ 試験合格の難しさ

 電工会社は、2020年以降の工事需要が見通せないため、海
外人材の採用をコミットするには至っていない。一定のコミッメ
ントを含め、海外人材の受け入れ体制構築に向けた、官民連
携によるトライアルが必要ではないか

官民一体の取り組み

 介護・看護人材の受け入れ制度における課題を踏まえ、
利用しやすい制度設計を行う必要がある

制度設計

電
工
業
界
の

要
望
及
び
現
状

対
応
す
べ
き
事
項

 電工業界では、将来的に人材不足が発生する可能性を見据え、海外人材受け入れに向けた制度設計を要望している
 海外人材受け入れに向けた制度設計を求めているものの、海外人材の受け入れをコミットした企業は、本調査のヒアリングの中
では確認できていない
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資格の相互認証制度の導入にあたっては、各国の資格制度が我が国と大きく異なるため、相手国の資格を作り込むか、

我が国が相互認証用の新資格を作るべきである。

介護・看護人材受け入れの課題と示唆

海外から受け入れる電気工事士に日本語による試験合格を求めるのは困難であり
資格の相互認証制度を設ける方が現実的である

EPAを利用した介
護・看護人材は、来
日してから試験合
格を求められる

海外からの派遣人
材はワーカーであ
り、日本語による試
験合格は難易度が
高いのではないか

相互認証の方法

日本人と同水準の
給与を保障しており
実質高コストになっ

てしまう

受け入れ側にイン
センティブが働く給
与水準を提示すべ

きである

各国における
資格制度が異なる

 フィリピン、タイは近い
 ベトナム、インドネシア

は異なる

海外保安人材の受け入れ可能性5

相手国の資格を作りに行く

 JICA等のPJとして行う
 ベトナムでは、JICAの専門家による支援が行
われたが、結果として我が国と大きく異なる資
格制度が導入されており、METIと連携した支
援ができることが望ましい

日本は電気工事士補（仮称）等
新資格を相互認証用に作る

 相手国のレベルを踏まえ、日本が制度設計を
行う

相手を合わせる

自分を合わせる

介護・看護人材の
EPAを踏まえた課題

電気工事士の
EPA導入への示唆
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外国人技能実習制度は、電工を含む業務独占資格の職種を対象としておらず、受け入れ人材は補助作業しか行えない。

EPAは導入に時間を要するが、適切に設計すれば、期待するレベルの技術者を受け入れることが可能である。

受入スキーム及び制度概要

海外人材の受け入れの検討に当たって まずは外国人技能実習制度の活用を検討し
次いでEPAを活用した高度な技術者の受け入れを検討してはどうか

対象国

高度専門職*1

（電工は高度専門
職に含まれない
可能性が高い）

全て

対象者

5

労働VISA

高度な技術者
（電工をEPAに追
加した場合）

ベトナム
フィリピン
インドネシア

EPA

トレーニー
ジュニアクラス

フィリピン
ベトナム等

15ヵ国

外国人技能
実習制度

日本の
市場による

給与水準

日本人と同水準
の給与保障
（実質高コスト）

日本の最低
賃金を保障

導入済
（単純労働者は受け入れ

ていない）

課題

外務省が相手国と交渉し
電工をEPAに追加する

法務省及び厚生労働省
が技能実習制度の対象
職種へ電工を追加する*2

受入スキーム

電工は高度専門職に含
まれない可能性が高く、
労働VISAによる就労受
け入れは容易ではない*3

電工をEPAに追加した場

合、期待するレベルの技
術者を受け入れることが
可能だが、適切な制度設
計には時間を要する

技能実習制度は、電工を含
む業務独占資格の職種を
対象としていない。このため、
経済産業省は、有資格者
の監督の下で業務を行える
新たな資格や制度を整える

必要がある

導入手続き 導入順序

外国人技能
実習制度

1

EPAへ移行

2

まずは外国人
技能実習制度
からquick winし
EPAを導入する

*1 出入国管理及び難民認定法で定める在留資格 *2 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則に、告示による職種の追加を行う
*3 入国管理局へのヒアリングによる

海外保安人材の受け入れ可能性
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人材派遣採用・育成

 海外人材の受け入れには、相応のリードタイムを要する

EPAの制度設計から人材の受け入れ開始までには、相応のリードタイムを要するため、電気工事業界の強いコミットメント

を前提に制度設計に着手してはどうか。

人材需給を踏まえた海外人材受け入れのタイムライン

海外人材受け入れに対する電気工事業界の強いコミットメントがあるならば
EPAの制度設計に着手することも検討に値する

海外保安人材の受け入れ可能性5

人材需給

海外人材の
受け入れ

人材不足が
発生するX-day

検討開始

キーイベント

シニア層の活用

堅調な工事需要

人材供給はやや不足

2つの
トリガー

2つの条件が成立する場合は
人材不足が発生する

シニア層の大量退職

工事がそれほど減らない

EPAの制度設計 X-day

業界の
コミットメント

201X年 202X年
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6. 提言

6.1 電気主任技術者

6.2 電気工事士
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若年層や認定校の減少
転職者層等への
限られた教育機会

低い入職率
実務経験未充足者等を採用・
育成するケースが少ない

電気主任技術者の人材不足の原因と対策

有資格者の入職促進と保安業界内での実務経験未充足者等の
採用・育成を促進するインセンティブが求められる

定着入職資格取得認知

対応すべき
事項

認知度不足

 認知のきっかけの大半が、親
族等に電気主任技術者がい
たことによる

 若年層及び認定校の減少に
歯止めを掛けることは困難

提言6

認知度不足 若年層・認定校の減少

 認定校は社会人未経験者を対象
にしており、電気保安業務に関心
を有する社会人（特に地方への転
職者層）が新たに学習しようとして
も、その受け皿が限られている

転職者層等への
限られた教育機会

 保安業界では、実務経験未充足
者等を採用・育成する法人が少な
い

実務経験未充足者等の
採用・育成が不十分

 有資格者は多いものの、人材募集
に当たり、効果的にリーチできてい
ない

有資格者へのリーチ不足

一般への認知度向上
認定校相当の

オンライン学習の導入

離職率は高くないため
問題ない

A B

主任 電工

試験合格者を
生涯に渡って捕捉する

保安業界内で実務経験未充足者
等を採用・育成する仕組みの導入

既存アプローチ先からの
入職率向上

C

D

E

低い入職率

 主な入職ターゲット層である認定
校等からの入職率が低い

概要

課題の有無
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定着

認知

資格取得

入職

業界横断的な
認知度向上に向けた取り組み

オンラインコースの創設による
転職者層等への教育機会提供

保安業界内で
実務経験未充足者等を

採用・育成するインセンティブ

有資格者を生涯に渡り捕捉する
システムの構築

離職率は高くないため問題ない N/A

入職率向上に
資する

これまで手薄だった
転職者層等への
アプローチ可能

実務経験未充足者
等の入職が促進さ

れる

有効だが
効果が出るまで
時間がかかる

関係団体が多いた
め、官が連携の場を
提供する意義あり

戦略の実行は
民が担う

制度設計は
官でなければ
できない

オンラインコースは
既存教育機関に
運営を依頼

インセンティブ設計
は官でなければ
できない

育成は民が担う

運営主体との
連携が必要

運営は民が担う

電気主任技術者の人材不足への対応策のうち、インパクトが大きい施策について、プライオリティーを上げて取り組むべき

である。

電気主任技術者の人材不足への対応策及びプライオリティー

人材需給緩和へのインパクトを考慮し
各種施策のプライオリティーを定めるべきである

対応策 詳細

役割分担

民官

提言6

主任 電工

第2章1節参照

第2章2節参照

第2章3節参照

インパクト

既存アプローチ先からの
入職率向上に向けた取り組み

入職率向上に
資する

認知度向上に向け
た取り組みを通じ
入職率向上を図る

B

C

D

A

E
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まずは官が採用・人材育成のインセンティブやオンライン認定校の制度を検討し、その運営を民に橋渡しすべきである。ま

た、業界横断的な認知度向上に向けた取り組みを、官民が連携して実行することが望ましい。

電気主任技術者の人材不足への対応策

業界内で採用・人材育成を促す仕組みやオンライン認定校制度について
官民で連携して取り組んでいくべきである

業界横断的な
認知度向上に向けた

取り組み

有資格者を生涯に渡り
捕捉し、転職を支援する

システムの構築

提言6

主任 電工

オンラインコースの創設
による転職者層等への

教育機会提供

保安業界内で
実務経験未充足者等を

採用・育成する
インセンティブ

既存アプローチ先からの
入職率向上に向けた

取り組み

優先度

対応策

対応
すべき
事項

 実務経験未充足者等を
保安業界内で採用・育
成できるようなインセン
ティブを設計

制度設計
官

 採用・育成は保安業界
全体で積極的に行って
いく

採用・育成
民

 関係機関が多く、まとまりにく
いことから、官がリードし業
界横断的な取り組みを立案

戦略策定
官

 策定した戦略の実行は
民主導

 コンテンツの更新・充実
 SNS・転職サイト・企業
ウェブサイトと連携する

実行・コンテンツ拡充
民

 認知度向上に向けた取
り組みを通じて、認定校
など既存の入職アプ
ローチ先からの入職率
向上を図る

入職率向上
民

 カリキュラムやシステム
の設計

 認定校制度における
「通信教育」を認める制
度設計

制度設計
官

 既存または新規の認定
校がオンラインコースを
運営する

コース運営
民

 届出に向けた仕組づくり
を行う

 有資格者を生涯に渡り
捕捉し、転職を支援する
システムの設計を行う

制度設計
官

 システムの運営
 システムに連携した求
人情報を発信する

運営
民

AD B E

C



144 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

6. 提言

6.1 電気主任技術者

6.2 電気工事士
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～
2種は問題ない

1種では実務経験認定方法
に改善の余地あり

OJT機能が弱い
低い入職率

入職ターゲット層が狭い

電気工事士の人材不足の原因と対策

業界の認知度を向上させ入職促進を図るとともに
特に離職率の高さが課題であるため定着率を向上させることが求められる

定着入職資格取得認知

対策の
方向性

認知度不足

 認知のきっかけの大半が、親
族等に電気工事士がいたこと
による

 事業承継のために電気工事
士資格を取得するケースは
多い

 入職後に資格を取得する
ケースが多く、資格取得自体
に問題はない

提言6

認知度不足 2種は問題ない

 5年の実務経験は長いという
意見や年数ではなく質や量で
判断すべきとの意見もある

1種は実務経験認定方法に
改善余地あり

 これまで工業高校生等をメインに
アプローチしてきており、普通科の
学生や転職者層等へのアプローチ
が少ない

狭い入職ターゲット層

一般への認知度向上
実務経験認定方法
の改善を検討

高い離職率

高い離職率

 職場環境も悪く、改善の余地
が大きい

 モチベーションの向上が必要

離職率の改善
（女性活躍推進含む）

概要

課題の有無

 高齢化が進む中、年配の職人から
若手へ技術の継承が図られづらい

OJT機能が弱い

BA G

主任 電工

 主な入職ターゲット層である養成
施設、工業高校等からの入職率が
低い

低い入職率

アプローチ先の拡大

既存アプローチ先
からの入職率向上

海外人材の受け入れ

OJT機能の強化

D

E

C

F
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入職率向上に
資する

電気工事士の主たる課題は離職率の改善や採用ターゲット層の拡大にあり、現場が対応すべきものが多い。官としては、

民の強いコミットメントを前提に、海外人材の受け入れ制度の検討などが期待される。

電気工事士の人材不足への対応策及びプライオリティー

電気工事士の主たる課題は離職率の改善やアプローチ先の拡大であり
電工会社の主体的な対応が求められる

対応策 詳細

提言6

主任 電工

役割分担

民官

第3章1節参照

第3章2節参照

第3章3節参照

第3章4節参照
定着

認知

資格取得

入職

業界横断的な
認知度向上に向けた取り組み

実務経験の認定方法の改善

既存アプローチ先からの
入職率向上に向けた取り組み

OJT機能の強化

海外人材の受け入れ

定着率向上に
資する可能性あり

入職率向上に
資する

入職率向上に
資する

関係団体が多いた
め、官が連携の場を
提供する意義あり

戦略の実行は
民が担う

法改正は
官でなければ
できない

電工会社が
主体的に
対応すべき

電工会社が
主体的に
対応すべき

離職率が高いため
効果は大きい

電工会社が
主体的に
対応すべき

アプローチ先の拡大

長期的な人材不足
対策に資する

制度変更は
官でなければ
できない

受け入れに向けた
コミットメントと
体制を構築する

第5章参照

B

C

E

A

F

D

第4章参照

インパクト

離職率の改善
（女性活躍推進含む）

G

入職率向上に
資する

認知度向上に向け
た取り組みを通じ
入職率向上を図る
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業界横断的な認知度向上に向けた取り組みを官民が連携しながら実行していくべきである。また、電工会社が改善すべき

事項も多く、官民が連携しながら離職率の改善に努めていくべきである。

電気工事士の人材不足への対応策

業界横断的な認知度向上や
離職率の改善などに取り組んでいくべきである

提言6

主任 電工

優先度

対応策

対応
すべき
事項

OJT機能の強化
業界横断的な
認知度向上

に向けた取り組み

アプローチ先
の拡大

離職率の改善
（女性活躍推進含む）

実務経験の
認定方法の改善

海外人材の
受け入れ既存アプローチ先

からの入職率向上
に向けた取り組み

要検討

 関係機関が多く、まとまり
にくいことから、官がリー
ドし業界横断的な認知度
向上の取り組みを立案

制度設計
官

 策定した戦略の実
行は民主導

 コンテンツの更新・
充実

 SNS・転職サイト・
企業ウェブサイトと
連携する

実行・コンテンツ拡充

民

 認知度向上に向け
た取り組みを通じ
て、養成施設や工
業高校生など既存
の入職アプローチ
先からの入職率向
上を図る

入職率向上
民

 入職後のOJT機能
の強化や体系的な
研修を実施する

教育強化
民

 工業高校生など既
存の入職アプロー
チ先に留まらず、
アプローチ先を普
通科高校生や転職
層などにも拡大す
る

範囲拡大
民

 プロ意識の醸成に
よりモチベーション
を向上する

 業務のマニュアル
化、作業の標準化
を図る

 トイレ・シャワー室
等を設置する

職場改善
民

 実務経験年数の短
縮要件の緩和や実
務経験の認定方法
の改善（年数では
なく量や質により測
るなど）を検討する

制度設計
官

 長期的な人材不足
を見据え、海外人
材受け入れ制度を
検討するのは有意
義

制度設計
官

 海外人材の受け入
れに向けた体制づ
くり

 制度設計の前提と
して、海外人材の
受け入れに関する
民の強いコミットメ
ントが不可欠

体制構築
民

GA EC B F

D
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Appendix

1. 人材需給の定量分析参考資料

2. 2016年度ワークショップ

3. 2017年度ワークショップ
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需要モデルにおける推計方法と使用統計

人材需給の定量分析：自家用電気工作物
種別ごとの自家用電気工作物数を独自モデルで推計した

受
電
設
備

発
電
設
備

自
家
用
電
気
工
作
物
※

変電
設備

※火薬製造所（200件弱）、鉱山については少数であるため上記の推計には含んでいない

財務省：国有財産一件別情報

国土交通省：鉄道統計年報

資源エネルギー庁：電力調査統計

NEDO：日本における風力発電設備・導入実績

資源エネルギー庁：再エネ設備認定状況
資源エネルギー庁：電力調査統計

官庁

民間

国

都道府県

市区町村

業務用

産業用

住宅用

鉄道変電所

火力

水力

風力

地熱

太陽光

バイオマス

建物種別の施設数
高圧受電の基準となる

延床面積
高圧受電
施設数

業種別・床面別の
施設数

業種別の床面当た
りの電力消費量

負荷率

業種別・床面別の施設数
業種別、床面当たりの

契約電力

変電所の施設数（すべて1種選任が必要な特高と想定）

発電所の施設数（すべて1種選任が必要な特高と想定）
※水力については1,000kW以上のみ、今後小水力を含めるよう要更新

発電容量別、各発電所の施設数

バイオマス発電所の施設数

マンション一括受電を行っている施設数

契約電力別の
施設数（低圧・
高圧・特高の
判別）

総務省：公共施設状況調経年比較表

国土交通省：法人建物調査
資源エネルギー庁：総合エネルギー統計

国土交通省：法人建物調査
建築物エネルギー消費量調査報告

平成 26 年度電源立地推進調整等事業、マンショ
ン一括受電サービスにかかわる実態調査

需要件数の推計法 使用統計

Appendix
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電気事業者へのアンケートによると、電気事業者は個別設備ごとではなく、個別設備の管轄事業所ごとに1人の主任技術

者を選任しており、その主任技術者を確保するための育成を継続して行っている。

電気事業者の主任技術者の選任数、在籍数（2016年）

人材需給の定量分析：事業用電気工作物
電気事業者において主任技術者の人材不足は生じない見通し

北海道電力

東北電力

東京電力HD

東京電力FP

東京電力PG

中部電力

関西電力

中国電力

北陸電力

九州電力

沖縄電力

四国電力

電源開発

電気事業者は主任技術者確保のため社内での育成を行っており、
必要な主任技術者数に対して充分な人数を確保している

出所：電気事業者連合会へのアンケートをもとにDTC作成

13,999

2,180
1,374

273

1,167

115

21
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

0

500

1,000

1,500

人 人

182

主任技術者選任数 第3種主任技術者第2種主任技術者第1種主任技術者

一社平均 (右軸)

合計人数 (左軸)

主任技術者の選任数 電気事業者に所属する主任技術者数アンケート対象企業

Appendix
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Appendix

1. 人材需給の定量分析参考資料

2. 2016年度ワークショップ

3. 2017年度ワークショップ
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2045年の電気保安のあり方について、テーマごとに4つのグループ（都市デザイン、メンテナンス、分散型社会、女性活躍

促進）に分かれディスカッションした。

ワークショップ概要

2016年度ワークショップ
各業界のエキスパートが各々の知見を活かし2045年の電気保安のあり方を議論した

第1回 第2回

2045年の世界観を踏まえ、
エネルギーインフラのあり方、電気保安のあり方について検討する

WSの目的

検討の方法

 テーマごとに4つのグループ（都市デザイン・メンテナンス・分散型社
会・女性活躍促進）に分けた

 模造紙に付箋紙を貼付しながら、議論した（模造紙による取りまとめ
結果は次ページ以降を参照）

アウトプット  2045年の世界観
 2045年のエネルギーインフラ
のあり方

 2045年の電気保安のあり方

検討テーマ

1 2

ワークショップの各回概要 参加者

Appendix

 4つのテーマ（都市デザイン・メンテナンス・分散型社会・女性活躍促
進）に基づく、2045年の世界観、エネルギーインフラ・電気保安のあり
方

広告代理店

システムインテグレータ

シンクタンク

政府系金融機関

総合重機メーカー

電気機器メーカー

文具・事務機器メーカー 等

延べ 60名
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2045年の世界観 2045年のエネルギーインフラと保安の担い手・あり方

2016年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：都市デザインGr1 2

世界人口の7割が
都市に住む

(2050)

2045年
都市

•大都市に高齢者
が増える

•地方は限界集落
が増える

東京一極集中が
進む

大都市への
集中

地方の過疎

バーチャルシティ

世界観
エネルギーソーシャル

セキュリティ

バーチャル
オフィス（学校、
会社に毎日行かな

くても良い）

シェアリングエコ
ノミーとリンク

する
都市のコミュニ
ティスペース

貨幣はなく
なっている
・カード

全てが、スマート
ハウス

個人IDでエネル
ギーも可視化

環境

生活

政治

経済

災害 テクノロジー

•化石燃料をほと
んど使えない
（気候変動・
枯かつ）

↓
•移動をしないこ
とが原則となる
•すべて通信を介
して情報の伝達
が行われる

都市型スマート
エリアの普及

郊外型スマート
エリアの普及

地産地消

自然がより
貴重

シンプルな
生活スタイル

バイタルデータと
医療サービスが

連携
スマートウェルネ

スタウン

AIは当り前のインフラ
に･･･

かゆいところにも手の
届いている機械生産

↕
「手づくり」がかなり

高価なものに

• スマートメーターの普
及

• スマホなどの個人デー
タの共有（活用）

• バイタルデータの 〃
ICT技術の革新

個人情報の●共有

AIの発展
①働かなくても

いい世界
②富の偏差

交通や流通は
すべてIOTで
つながる

働き方改革
テレワーク

VR/AR
都市間/都市内の

移動は減少

中高部活

幼児教育

医療サービス
‖

バーチャルで
はまかないき

れない

健康維持
↑

運動

集まらないと
いけないもの

水

食料

電力

維持するための
インフラ

PVの発動効率 40%以上
都市排路の有効利用度up
（下水排路、ゴミ、etc）

再生可能エネルギー
利用時の革新

ドローンの利活用
都市内の輸送
エリア限定

太陽光発電が
すべての家に
導入される

IOT? Streetが
発電できてテロの

防止もできる

発電蓄電が都市の
中でまかなえる
（エネルギー
マイル）

自動車はFCVとEV
のみになる

自動運転が普通に
なる

自動運転の進展
レベル4

環境への負荷は
さらに減

自動運転車で移動
（電車はなくなる?）

↓
駅近のバリューが

なくなる？

店舗はほとんど
コンビニになる

国と国との
競争が激しく
→貧富の差

• テロなどの
脅威

• 町の防御力･･･

道路、鉄道、橋、
水道などのイン
フラが荒廃する

様々な世代か
ら代議士が･･･
10代代議士も

コンサバティブ化
↓

リベラル・グロー
バル化の反動

エネルギー源
⇒身の周りのエネルギー活用

都市の中の
インフラの変化

分散型
蓄電

排水
エネルギー

全ての家、道
路の上など
太陽光発電

都市の中の
再エネ

全ての家が
地熱Hを使って

いる

振動
（道路、線路）

地震？

下水、ゴミか
ら水素がつく
られて蓄留で

きる

材木や雑草か
ら電気や水素
ができている

空間に存在す
る電磁波、放
射線からエネ
ルギーを獲得

する

電磁波
気長に蓄電

ビル風発電

送電線が不要に
なり、エネル

ギー受信システ
ムにより、エネ
ルギーの供給を

受ける

水から電気分解
で、水素を作っ
て必要時に電気

や熱を作る

配電はいらなく
なる？

電力会社が電気
の供給を受けな

くなる？

融通し合う

マンション、
ビル管理組合で

保守管理

街のエネルギー
を

AI管理
<☆平常時> <☆緊急時>

（地球規模）

もっと広範な
自然エネルギー集積装置

雷のいな光を
エネルギーへ

↓
電力化

地震

地震

免震装置に設置

台風の
エネルギー

↓
電力化

海洋エネルギー

生きていること
がエネルギーに
➡装着した機器
に熱量蓄積➡
電気化

①
人間、ペットの
エネルギー・

熱量

②
熱量をエネル

ギーに
変換、蓄積

③
蓄積したエネル
ギーを売る➡エ
ネルギー収集ス
テーション

Well-being

コミュニティ
エコマイル

使い方を変える

④
エネ収集ステーション
コミュニティ・エン
ジェルがいて対応

↓
売エネ量に応じて都度

アドバイス

☆Ji-Ba
平常時保安

☆健康増進
エネ・ウェル・

ポイント

➡防犯 up!
コミュニティ
up!

☆保安レディ
（定期メンテ）

復旧にロボット
VR×ロボ
遠隔操作

人
• ロボット操作
• 緊急時対応・
指揮

いざという
時助け合う

（建物内）
電力の自給自足

（電力会社の）
リソース

エネルギーが個人
で選べる

電気事業と他の
サービスがセット

に

災害をさけるため
の（減災？）

電力会社、人材
（セコムとエネル
ギーを一緒に）

コミュニティ
による保安

ロボット
による保安

AIによるエネル
ギー管理と融通

出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化

都市への一層の集中

コミュニティサービス維持
のためのコミュニティ化

AIによる管
理

1 2
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154 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

2045年の世界観
とソーシャル
セキュリティ

2045年の世界観 2045年のエネルギーインフラと保安の担い手・あり方

2016年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：メンテナンスGr1 2

地域社会見直し

自分で出来る
事は

自分でやる

都心→田舎

転居が簡単に
なる

住居の多様化

家族機能の
多様化

“家”の概念の
進化

宇宙に住む

リモート
ワーク

学校の統廃合

在宅ワークの
一般化

考え方の近い人
のコミュニティ

化

災害予知

自然エネルギー
拡大

コピー機の例
→自分でできる
→外から見れる

ロボットとの
共存

メンテナンスを
するべきものす
べきでないもの

自給自足
メンテナンス

「民主主義」
の変化

地域
政治

メンテナンスが
人の生きがいに

なる

コミュニティの
誕生

自己責任
規制不要

自然の力で勝手
にメンテナンス

↓
必要なところで

やればいい

テロ増

銀行不要
電力タダ

世界共通通貨
シェアリング
エコノミー

メンテナンス
する人

知らない

不動産
需要減

VRバッテリー

ロボット充電
ＳＴＡＴＩＯＮ

ロボットが自分
で保安

人のロボット化 エネルギー伝送

勝手に発電

太陽光発電技術
の進化

点検不要

体内デバイス

センサーカメラ

自然のめぐみ
→価値

自動運転

自動翻訳

意志がコント
ローラーになる

自動化

なまける

スーツケースで
暮らす人達

専門学校のみ

要介護
増

生活

政治

経済

テクノロジー

環境

エネルギーのインターネット化

全家庭が
スマグリで
つながる

まずコミュニ
ティで融通

↓
世界グリッド

市場
メカニズムで
コントロール

需給予想
市場が

立ち上がる

電力の分散
在庫管理

在庫管理
↓

マーケット原理

市場原理の導入防災管理
自治体

コミュニティ

リスクマネジメ
ントベースシス

テム

市場への規制
(セーフガード)

安定電源
（バックアップ）

宇宙に
核融合発電

イオン交換
海水発電

原子力

水、海水、排熱、
干満、太陽、

蓄電
地域特性発電

時間差発電
四季発電

電力会社10社
ガス会社2万社

↓
地域発電

電気を
（不安定）

コミュニティで
融通する

体温発電

地産地消
個産個消
化石燃料

水

分散電源

エネルギーリテラシー
を高め社会全体で保安

誰が 平時 非常時 復旧

分散電源

事故、感電、
火災

グリッド

供給確保

安定電源

メーカーが管理
してくれる

家電のような
発電

個人のエネル
ギーリテラシー

地域

広域
（地域）

国

分散電源と同様

電力番
国連

標準化

プロ

政策
法体系

IOTで
モニタリング

五感センサー

保険

メーカーが
遠隔修理

メーカーが
診断、発報

ロボット

ホームケア会社
が飛んでくる

ホームセキュリ
ティ
宅配業者
ホーム
クリーニング

ガス会社
弁当配達

リタイア後の
有識、経験を

生かす

地域で守る

見回り
高齢者
女性

女性の
キャリアパスを

つくる

散歩
モニター

認定のバッチ
（簡易な資格）

プロ プロ

市場の暴走
↓

市場原理規制

AIと市場原理よる
需給コントロール

地方における価値観の近い
人によるコミュニティ化

AI・ロボットの普及

出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化

1 2
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155 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

2045年の世界観 2045年のエネルギーインフラと保安の担い手・あり方

2016年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：分散型社会Gr1 2

センサーで保守
－統括は必須

カリキュラム
スキル変わる

↕
強電知識は
なくせない

電力事業者と
安全

（工事、復旧）

電力システム設備
の自動保全

管理技術の進展

アンチテーゼ
として
集中

ワイヤレス

エネルギーは
各家庭で

ほぼ自給自足

AIと
オープンデータ

電力による
生活見える化

セキュリティ
• IoT

蓄電池技術

（意図的な
縮小）

気候変動

完全リサイクル

自然災害の増加と
被害の甚大化

インターネット
情報化

労働環境

24H 働く
ピーク

なくなる？

超高齢化社会

プライバシーと
保安

（生活状況まで
わかる）

お手伝い
ロボット

白物家電の自動化
（ロボット）

• IoT
• スマート
メーター

インターネット的
電力発送システム

IoTを活用した
民生部門のエネル
ギー使用状況の

変化
（省エネ、発電）

東京以外地方
経済成り立つ？
コンパクト？

コンパクト
シティ

集まって住む
電力の集中

電力マネジメン
トを核とした

• 自治共同体
• 経済単位

江戸時代
300藩体制

復興にあわせて
新しいエネル
ギーインフラ

↓
↓

×
？

利
用
？

分散型
→電力、人材、

災害対応

コントロール
地域間やりとり

電気製品に
発電が付属

小型発電

資源の枯渇
深刻に

↓（産業）
省エネ意識

高まる

電気自給自足

エネルギーを
含むあらゆる物
の地産地消社会

コンパクト
シティーの出現

（町・村の
消滅）

使う量
省エネにおとす
コントロール

カーボン取引
システムの

成立
市場取引

通貨の代わり

家
↕ ↕
一軒

生活 テクノロジー

無配線化

装置（電気）
で生産システム
＝基幹エネル

ギー
水・空気 etc

現地発電

むしろ地球上では
エネルギーを戻す

（例）
CO2 → C

H20 → H2+O2

水素電池みたい
に、これを電池
として輸送する

ことも可能

蓄電池

蓄電池に
クリーンな電気

を貯める

宇宙から送電
（ケーブルは
使わない）

超電導技術
の開発

宇宙で発電
太陽光タービンも

（地球上ではCO2
を出さない）

宇宙デブリ
（ゴミ）を
燃やして発電

地球の
回転力

宇宙空間で
太陽光

自然 宇宙
エネルギー

の利用

雷を
つかまえる

海流の流れを
利用して発電

微生物の
分解エネルギー

を回収

CO2の地下貯蔵

自然エネルギー
風力、波力、

潮力、
水力、地熱

1人1人に
ポケット発電機
個人レベルでの

発電

空中

風力 太陽光

Non-電気
ソリューション

ハイブリット
システム

• ガス＋電気
• アルコール＋電気

蓄電
• コンデンサー
• 燃料電池
• 水、バッテリー
（NiNH、lithium
他）

急速充電
＋

電池

照明とエアコン
動力（エレベー
タ等）とそれ以
外分けて考える

交流
50Hz-60Hz
100V-200V

↓
？

高圧直流、低圧直流

直流
配電システム

• 情報線と共通
• Power on 
Ether

• USB

ハイテク人材
燃料電池
の取扱い

高圧／低圧大電
流システムと
充電池の安全

（爆発の危険）

人体に影響
を与えないよう
電磁波をWatch

する人材

ガス等の
プラント／配送

システムの
メンテナンス
ガス会社？

旧システムの
老朽化対策

個人ー大手
の垣根がなくな

る

外国人

高度人材
便利屋さん

兼業
↑

（今、40件
到達2H以内

保安）
（平時）
IoTなどが
管理・監視

メンテナンスや
工事を軽くする
方向の製品開発
フラット型とか

DIY型
メンテナンス

テクノロジーの
手助け

住人がやる
基本は設備自身
が診断するので、
それを人の目で

確認する

工事－ある程度
ユニット化
＋きちんと監理
必要

他業種から主任技
術者に転職する

送電・貯電を
総合的に管理す

る人材

エネルギーの創り方 運び方
（広義の蓄電）

使い方

集中

集中型の部分の
メンテはモラル

が必要
統括と人の手が

必要

宇宙

地上

エネルギー源をはこぶ

自治体の
雇った専門の

保安員

（非常時）
• 専業主婦
• 退職したお年寄り
• 子供
でもできるシステム
に

個人ごとの契約
配電（配送）

電池＋IoT
（センサー）

自動集計の可視化

送電

体力使う部分を
ロボット

＋
（女性＋）知識豊
富な高齢者活躍

80まで働く

コンパクト
シティ

エネルギー税
↓

電気代無償

各家庭で発電し
１つの大きな拠
点（ハブ）で

集約

各家庭で
自給自足

→足りない分を
各地域にある発
電所から購入

エコ発電であれ
ばあるほど
高く買い取り

余ったら
その発電所に

買ってもらえる
（FIT）

電気を自給自足するコンパクトシティの出現

政治 経済環境

ロボットによる保安の代替と
メンテナンステクノロジーの支援を受

けた住人によるDIY型の保安

宇宙における発電所と無線送電＋
地上の再生可能エネルギーと充電池の普及

出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化

1 2

復旧人材の不足化
と

ロボット支援技術
の進展

分散型社会の間で
の

協力契約が不可欠

地域全体（発電、
配電、需要設備）
の保全

ガス、水素、オ
イル（小型ガス
タービン）、ア
ルコール、燃料

電池

実は保安人材は
ロボットは人口
知能では置き換
えられない

日本人が食べて
いく職業にする

女性に適性があ
るのではないか
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156 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

2045年の世界観 2045年のエネルギーインフラと保安の担い手・あり方

2016年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：女性活躍推進Gr1 2

2045年『Community Angel』が活躍

個が
セキュリティに

参加

企業体の変革
（営利系→社会

貢献系）

パーソナル型
社会

（個人商店）
起業が増加

自治への参画

各家庭で発電・
消費、外部から

の電力不要
電力確保の責任

は各家庭に

個々人が自律的
に生産に参加

男女差異の
曖昧化

電気保安従事者
に占める女性の

割合
2%→10%

女性個々が働ける
• 企業に所属しな
い

• 子育て中でも
• カウンセラーと
か

賃金格差
子育て中の時間

増える

プレミアム
フライデー等
ゆとり増大

原則共働き

女性の働き方
•共働き
•女性CEO増
（50%）

高齢の女性

子育てへの
シニア参画

子育て業界増

介護住人を
コミュニティ

守る

ヘルスケア

コミュニティ
ガーディアン
エンジェル

地域に無関係な
労働力

訪日外国人
2000万人

→8000万人

電気保安従事者
に占める外国籍
の方の割合
0.1%→?

都市が経済単位
（人材流動）

人口比率の
地域格差拡大

専制君主制

人口移動

コンパクト
シティ

高齢者を身近で
支える

コミュニティ

女性のコミュニ
ケーション

適応力
ネットワーキン

グを活用

人間のロボット化
ロボットの人間化
男女役割の曖昧化

テクノロジー
（ロボットAI）

ソーシャルセ
キュリティ

マンション管理
などのロボット

／カメラ

ロボット
肉体労働

ロボットが
更に進化

パワースーツ

カスタマイズの
平易化

（コスト、
時間）

AIアシストによ
る直接選挙

機器による力の
増強で女性の勤
務範囲広がる

教育変革
いつでも学べる

（STEM）
無料で

無線で
全世界がネット
ワークでつなが

る

ファッショナブ
ル

カルチャー

エンジニアリン
グ可

コンストラク
ション不可？

定年の概念
消失

完全週休3日制

電力のシェアリ
ング

昼と夜を分けて
利用

新エネ
再生可能エネル

ギー

余分なエネル
ギー利用

Ex.工場共同
利用

•新エネ台頭
•新運用スキーム
（デマンドレス

ポンス）

化石燃料の枯渇
により、石油・
石炭・LNGの
確保が困難

電力網
再構

送電無線化

気候変動による
新マーケット

自然災害
対応人材
必要

環境有事

様々なもの
繋がる

次元上がる！
マルチ

タスキング

省エネ
（CO2増）

送電ロス減らす

↓
セキュア安心！

バイオデータ
個人データ

（チップ埋込み）

コミュニティの
発電所

電力 水

ガス 公園

生活
アドバイザー

インフラ
ヒューマン
ステーション

子育て 介護

ヒューマンサービス

パートナー
（嵐のような）

伝えることも
子供への

インフラ教育

価値
交換

できる仕事

地域の
•生きがい
•役割

（PTA）

住みたい地域

標準化

働き続けられる

どこでも働ける

子育て中
の女性

高齢の
女性

場所 時間 やりがい 結果

育てるインフラで個とコミュニティの成長

近くの公園

公園の小川に
流れている水力
発電機を見に

行く

週1回子供と
一緒に

いろいろな人と
触れ合える経験

自分の成長

収入
（町内会から）

お金ではない
対価

（ポイント）

歩いて行ける
町内

少し広めの範囲

毎日

散歩がてら
町内見回り

電力メーターが
回っているか？

健康長寿へ

人とふれ合い
心の支えに

人とのふれ合い

子供とのふれ合
い

寂しさが
なくなる

新たな価値の
誕生!!

「働く意義」の
変化

地域力向上
治安が良く

コミュニティの
成長

ストレス発散

ハードウェアの
メンテから

↓
ヒューマンサービス

コミュニティ
インフラを育てる

育てるインフラ

インフラ農業にも

自然に触れる

家族
（子供）
でできる

仕事（稼ぎ）
じゃない

見守り感覚

地域の単位

地域を支える
というやりがい

引っ越してもできる

子供と一緒
子供に伝える

出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化

1 2
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157 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

2045年の世界観

2016年度ワークショップ
マインドマップを使い WSの議論をもとに2045年の世界観を描いた

2045年の世界観

Virtual Reality
(対面する必要性の低下)

触れ合う価値の向上

再エネの大量普及

エネルギーの地産地消

ノマドライフ
(場所を選ばない職場・学校)

大
都
市
へ
の
一
層
の
集
中
に
よ
る
効
率
化

地
方
は
コ
ン
パ
ク
ト
に
集
ま
り
地
産
地
消

人が集う施設の都市への集中
(若者の教育、スポーツ、医療など)

シェアリングエコノミー

集まった方が融通しやすい

コンパクトシティー
(Portlandの様な都市の増加)

余剰エネルギーの融通

④分散化に対応
した保安の
必要性

AI・ロボット
(定型業務の自動化)

住職近接のためのビルの大規模化

③都市インフラの
保安は将来も

必要

都市防災

②「人」が担う
価値が高まる

①AI・ロボットが
定型業務を
分担する

ドローン・自動運転
(運輸・輸送のパーソナライズ)

地方への分散が進む
(都市の価値低下)

Virtual office/school
(通勤・通学がなくなる)

運輸トラフィックの減少

ダイバーシティー

分散型エネルギーインフラ
への転換

都市向けの大型電力インフラは残る
(高エネルギー密度は分散電源では無理)

通勤時間より
住環境の価値が向上

A
I・
ロ
ボ
ッ
ト
が
定
型
業
務
で
は
人
を
代
替

「
人
」
な
ら
で
は
の
価
値
が
向
上

保安・見守り・介護の一体化
男女差の曖昧化

コミュニティー単位の自治

人のロボット化
(体内デバイス・パワー

スーツ)

ロボットの普及

ロボットによる保安 ロボット自体のメンテ

価値観の分散

共通の価値観を持つ者の集合

アセット総数減少

働き方改革

人間のみが持ち得る
価値の高まり

仕事のファッショナブル化

人の暖かさが活きる職種
の高付加価値化

インフラの自己メンテナンス

超高齢化

健康寿命長期化

働く生きがいの確保

介護

地域の安全見守り

1

出所：ワークショップでの議論をもとに作成
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158 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

2045年における居住エリアやライフスタイルの変化により、求められる建物も変わる。結果、都市のエネルギー密度が上

がり、地方は下がるため、都市と地方で求められるエネルギーインフラが変わるとの議論がなされた。

2045年の世界観を踏まえたエネルギーインフラのあり方

2016年度ワークショップ
都市・地方ともに分散電源を中心としたエネルギー供給が行われるのではないか

2045年の居住エリア ライフスタイルの変化

都市

地方

 世界の人口7割が都市
部に集中する

 都市のさらなる大規模
化が進行する

 地方で人口減少が進む

 一方、自然に魅力を感
じ地方に移る人も一定
数存在する

 その際、コミュニテサー
ビスの効率的な運用の
ためコンパクトシティ化
が進行する

都市への一層の集中

地方における分散した
コミュニティの形成

 バーチャルオフィスによ
るテレワークが普及す
る

 そのため、人の移動は
減少する

 ロボットやロボットスー
ツが生活に浸透し、一
部の業務はロボットに
代替される

 人だからできること、人
らしいことの価値が向
上する

VR・ARにより場所に

縛られない働き方・生
き方が一般化

ロボットの生活への
浸透

建物の変化

 建物の高層化が進む

 建物だけでなく都市全
体がAIによりコントロー

ルされる（空調や交通
等）

 地方では土地の余裕を
生かした低層建築物が
拡がり、結果として自給
自足の建物
（ZEB,ZEH）が主流と
なる

建物の高層化・
高密度化

ZEB、ZEHの増加

エネルギー密度上昇。
地域内の電力の融通

エネルギー密度低下。
建物毎の自給自足を基本と
したエネルギーインフラ

 各家庭・建物に再生可能エネルギー
（太陽光・風力など）・蓄電池が導入さ
れ、エネルギーは自給自足される

 建物内の自給自足を基本としつつも、
マイクログリッドを通じコミュニティ内で
電力が融通される

2045年のエネルギーインフラ
のあり方

AIに集中管理された分散電源

建物毎の自給自足を基本とした分
散電源とマイクログリッドによる融通

2

バックアップとしての大規模電源

 大規模電源はバックアップや需
給調整向けに役割を変えるの
ではいか

 エネルギー密度の高い都市を支え
るためAIによる都市インフラと分散
電源（蓄電池含む）の集中管理

 都市部のスマート化した配電網で
電力を積極的に融通する

出所：ワークショップでの議論をもとに作成
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159 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

再エネの拡大に伴い保安対象設備は増えるため、定型的な保安業務はAI・IoTに代替されていく。危険度の高い保安業務

はロボットを活用し、コミュニティの力も借りながら、プロの保安従事者の負荷を減らし適材適所が進むのではないか。

2045年の世界観を踏まえた都市・地方の保安のあり方

2016年度ワークショップ
AI・IoTやロボット、地域のコミュニティが保安の担い手の一員になるのではないか2

エネルギー
インフラのあり方

 AI・IoTで遠隔モニタリングや故障予

知が可能になれば、定型的な保安業
務の一部は代替可能ではないか

AI・IoTによる保安業務の代替

 人が物理的に行う業務でも、危険個所など一部はロボットで代替可能
ではないか

 遠隔地にある保安対象設備に対して、直接人が出向かず保安のロ
ボットを現地に設置しておくのも一案ではないか

AI・IoT・ロボットによる保安 プロ＋ロボットによる保安

 AI・IoTやロボットが代替でき
ない業務の内、簡易なもの
は介護や保育等のコミュニ
ティーサービスと兼業化する
ことできないか

保安とコミュニティー
サービスの兼業化

非常時対応

プロフェッショナルによる保安

 高い技術が必要な保安対象設備は、引き続き、高い

技術力を持つプロフェッショナルにより保安が行われる
のではないか

2045年の世界観における保安業務の担い手・あり方

 重要な意思決定が必要な業
務は引き続きプロが担う

 危険な業務（高所、遠隔の洋
上等）は技術者がロボット
アームで行うことも可能では
ないか

定型業務 保守業務

都
市

地
方

高圧の電力融通用
の送配電網

バックアップとして
の大規模電源

低圧の電力融通用
の配電網

分散電源

件数の
多寡

多

件
数

作業の
危険度

高

危
険
度

出所：ワークショップでの議論をもとに作成
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Appendix

1. 人材需給の定量分析参考資料

2. 2016年度ワークショップ

3. 2017年度ワークショップ
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保安業界の魅力や業界への入職促進施策の方向性について、学生や社会人女性、キャリアコンサルタント（転職者視点）

のグループごとにディスカッションした。

ワークショップ概要

2017年度ワークショップ
保安業界の魅力を訴求するためのプロモーション施策の方向性を議論した

第1回 第2回

保安業界の魅力を再発見し、
保安業界への入職促進施策の方向性を検討する

WSの目的

検討の方法

 3つのグループ（学生・社会人女性・キャリアコンサルタント）に分けた
 各グループには業務の実態を把握するため、電気主任技術者又は
電気工事士を配置した

 模造紙に付箋紙を貼付しながら、議論した（模造紙による取りまとめ
結果は次ページ以降を参照）

アウトプット  電気保安業界の魅力
 電気保安業界の魅力を訴求す
るためのプロモーション施策の
方向性

検討
テーマ

 保安業務のリフレーミング
保安業界の魅力向上のためのあ
るべき姿を考える

 ストーリーのデザイン
第1回で発見した魅力や理想像を
訴求するためのプロモーション施
策を考える

電気主任技術者

電気工事士

学生

社会人女性

キャリアコンサルタント

延べ 43名

1 2

ワークショップの各回概要 参加者
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162 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

現場で働く人の思いや価値観に共感できるコンテンツが有効。SNS等を活用し情報発信するにあたっても、誰に何を伝え

たいかによって、SNSごとの特性やユーザー層を踏まえて、効果的に使い分けることが必要である。

保安業界の魅力 プロモーション施策の方向性

2017年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：学生Gr

元々キカ
イが好き
だった

お父さんが
自動車を整
備（オート
バイも！）

直感を大切
に。

技術
→IT系？
→ずっと座
るの？

ゼロから
スタート
つくる

ユニークな
研修／旅行

資格がある。
→他の会社

にも

自分がいない
と仕事が回ら
ない

責任感

色んな仕事
ができる

がつく

やりがい コミュニ
ケーショ

ン力

周りの人を
大切にした
い。

職人さんと
いかに仲を

築くか

コミュニ
ケーション

60以上多め
↑

価値観 「楽しそうな会社」

チーム
プレイ

トイレの整備

育休
休日

かっこいい
威厳のある
制服

ドラマ 当たり前す
ぎてありが
たみがない

「工事士」
↑でも思ったよりが
がががってやるだけ
ではない

社会的

「女性らし
くない」マネジメント

系の仕事であ
るイメージ
（が今ない）

イメージ

技士 呼び方

制服が
かっこいい。
（2011年に
変わった）

ファッショ
ン

スケジュー
ル全て現場
次第

職人さんと
の連携

建築業界と
の連携

五輪

老人ホーム
増えてる

学校

病院(大変な
モノ)の電気
工事

海外需要

どんどん難し
い仕事にチャ

レンジ

（今は3人
セット）

一人で現場の
トップになる

絶対なくな
らないはず

今後
電気化が進
行して重要
度が増す

実は、
今、電気が
アツい。

将来性

「安全」が
大事

朝が早い

5:30起き
↓
4:00おきでジムへ
（Forテコンドー）

建築さんが
指示を出す

仕事内容的
には、横並
び

実際、
工業高校系
の人が多い

認知・関心 理解 行動

YouTube
電気工事
とは？
電気とは？

Twitter

「電気がなく
なった世界」が
テーマの
映画・番組

イベントと
の
コラボ キッザニア

大人版

作業着
ファッショ
ンショー 職種として

知ってもら
う

カフェ
（SHIRU 
CAFE）

企業と学生
の交流

HP
ビルができ
るまで

CM

電気に関わ
る人々の取
組

現場のLive
配信 停電訓練

Live配信

オンライン
ゲーム

リアルタイ
ムでの作業
を見てもら
う！！

電気がなく
なると？！

『ビルの窓
から』

実際に
作る

TV・
ネット
ニュース

拡散
普及

（話題性）

無電
キャンプ

停電訓練

リビングラ
ボ
検証

電気が無い
生活を体験
する

1 2

出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化 （黄色付箋：ファーストインプレッション ピンク付箋：追加的に思いついたもの）

1 2

社会
貢献

自己
存在

持続的
安心

その他

自己
成長

仲間
意識

きっかけ その他魅力 ニーズ 理想

オ
ン
ラ
イ
ン

メ
デ
ィ
ア

オ
フ
ラ
イ
ン
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認知・関心 理解 行動

オ
ン
ラ
イ
ン

メ
デ
ィ
ア

オ
フ
ラ
イ
ン

社会
貢献

自己
存在

持続的
安心

その他

自己
成長

仲間
意識

きっかけ その他魅力 ニーズ 理想

心地よい照明空間の提案など女性ならではのきめ細やかな対応は大きな強みになる。女性の入職を促進するためには、

女性技術者の働き方・キャリア形成などの実態を各種広報媒体を活用し、広く認知してもらうことが重要である。

保安業界の魅力 プロモーション施策の方向性

2017年度ワークショップ
ワークショップ議論内容：社会人女性Gr

守っている
人がいるか
ら使える意
義

電気はなくて
はならないも
のみなの役立
ててる
うれしい

分らないか
ら興味沸く
電気

理系選択

電気保安協
会の人の話
を聞いた

きっかけ
父 保安業務を
おもしろく教え
てもらっていた
（介護から転
職）

この分野の
プロになり
たい！

社会インフラ
作っている自
信
縁の下の力持
ち

世界トップレ
ベルの電気を
工事するとい
う自信

意外とフレ
ンドリー

職人さんたち
と一つのもの
を作り上げる
良さ
（仲間意識）

お客さんと
ちゃんと話
すように分
り易く

ホッ

心地良い空
間（照明）
を
提案できる

自分がやる
ことのお客
様への付加
価値の提供

内容
指名なども
ある
責任感

女性ならで
は
• 細かい作業
• デザイン
• 照明

サラリー
安定 出産・育児

ブランクが
あっても続け
られる
（現場ごと）

電気とお客
様のあいだ
に

お客様への
提案 内容
不利益を被
らないよう
に

▼問題
仕事量大↑

上位資格
取得目指す

[女性つよみ]
女性ならでは
視点

[女性つよ
み]
女性の存在

+

命にか
かわる
こと

[女性つよ
み]
女性限定の
場所に入れ
る 寮

男性・女性
の問題とし
て働き方が
問題

トイレ・更
衣室がない

• 電気の重要性を
認識

• 電気というと女
性のイメージが
しない
→ 女性のイ

メージつく
り

当たり前の
日常を守り
続けること

良くなったらイイナ
• 職人さん多い
• 突貫工事も多い
• 若い職人が少ない
→50～60、20代

! 野望
職場を明る
くしたい！
PRしたい！

女性の相談
相手を増や
す

一人前の技
術者にな
る！ 女性一人な

ので、精神
的にきたえ
られる

指名を
もらえる

営業女
性強し

安全・安心
だけでない
＋αの魅力
を評価され
る

会社として
は女性が初
めて自分が
環境を変え
ていける

IT化
AIの導入の
促進

かっこいいイ
メージをつく
る
• ダンス
• ユニフォーム
• ドラマ

日本の安全・
安心
電気の事故は
他国に比べて
格段に良い 海外では電

気工事の資
格がない

仕事量多い
24h求めら
れる

▼問題
過こくな仕
事まわって
くる

• 業界全体の問題
（建築業界）

• やめていく人が多
い
• ツライ
• 体力的に

雇用の安定

情報限定的
入職のため
の

分業①
仕事の内容
• 空調、照明の
配置

• 施工計画
• 設計図作成
• 資材の発注

Facebook
20代
女性技術者
紹介

国家資格
取得できる

待遇の良さ
アピール

日経Woman
雑誌・オン
ライン

リクナビ
マイナビで
技術者紹介

アワードで
女性技術者
の受賞者紹
介

女子高
（校）
キャリア教
育

誰でも性差
なくできる

オリエンタル
ランド
エレクトリカ
ルパレード
停電体験

“イベント”
で停電体験
シュミレー
ション

blogで仕事の
1日を紹介

女性の技術者
の1日の紹介

仕事に対する
姿勢
プライベート
の紹介

配電盤
チェック

点灯!!
・・

日本は世界一
停電が少ない
ことをアピー
ル

身近な事例
タコ足配線
…火事

Shop、
デパート、
cafe…

使う側から
守る側へ

汚い
難しい

仕事で
はない

>

職業体験

女性技術者
と
女子学生の
女子会

エレクトリカル
ガールズ
パーティー

エレクトリカル

オリエンタ
ルランド
タイアップ

1 2

1 2
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出所： ワークショップの模造紙による取りまとめ結果をDTCにて電子化 （黄色付箋：ファーストインプレッション ピンク付箋：追加的に思いついたもの）
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頁 図表番号 タイトル
16 図1 主任技術者の選任が必要な受電設備を持つ建物数推移

16 図2 電源構成の推移

16 図3 再生可能エネルギー発電量の推移
16 図4 自家用火力発電所件数の推移

16 図5 2種主任技術者の必要人数推移
16 図6 3種主任技術者の必要人数推移
16 図7 外部委託業務向け3種主任技術者の必要人数推移

17 図8 2種主任技術者の需給バランス
17 図9 3種主任技術者の需給バランス
17 図10 外部委託業務向け3種主任技術者の需給バランス
17 図11 2種主任技術者の需要増加分要因
17 図12 外部委託業務向け3種主任技術者の人材不足の要因

18 図13 1種電気工事士の需給バランス

18 図14 2種電気工事士の需給バランス
18 図15 1種電気工事士の2045年の人材不足の要因
18 図16 2種電気工事士の2045年の人材不足の要因
20 図17 2016～45年の人口推移
21 図18 1種主任技術者の試験合格による免状取得者の推移

21 図19 1種主任技術者の認定による免状取得者の推移

22 図20 就労可能年齢の1種主任技術者有資格者数推移

22 図21 就労可能年齢の1種主任技術者免状取得者数フロー推移
23 図22 2種主任技術者の試験合格による免状取得者の推移

23 図23 2種主任技術者の認定による免状取得者の推移
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報告書の題名 電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

委託事業名
平成29年度電気施設等の保安規制の合理化検討に係る調査
電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

受注事業者名 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社



168 平成29年度電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

頁 図表番号 タイトル
24 図24 就労可能年齢の2種主任技術者有資格者数推移

24 図25 就労可能年齢の2種主任技術者免状取得者数フロー推移

25 図26 3種主任技術者の試験合格による免状取得者の推移
25 図27 3種主任技術者の認定による免状取得者の推移

26 図28 就労可能年齢の3種主任技術者有資格者数推移
26 図29 就労可能年齢の3種主任技術者免状取得者数フロー推移
28 図30 自家用電気工作物設置件数の推移

29 図31 2015～16年度の自家用電気工作物設置件数増加分の内訳
30 図32 自家用電気工作物設置件数推移
31 図33 自家用電気工作物（受変電設備）件数推移
32 図34 業務ビルの床面積の推移
32 図35 業務ビル件数の推移

33 図36 電源構成の推移

33 図37 自家用電気工作物（発電設備）件数の推移
34 図38 太陽光発電の設備容量の推移
34 図39 太陽光発電の設備容量の推移（50kW以上）
35 図40 太陽光発電の件数の推移
35 図41 太陽光発電の件数の推移（50kW以上）

36 図42 風力発電の設備容量の推移

36 図43 風力発電の件数の推移（電力会社以外が設置したもの）

37 図44 委託可能な電気工作物の選任状況と委託時の担当件数
38 図45 2種主任技術者の需給バランス

39 図46 3種主任技術者の需給バランス

二次利用不可リスト
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委託事業名
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頁 図表番号 タイトル
40 図47 外部委託向け3種主任技術者の需給バランス

40 図48 3種主任技術者の2045年における人材不足の要因

42 図49 1種電気工事士の免状発行数
42 図50 2種電気工事士の免状発行数

43 図51 1種電気工事士の2016年度の入職者数推計
43 図52 2種電気工事士の2016年度の入職者数推計
44 図53 電工会社1社あたりの1種・2種電気工事士数と年齢構成

45 図54 電工業界における1種電気工事士有資格者数
45 図55 電工業界における2種電気工事士有資格者数
46 図56 電工業界における1種電気工事士有資格者数推移
46 図57 電工業界における1種電気工事士の入職者・離職者・退職者推移
47 図58 電工業界における2種電気工事士有資格者数推移

47 図59 電工業界における2種電気工事士の入職者・離職者・退職者推移

48 図60 建設投資額の実績と見通し
49 図61 建設投資額の実績と見通し（再掲）
49 図62 電気工事の完成工事高
50 図63 必要な1種電気工事士数
50 図64 必要な2種電気工事士数

51 図65 1種電気工事士の需給バランス

51 図66 1種電気工事士の2045年の人材不足の要因

52 図67 2種電気工事士の需給バランス
52 図68 2種電気工事士の2045年の人材不足の要因
53 図69 認定電気工事従業者による人材不足の補填
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頁 図表番号 タイトル
57 図70 電気主任技術者・電気保安業務の認知のきっかけ
62 図71 求人応募者数・Webサイトページビュー数
63 図72 海上保安学校試験申込者数の推移
66 図73 18歳人口に占める工業高校卒業者数の推移
67 図74 認定校数の推移
67 図75 A工業大学の就職状況
68 図76 電気主任技術者を認定取得可能な夜間（2部）コースを設置している認定工数
69 図77 1種主任技術者の資格取得方法
69 図78 2種主任技術者の資格取得方法
69 図79 3種主任技術者の資格取得方法
70 図80 認定校卒業に相当するオンラインコース創設に関する賛否
70 図81 不足単位補填に相当するオンラインコース創設に関する賛否
77 図82 認定校数の推移（再掲）
77 図83 A工業大学の就職状況（再掲）
78 図84 事業者毎の採用状況
79 図85 自由化後の事業者毎の受託件数の推移
80 図86 3種主任技術者有資格者の就業状況
81 図87 民間事業者における中途採用応募有資格者の採用率
82 図88 電気主任技術者の遠隔地採用における年収推計
86 図89 電気主任技術者の給与水準
87 図90 保安従事者の年齢構成

92 図91 電気工事士の認知のきっかけ

92 図92 電気工事士への転職理由
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報告書の題名 電気保安人材の中長期的な確保に向けた調査・検討事業

委託事業名
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頁 図表番号 タイトル
96 図93 電気工事業界入職前の資格取得状況
96 図94 電気工事士2種の資格取得方法
97 図95 電気工事士養成施設数の推移
97 図96 電気工事士養成施設の定員状況
98 図97 実務経験の認定方法や認定基準についての改善点
99 図98 各種国家資格の実務経験年数及び短縮要件
102 図99 電気工事業界における入職ルート
103 図100 高卒就職者数及び充足率の推移
103 図101 高卒就職者数の各産業の充足率
104 図102 電気工事業界へ入職する前の資格取得状況（再掲）
104 図103 有効な研修方法・内容
105 図104 電気工事士の学歴
107 図105 高卒就職者（2013年3月卒）の就職3年後の離職率
107 図106 大卒就職者（2013年3月卒）の就職3年後の離職率
108 図107 電工業界の電気工事士有資格者数（1種）（再掲）
108 図108 電工業界の電気工事士有資格者数（2種）（再掲）
109 図109 電気工事士の給与水準
110 図110 産業別の給与水準と3年後離職率の相関
111 図111 電気工事士の職場環境に対する満足度
111 図112 電気工事士の職場環境に対する不満
112 図113 分離発注方式の推進

118 図114 高校・大学の電気科における女性比率

118 図115 電気工事業界の女性比率

二次利用不可リスト
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委託事業名
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頁 図表番号 タイトル
118 図116 電気工事業界における3年後の離職率

120 図117 大学における学部別の女性比率

120 図118 大学における工学部学科別の女性比率

121 図119 新卒総合職における女性比率

121 図120 鉄道専門職における女性比率

123 図121 女性の働き方・暮らし方の希望と現実

150 図122 電気事業者に就業する主任技術者の選任数と在籍数


